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論文要旨 
 
１．論文名 ポイントベネフィットに対する消費者行動研究 
              A Study on Consumer Behavior in Relation to Reward Points 
２．氏 名 寺地 一浩 
 
（要 旨） 
ポイントは広く消費者に認知され、購買行動を誘引し、顧客を囲い込むための企業
通貨として、また政府の経済政策として消費者社会に影響を与えている。成熟期の市
場において、ポイントは、顧客に適合したマーケティングの重要性から、顧客動向の
把握や優良顧客を選別する仕組みとして、必要とされている。しかしながら、競合他
社のポイントプログラム導入により、金銭的利得を強調したポイントのみでの差別化
は困難な状況にある。 
一方でポイントに対する消費者の行動は、金銭的利得を追求するだけではなく、ポ
イントを貯めることに執着し固執するなどの購買行動をとり、必ずしも経済合理性に
基づく行動ではない。消費者はポイントを貯めることにより、企業に対するロイヤリ
ティを形成し、ポイントを貯める喜びを感じるなどの心理的効果は、企業と消費者の
双方に共有される価値であり、積極的に評価されるべきである。これまでポイントの
有効性等の先行研究は、消費者の行動誘因として主に経済合理性が仮定され検証され
てきた。ポイントプログラムの効率化にむけ、ポイントそのものがもつ心理的効果を
解明することが求められる。 
本研究は、企業と消費者の双方に共有され、評価されるべき価値であるポイントが
もつ心理的効果を解明するため、現金割引、クーポン等と対比し、インセンティブに
対する消費者評価を実践的な戦略モデル構築にむけ、実証分析した。 
インセンティブに対する快楽的価値と功利的価値の実証分析よりインセンティブ
間では消費者評価が相違し、功利的価値に比べ快楽的価値の消費者評価が高く、正の
相関関係があることを実証した。顧客とのリレーションシップを強化するには、快楽
的価値に比べ、功利的価値が有効であることを明らかにした。 
インセンティブに対する感情要因の実証分析より、感情要因の覚醒が非計画購買に
対して影響を与えていること明らかにした。また感情要因に訴えるには、ポイントを
はじめインセンティブの本来の功利的価値や、機能面を訴求することが、愛着や感情
面を訴求するより、感情要因に影響を与えることを明らかにした。 
インセンティブに対する消費者態度の実証分析より、商品に対する関与とインセン
ティブに対する知覚価値の相関分析では、やや強い正の相関が認められ、商品に対す
る関与が低ければ、インセンティブに対する知覚価値も低い評価傾向であることを明
らかにした。またインセンティブに対するコミットメントは現金割引に比べポイント
が高い評価となり、インセンティブ間で相違することを明らかにした。 
インターネットショッピングにおける実証分析より、知覚価値が、店頭購買と同様
にインセンティブ間では消費者評価が相違することを明らかにした。また不必要購買
影響度が高い消費者層ほど、インセンティブに対する消費者の態度的な概念であるコ
ミットメント評価が高いことを明らかにした。 
本研究は、ポイントに対する心理的な効果を、行動経済学、感情心理学、消費者行
動論の視点より、戦略モデル構築にむけた基盤となる研究として明らかにした。 
ii 
 
（Abstract） 
Reward points are widely known by consumers, induce consumer behavior, and influence 
consumer society as a form of corporate currency to retain customers and as a government 
economic policy measure. In mature markets, because of the importance of marketing 
adapted to customers, reward points are considered necessary as a mechanism for 
ascertaining customer trends and distinguishing high-value customers. However, the 
introduction of reward point programs by competitors makes it difficult to achieve 
competitive differentiation solely by means of reward point programs that emphasize 
monetary benefits. 
At the same time, consumer behavior in relation to reward points is not necessarily 
grounded in economic rationality: some consumers not only pursue monetary benefits but 
also engage in such behavior as obsessively collecting reward points. The formation of loyalty 
toward companies and psychological effects such as experiencing joy from collecting that 
result from collecting reward points constitute value shared by companies and consumers 
alike and should be positively appreciated. Prior research on topics such as reward point 
effectiveness has mainly hypothesized and tested economic rationality as an inducement to 
consumer behavior. However, elucidation of the psychological effects of reward points 
themselves is necessary in order to increase the efficiency of reward point programs. 
In the present research, we compared cash discounts, coupons, and other incentives and 
performed empirical analysis in order to for the purpose of constructing a practical strategic 
model of consumer evaluation of incentives in order to elucidate the psychological effects of 
reward points, a form of value that should be shared and appreciated by companies and 
consumers alike.  
Through empirical analysis of the hedonic value and utilitarian value of incentives, we 
demonstrated that consumer evaluation differs between incentives in that consumers rate 
hedonic value more highly than utilitarian value in incentives, including in the case of 
reward points, and that there is a positive correlative relationship. However, we also 
demonstrated that consumers rate utilitarian value more highly than hedonic value for 
strengthening relationships with customers, and so utilitarian value is more effective to that 
end. 
From empirical analysis of emotional factors in relation to incentives, we demonstrated that 
arousal of emotional factors has an effect on unplanned purchasing. We demonstrated that 
emphasizing the primary utilitarian value and functional aspects of reward points and other 
incentives has a greater effect on emotional factors than emphasizing attachment and 
emotional aspects. 
In our empirical analysis of consumer attitudes toward incentives, we demonstrated that if 
involvement with products is low, evaluation of the perceived value of incentives also tends to 
be low. We also demonstrated that commitment to incentives differs between incentives, with 
reward points being more highly rated than cash discounts. 
By empirical analysis of Internet shopping, we demonstrated that consumer evaluation of 
perceived value differs between incentives, as it does in in-store purchasing. We also 
demonstrated that consumer commitment evaluation, a concept that expresses consumer 
attitudes toward incentives, increases as the impact of unnecessary purchasing increases. 
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はじめに 
 
流通、通信、電鉄、航空、クレジットカード等、様々な業種でポイントプログラム（注
1）を採用する企業が増加している。日本経済新聞社［2010a］によると消費者は、「78％が
積極的に集めているポイントがある」と回答しており、ポイント（point）は消費者に認知
されている。ポイントは、購買行動（buying behavior）を誘引し、顧客を囲い込むための
企業通貨（ポイントや電子マネー等発行した企業以外でも利用できる価値媒体）、疑似通貨
として、さらに政府の「エコポイントによるグリーン家電普及促進事業：（以降「家電版エ
コポイント」という）」と「住宅版エコポイント」は、経済政策として消費者行動（consumer 
behavior）に少なからず影響を与えている。また企業が発行するポイントは、高い購入頻
度の消費者や、購入金額が大きい優良顧客に対して顧客維持や拡大を目的として特典を与
えるしくみであるロイヤルティ・プログラム（loyalty programs）としてマーケティング
ツールの役割を果たしている。野村総合研究所［2015］によると、企業が商品やサービス
の購買・利用に対して発行する年間推計ポイント最少発行額は、2013年度に8,506億円程
度と推計されており、2020年度にはポイント最少発行額は1兆92億円と予測されている。
また2009年5月より実施された政府の経済政策である「家電版エコポイント」においては、
地上デジタル放送対応テレビの 2010 年度の需要に少なからず影響を与えたと言われてい
る(注2)。 
しかしポイントを提供する企業においては、ポイントで収集した顧客情報をマーケティ
ングに効率的に活用できず、また競合他社のポイントプログラム導入の状況より、金銭的
利得を強調したポイントのみで競合先との差別化は困難な状況であり、プログラムの効率
化が求められている。一方でポイントに対する消費者の行動は、金銭的利得を追求するだ
けではなく、ポイント貯めることに執着し固執するなどの購買行動をとり、必ずしも経済
合理性に基づく行動ではない。 
これまでロイヤルティ・プログラムとしての有効性や、マーケティングにおける戦略性、
発展性など欧米の企業ポイント事例などを中心に、さまざまなポイントプログラムの研究
がなされてきた（Dowling and Uncles ［1997］、Dreze and Hoch［1998］、Woolf［2001］、
Lewis［2004］）。しかし消費者行動に対するポイントの影響や心理的効果に関する研究は多
くはみられず、特に欧米とは相違してエコポイント制度等行政施策においても定着したわ
が国においては、ポイントに対する消費者行動に関する研究は多くみられない。 
ポイントを貯めることにより、企業に対するロイヤリティを形成し、ポイントを貯める
喜びを感じるなどの心理的効果は、企業と消費者の双方に共有される価値であり、積極的
に評価されるべきである。これまでポイントの有効性や戦略性、発展性の先行研究は、プ
ログラムとしての効用を研究対象とするものが主であり、また消費者の行動誘因として経
済合理性が主に仮定され検証されてきた。 
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ポイントプログラムの効率化をはかるためには、ポイントそのものがもつ心理的効果を
解明することが求められる。本研究は、ポイントプログラムの効率化にむけて、企業と消
費者の双方に共有され、評価されるべき価値であるポイントがもつ心理的効果を解明する
ため、消費者のポイントに対する選好と価値評価、ポイントの購買行動への影響及びイン
センティブ間での消費者評価を現金割引、クーポン等のインセンティブと対比させ実証分
析し検証した。実践的な戦略モデル構築にむけて、心理的効果における感情要因と消費者
態度であるコミットメントに着目し、インセンティブに関する刺激要因が、購買行動へ与
える影響を、現金割引をはじめクーポン等他インセンティブと対比させ明らかにした。ま
たインターネットの浸透により消費生活に影響を与えているインターネットショッピング
におけるポイントをはじめとするインセンティブに関しても消費者態度を実証分析した。 
これら本研究において、行動経済学、感情心理学、消費者行動論の視点より、損失回避
性と利用可能性ヒューリスティック及び感情要因、コミットメント、知覚価値が、消費者
のポイントに対する心理的効果として購買行動に影響を与えていることを明らかにした。  
心理的効果の解明にむけての消費者行動に関するポイントの研究は、ポイントプログラ
ムに関する有効性の研究に新たな効果要因を解明するものである。また、インセンティブ
に対する消費者行動に関する研究は、ロイヤリティ・プログラムやポイントを利用した政
策に対して、心理的効果という要因を解明することにより新たな戦略の構築や発展性に貢
献し、ポイントプログラムの効率化に関する知見をもたらすことができるものである。 
 
 
【注：はじめに】 
 
(注 1) ポイントプログラムは、1981 年に米国の航空会社アメリカン航空がマイレージプ
ログラムとして始めた。ポイントは、商品やサービスを利用した特典として主に付与さ
れ、多くのポイントプログラムは、数量情報や購買情報を電磁的に記録、管理している。
顧客囲い込みのためのマーケティングツールとして活用され、付与されたポイントは、
ポイント発行企業以外でも利用できるプログラムもある。 
(注 2) エコポイント発行状況（「エコポイントによるグリーン家電普及促進事業の実施に
ついて」環境省［2011］引用）は、2011年6月30日現在、発行件数44,656,724件、点
数637,742,536,000 点。2010 年 12 月 1日から家電エコポイント制度のポイント付与減
少の見直しより、地上デジタル放送テレビでは、2010年12月と2011年1月の2か月間
で、発行点数990.2億点が発行された。 
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第1章 ポイントプログラムの効用と課題 
1.1 プロモーションとしてのポイントプログラム 
 
新規に顧客を獲得し、顧客とのリレーションシップを構築し囲い込むために、企業によ
るセールス・プロモーションが展開されている。守口［2002］によると、セールス・プロ
モーションは、ブランドを育成する等の長期的な視点が欠けるものの、短期的即効性があ
る。プロモーションの分類について、「実施主体と対象による分類」、「アプローチ方法による分
類」、「訴求ポイントによる分類」の 3 つの分類があり、「訴求ポイントによる分類」の代表的プロモ
ーションとして消費者の購買行動に直接的にはたらきかける価格訴求型プロモーションを示して
いる。価格訴求型プロモーションにおいて、商品・サービスの購入促進にむけて、企業より
消費者へインセンティブが提供されている。また守口［2002］は、価格訴求型プロモーシ
ョンにおけるインセンティブについて、値引き、クーポン、増量パック、バンドル、キャ
ッシュバック、アローワンス、特別出荷、フリクエンシー・プログラムを例示し、プロモ
ーション手法の組み合わせにより展開しやすいとしている。本研究においては、価格訴求
プロモーションにおけるインセンティブより、企業が実務で提供する現金割引、おまけ商
品、クーポン、ポイントの4つのインセンティブについて主に分析検証する。 
これら4つのインセンティブについては、マーケティングにおける様々な先行研究や、
消費者の購買行動との関係についての研究がなされてきた。小嶋［1986］は、消費者購買
心理から、値引きが消費者の心理に与える影響について、「合理的な買物をした」満足感な
どのプラス面だけではなく、マイナス面である不安感、不信感がもたらされることもある
と示している。徳田［2006］は、消費者の割引とおまけの値ごろ感について、価値（おま
けによる価値増）を分子に、費用（割引による費用負担減）を分母にして示している。安
全欲求をベースにした損失回避、負担回避の意識をもつ消費者は、おまけのように実感し
にくい価値を、より大きくしようとする意識（おまけによる価値増）より、実感のある損
失、負担をできるだけ回避しようとする意識（割引による費用負担減）が優勢となること
を示している。これらより割引がおまけに比べ値ごろ感があることを指摘している。 
クーポンについて守口［2012］は、クーポンの中でも、レジ精算時に、その場で印刷発
行されるレジ・クーポンについて平均的な利用率は 10%であることを例示し、レジ・クー
ポンの購買行動によるターゲット設定の効果を示している。レジ・クーポンとロイヤルテ
ィ・プログラムについて三坂［2012］は、ロイヤルティ・プログラムの購買履歴データを
活用したターゲティングと性別・年代のデモグラフィック属性によるターゲティングの反
応を比較分析し、購買履歴データによるセグメンテーションの有効性を実証分析している。 
 
 
 
4 
 
 
1.2 ポイントプログラムの効用 
 
 購買行動に影響を与えるポイントの効果について、ポイント利用の適正化にむけた課題
を整理し、発展に寄与することを目的として発足した経済産業省商務流通グループ企業ポ
イント研究会［2007］は、次のように示している。消費者情報に基づいたマーケティング
や、高い消費者誘因効果を持つツール及び企業間での送客（顧客を他社に誘導および他社
の顧客を自社に誘導）ツールとして、企業としてのメリットがある。ポイントプログラム
の効果としては、新規顧客の獲得、既存顧客の囲い込み、優良顧客化、顧客単価の引き上
げ等、顧客誘引効果、囲い込み効果とマーケティング精度の向上を示している。企業がポ
イントプログラムを提供しめざすものは、顧客誘引と囲い込みのための「顧客との絆の形
成」とポイントプログラムを手段として顧客情報を収集し活用する「顧客動向の把握と適
合」である。企業におけるポイントプログラムの効用は、「顧客との絆の形成」と「顧客動
向の把握と適合」の2つより構成されている（図1-1）。 
 
図1-1 ポイントプログラムの効用 
 
消費者のメリットとして、先の研究会［2007］が示すのは、次回購買時におけるポイン
ト利用による割引への活用や、日常消費ではない旅行やレジャー等の非日常的サービス消
費をポイント利用により充実させる等の消費者へのベネフィットの提供である。また、商
品やサービスの利用で得られる個々の企業特典を、共通ポイント化やポイント交換等利用
により複数企業で貯めたポイントを集約して利用できる特典集約の機能も消費者のメリッ
トである。これらのメリットは、企業から消費者へ提供されるベネフィットが、金銭に置
き換えることができる性質をもっていることから金銭的ベネフィットの提供といえる。ポ
イントによる割引以外にポイントプログラムとして併用される金銭的ベネフィットには、
期間や商品限定の直接割引やクーポンを利用した次回購買時での割引があり、消費者を誘
引している。顧客誘引と囲い込みのための「顧客との絆の形成」には、金銭に置き換える
ことができる性質の金銭的ベネフィットの他に、消費者に付加サービスを提供する非金銭
的ベネフィットがある。非金銭的ベネフィットとしての付加サービスは、航空会社の優先
 
ポイントプログラム 
顧客との絆の形成            顧客動向の把握と適合 
「消費者へのベネフィットの提供」       「消費者より情報の収集」 
                      ＋ 
金銭的ベネフィット 非金銭的ベネフィット     データベース・マーケティング 
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搭乗や、優先販売、限定販売及び購買時の接客優遇などの特別な顧客として扱われるサー
ビス等がある。顧客誘引と囲い込みを図る「顧客との絆の形成」は、金銭的ベネフィット
と非金銭的ベネフィットの二つのベネフィットにより構成されている（図1-2）。非金銭的
ベネフィットとしての付加サービスは、航空会社の優先搭乗や、限定販売・優先販売及び
購買時の接客優遇などの特別な顧客として扱われるサービスなどがある。 
Rust et al. ［2000］は、これらの「特別な処遇」の付加サービス（非金銭的なサービ
ス）について、顧客が、競合他社へのスイッチング・コストを大きな負担と感じるように、
金銭的サービスに併せて提供することが効果を発揮すると主張している。航空会社の優先
搭乗などのマイレージサービスは、非金銭的ベネフィットの代表とされるプログラムであ
り、非金銭的ベネフィットは、提供する企業の業種や、付加サービスの本質にも影響され
るが、金銭的ベネフィットと同様に高い消費者の評価を受けている。 
 
 
図1-2 消費者へのベネフィット 
 
「顧客動向の把握と適合」におけるポイントプログラムは、ポイントというベネッフィ
トを消費者に提供する見返りに、消費者から情報を収集活用し、選別した優良顧客に適合
させたマーケティングを行う手段としての役割を担っている。ポイントプログラムを利用
する消費者側でも、70％程度の消費者が、条件付で個人情報を登録することに肯定的であ
る。また消費者から求められている個人情報を用いたマーケティング活動は、登録した企
業からの割引券やキャンペーンの紹介である（前出研究会）。ポイントプログラムによりベ
ネフィットを提供し、見返りに消費者情報を収集し活用したマーケティングに対しては、
消費者も肯定的である。来店頻度の高い優良顧客を識別し、優先的なサービスを提供して
リレーションシップを築こうとする「顧客識別マーケティング（Customer Specific 
Marketing）」を唱える Woolf［1996］は、成熟期のマーケットにおいて、顧客に適合させ
て顧客サービスや店舗展開を行うマーケティングの重要性を指摘している。また、自社の
顧客動向を把握する仕組み（フリクエンシー・ショッパーズ・プログラム）を構築し、利
益をもたらす顧客（優良顧客）を把握選別する必要性を示している。これらポイントプロ
 
「消費者へのベネフィットの提供」 
 
金銭的ベネフィット     非金銭的ベンフィット 
ポイントサービス       付加サービス 
          割引      ＋   特別な処遇 
 
消費者ベネフィット＝金銭的ベネフィット+非金銭的ベネフィット 
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グラムにおける「消費者よりの情報の収集：顧客動向の把握と適合」が、消費者を選別し、
利益をもたらす優良顧客に適合したマーケティングを行うことにより、顧客ロイヤリティ
を高め、継続的な競合先との差別化の源泉となる。ポイントプログラムにおいて「消費者
よりの情報の収集：顧客動向の把握と適合」は、顧客誘引と囲い込みのための「消費者へ
のベネフィットの提供：顧客との絆の形成」と同様に重要な役割を占めているといえよう。 
 
1.3 ポイントプログラムにおける先行研究と課題 
 
提供する企業側においても、ポイントプログラムは浸透している。日本経済新聞社［2010b］
主要小売り500社調査によると、全体の65.4％にあたる274社が、ポイントプログラムを
導入しており、ポイントのみで競合先との差別化は困難な状況である。これよりポイント
付与拡大に慎重な姿勢をしめす企業動向もある。顧客を企業にとって最大の資産と捉える
「カスタマー・エクイティ」を提唱したBlattberg and Deighton［1997］は、ポイントプ
ログラムについて、競争激化により囲い込みロックイン効果が相殺されていると指摘して
いる。ほどんどの競合先がポイントプログラムを導入する状況では、消費者誘引をめざし、
ポイント付与率を高めるだけには、限界がある。 
Rust et al.［2001］は、ロイヤルティ・プログラムにより購買行動に影響を与える要件
としてつぎの3点を挙げている。それは、①顧客に十分な報償が得られる程度に頻繁にポ
イントをためることができる、②報償が顧客にとって意味のあるものであり、そのポイン
トを貯める価値がある、③顧客に提供する製品やサービスの利潤部分が十分に大きく、プ
ログラム負担と収益性の観点から正当化できることである。効果的に影響を与える基準の
一つとして、プログラムの収益性を示している。また、データベース・マーケティングへ
の利用については、ロイヤルティ・カードで取得したデータを分析すること及び活用する
ことは、企業にとって煩雑であり、手間取っていることを指摘している（Rust et al.、
［2001］）。 
Kotler and Keller［2006］は、企業にとってカスタマー・リレーションシップマネジメ
ント（Customer Relationship Management）が有効性を発揮しえない理由として、顧客デ
ータベースの構築維持に多大なコストと、スキルを備えた人材に多大な投資が必要なこと
を示し、コスト面を強調している。収集した消費者情報を活用するには、運営体制の構築
維持や人材の育成など企業体制を整えることが必要である。 
これらより、提供する企業の課題は、ポイントを付与するだけでは顧客誘引や囲い込み
に限界があり、消費者にベネフィットを提供する手段としてしか、ポイントプログラムを
使いきれていないことである。誘引や囲い込みにもコスト面での限界があり、金銭的ベネ
フィットの提供機能だけでは、ポイントを提供する企業にとって、ポイントプログラムの
効用に対する効果を発揮できない。ポイントの効用である「顧客との絆の形成」と「顧客
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動向の把握と適合」に対する課題克服にむけての取り組みが必要である。 
消費社会に広く浸透するポイントを、消費者は貯めることにより、企業に対するロイヤ
リティを形成し、ポイントを貯める喜びを感じるなどの心理的効果は、企業と消費者の双
方に共有される価値であり、積極的に評価されるべきである。これまでポイントプログラ
ムの有効性等の先行研究は、消費者の行動誘因として主に経済合理性が仮定され、ポイン
トプログラムの効用が検証されてきた。ポイントに対する消費者行動の検証を試みた研究
は多くは見られず、ポイントプログラムの効率化をはかるためには、ポイントそのものが
もつ心理的効果を解明することが求められる。心理的効果を解明するために、消費者行動
に対するポイントの影響と消費者態度に対するポイントの影響を分析することが必要であ
る。 
そこで、本研究は、ポイントプログラムの効率化をはかるためこれまでの先行研究では
取り上げてこられなかったポイントに対する消費者の心理的効果について、行動経済学、
感情心理学、消費者行動論の視点より、つぎの四つ消費者行動事項を現金割引、クーポン
等と対比しポイントに対する消費者の心理的行動、態度を実証し分析する。ポイントに対
する心理的効果解明の基礎となる本研究は、第一にポイントに対する認識と、ポイントの
購買行動への影響の分析、第二にインセンティブに対する快楽的価値と功利的価値および
感情要因の分析、第三にインセンティブに対する消費者態度の分析、第四にインターネッ
トショッピングにおける消費者態度の分析より、消費者行動を検証しポイントに対する消
費者行動を解明した。 
第四にインタ―ネットショッピングに対する消費者態度の分析を取り上げたのは、イン
ターネット全般にわたるスマートフォンの利用拡大もありライフスタイルの変化や利便性
をもとめる消費者に支持され、インタ―ネットショッピングが、消費社会に急速に浸透し
ていることによるものである。商品・サービスの価格を訴求する価格訴求型セールス・プ
ロモーションは店頭購買と同様にインターネットショッピングにおいても常態化しており、
消費者はセールス・プロモーションの影響を受けインターネットショッピング行動に至っ
ている。一方インターネットショッピングが消費者に浸透するに従い、商品、サービス購
入後に買いすぎた購買に対して後悔する事象や、その利便性から不必要な商品、サービス
の購入が消費生活のうえで課題となっている。消費者を取り巻く環境が急速に変化する消
費社会において、インターネット取引に関するトラブルも増加し問題となっている。そこ
で店頭購買と同様に常態化したセールス・プロモーションのもとでの消費者心理や行動の
分析を、インターネットショッピングにおけるインセンティブに対する消費者態度として
取り上げ検証する。 
第一のポイントに対する認識の実証分析より、ポイント制度に対する選好分析、貨幣・
疑似通貨と対比した評価分析を行い、これらより損失回避性（loss aversion）の影響を検
証した。損失回避性とは、あるものを失う効用のほうが、それを取得する効用より大きい
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と感じる心理的傾向であり、Kahneman and Tversky［1979］が、考案したプロスペクト理
論（Prospect Theory）の価値関数がもたらす特徴の一つである。プロスペクト理論は、伝
統的経済学の期待効用理論の代替理論として考案され、効用関数に対応する価値関数と確
率加重関数により構成されている。多くの消費者は、ポイントを企業通貨・疑似通貨とし
て重要な価値だと思い、貨幣の役割の一部を担っていると認識している。また一方では商
品購買やサービス利用のインセンティブとして認識している。これらポイントを重要な価
値だと思いながら、貨幣と同様ではないというポイントに対する認識が、心理的効果とな
り購買行動に影響を与えていると考えられる。 
ポイントと同様に、その財自体を使用するためにではなく、両替のために保有される財
における賦存効果の先行研究としては、トークン（token：代用硬貨）に関するNovemsky and 
Kahneman［2005］の検証がある。研究では、それ自体に使用価値がなく現金化できるトー
クンについては、賦存効果は極めて小さいことを示している。しかしながらこれまでの先
行研究においては、ポイントに対して、これまで賦存効果の実証分析はない。そこでポイ
ントに対する賦存効果の存在を分析した。損失回避性のもたらす賦存効果の存在よりポイ
ントを貨幣と同様に認識せず、これらより消費者行動に影響を与えていることを検証した。 
ポイントの購買行動への影響について2つの検証を行った。まず消費者属性の状況依存
性に着目して分析し、利用可能性ヒューリスティック（availability heuristics）の影響
を検証した。ヒューリスティック（heuristics）は、不確実な事柄に対して判断や意思決
定をする場合、問題を解決したりするとき、明確な手掛かりがない場合における便宜的、
発見的な方法であり「方略」、「近道」などと呼ばれている。Tversky and Kahneman［1974］
は、ヒューリスティックとして「利用可能性」、「代表性」、「係留と調整」の3つを示して
いる。本研究のポイントの購買行動において検証する利用可能性ヒューリスティックとは、
ある事象が出現する頻度や確率を判断する場合、具体性がある事象や親近性がある事象な
ど容易にわかる事例の情報を思い浮かべて、それにもとづいて判断することである。消費
者はポイントがつくかどうかで影響される購買行動等消費者の主観的経験より、ポイント
のベネフィットは、消費者の記憶や経験の中で印象として残っている。消費者は認知的利
用可能性に基づき、容易にポイントのベネフィットを思い浮かべて、それにもとづいて判
断し購買行動に至っている。先行研究（小嶋［1986］）において購買行動に影響を与える価
格の表現について、消費者の満足感や効用など心理的効果により、消費者の反応が相違す
ることを実証している。しかしながらポイントを利用した購買行動における記述表現の心
理的効果については、実証データにより確認した研究はみられなかった。そこで本研究は、
利用可能性ヒューリスティックが、ポイントを貯めることに執着し、追求する傾向等の消
費者の購買行動に影響を与えることを実証分析より検証した。 
つぎに購買行動に対する影響についてフレーミング効果を検証した。フレーミング効果
（framing effect）とは、意思決定において、言語表現の相違による質問や問題の提起の
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され方により、選好が逆転し意思決定の結果が相違する現象である（Tversky and Kahneman 
［1981］）。敷衍すると、論理的には同一のことを記述していると考えられる選択肢におい
て、選択肢の記述、表現方法により、意思決定に様々な影響を及ぼすのがフレーミング効
果である。店頭の言語表現や、商品情報の広告における言語表現が、消費者の購買行動を
変化させ、販売実績に影響を与えることは、実務家のあいだで周知の事実とされている。 
これらポイントに対する消費者の心理的効果を検証することは、ポイントプログラムの
効率化に向けて有益であり寄与するものである。ポイントにおけるフレーミング効果が、
消費者のポイントに対する不合理な行動（ポイント付与に対する執着した行動等）の一因
であるとの仮説より、経済的に同じ利得、購買特典となるポイント付与記述表現における
フレーミング効果を実証分析した。消費者のポイントに対する属性によるフレーミング効
果への影響については、消費者が意識して貯めているポイント発行業種により、影響が相
違することを検証した。 
第二のインセンティブに対する快楽的価値と功利的価値および感情要因の分析について
は、まず快楽的価値と功利的価値の消費者評価を分析した。消費者の感情的反応が、購買
行動に影響を与えることから、これまで感情要因を商品や店舗などに適用した先行研究が
なされ、商品を実用面と感情面とに分けて分類した研究が多くなされている（Fischer and 
Arnold［1990］）。しかしながら消費者に直接的にはたらきかけ、購買行動を誘引するセー
ルス・プロモーションのインセンティブについては、消費者の購買心理面からの研究はみ
られるが、商品や店舗と同様に感情要因をインセンティブに適用した研究は多くは見られ
ない。本研究は、実務面における代表的なインセンティブについて、Chaudhuri［2007］の、
「製品やサービスの功利的、快楽的な特徴は、消費者の理性的、感情的反応の決定要因と
なり知覚リスクに影響を及ぼす」という先行研究より、消費者の購買行動や満足度に対し
ても影響を与える快楽的価値と功利的価値を実証分析した。「現金割引」、「ポイント」、「ク
ーポン」、「おまけ商品」のインセンティブの分析結果より、これらインセンティブ間では
消費者評価が相違することを検証した。ポイントを含め各インセンティブにおいて、功利
的価値に比べ快楽的価値の消費者評価が高く、快楽的価値と功利的価値には、正の相関関
係があることを実証した。またセールス・プロモーションのインセンティブには、顧客と
のリレーションシップを構築する役割がある。Rust et al.［2000］は、提唱する「カスタ
マー・エクイティ」(注 1-1）において、「リテンション・エクイティ」は、顧客の生涯価
値を増大させる重要なドライバーであると主張している。そこで顧客とのリレーションシ
ップ評価に着目し、「顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）の程度」をリ
テンション価値と定義し、これらリテンション価値に対する快楽的価値および功利的価値
の影響を検証した。 
つぎにインセンティブに対する感情要因の分析としてインセンティブ利用に関する刺激
要因と感情要因（快楽と覚醒）の分析枠組み、および感情要因（快楽と覚醒）と反応要因
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である非計画購買の分析枠組みの2つの分析枠組みで検証した。効果的なマーケティング
活動を行うため、消費者行動研究の心理学的研究アプローチである感情の影響が着目され、
店舗において感情要因を適用した快楽・覚醒次元を感情尺度とした先行研究が、これまで
多く研究がなされ、実務的な知見を与えている。先行研究として設備因子の研究（Baker et 
al.［1992］の設備因子による刺激と快楽次元研究、Sherman et al.［1997］の設備因子に
よる刺激と覚醒次元研究）や非計画購買への影響（Donoban et al.［1994］の快楽次元と
非計画支出及び消費時間延長研究、Babin et al.［1994］の快楽性（価値）と非計画支出
研究、Sherman et al.［1997］の快楽次元と支出研究）に関する先行研究である。しかし
ながらインセンティブに感情要因を適用した先行研究は、多くはみられない。効果的なマ
ーケティング活動を行うため、インセンティブに関して消費者行動研究の心理学的研究ア
プローチである感情が消費者行動に与える影響の検証は必要である。店舗において感情要
因を適用した先行研究において、分析枠組みとして Mehrabian and Russell［1974］の刺
激反応型（S-O-R）概念モデルを、ドミナンス次元を除外して Donovan et al.［1994］が
使用した修正版Mehrabian-Russellモデル（修正版M-Rモデル）を多くの研究が利用して
いる。そこで、本研究において修正版Mehrabian-Russellモデル（修正版M-Rモデル）の
2 つの分析枠組みにて感情要因が反応要因である非計画購買に対する影響および刺激要因
が感情要因に対する影響について検証した。 
 第三に消費者態度の評価検証より、購買対象となる商品・サービスに対する消費者の関
与と、インセンティブに対する知覚価値に着目し、インセンティブに対する消費者態度を
分析した。流通業界を中心に経営統合や業務提携、異業種等との積極的な連携等展開が行
われている。これら異業種、多業種との連携進展とともに業種・業態を跨ったセールス・
プロモーションが消費者に対して行われている。小川［2013］は顧客満足度指数において、
個々の消費者が「同一業種内」ばかりで比べているのではなく、消費者自身が接している
様々な商品・サービスを比べて選択をしていることを指摘しており、消費者は購買対象と
する業種・業態ごとに多様な反応を示している。 
そこで本研究ではスーパー等の低関与型の製品クラスを対象として青木［1990］（注1-2）
が開発した「対象特定的関与」である製品関与と「状況（課題）特定的関与」である購買
意思決定関与の尺度を参考に関与尺度を作成し、流通業を主として関与と、知覚価値を実
証分析した。業種店舗で購入する商品・サービスに対する関与が低ければ、ポイント利用
者を含め店舗より提供されるインセンティブに対する知覚価値も低い評価傾向であること
を検証した。またもうひとつの消費者態度として企業とのリレーションシップ形成に結び
付くコミットメントに着目し検証した。成熟下のマーケティングにおいて、製品やサービ
スによるベネフィットを提供するだけでの関係に留まらず、消費者との関係性が志向され、
消費者とブランドの関係を記述する概念としてブランド・ロイヤルティとブランド・コミ
ットメントが注目されている。井上[2008]は、ブランド・コミットメントを特定のブラン
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ドに向けられた情緒的ないし心理的な愛着であるとし、ブランド・ロイヤルティを消費者
の行動特性を捉えた概念であり、同一ブランドの継続的な反復購買をさすものと示してい
る。また、行動的アプローチであるブランド・ロイヤルティでは反復購買の背景にある様々
な消費者のモチベーションを把握できないことを指摘し、コミットメントは、ブランドが
積極的な意味で消費者から支持を得ているのか、あるいは単なる惰性であるのかを区別す
る重要な変数であると主張している。これまでプロモーション手段であるインセンティブ
に関するコミットメントの研究はみられない。そこで企業とのリレーションシップ形成に
結び付く消費者の態度概念であるコミットメントにつき、セールス・プロモーション手段
ごとの影響について分析検証した。コミットメントの分析において、インセンティブ間の
消費者評価では、現金割引に比べポイント、クーポンが高い評価であり、インセンティブ
間で相違することを検証した。またこれらインセンティブに対する消費者態度においては
消費者属性間において評価が相違することを検証した。 
第四にスマートフォンの利用拡大もありライフスタイルの変化や利便性をもとめる消費
者に支持され、インタ―ネットショッピングは消費社会に急速に浸透している。これら拡
大するインターネットショッピングにおいて、商品・サービスの価格を訴求する価格訴求
型セールス・プロモーションは店頭購買と同様にインターネットショッピングにおいても
常態化しており、経済産業省商務情報政策局情報経済課［2014］報告書においても、消費
者の電子商取引を利用する理由として「実店舗で買うより価格が安いから」や、「ポイント
がたまるなどの特典があるから」等の価格やプロモーションに関する利用理由が、報告さ
れている。インターネットショッピングにおいて商品、サービス購入後に買いすぎた購買
に対して後悔する事象や、その利便性から不必要な商品、サービスの購入が消費生活のう
えで課題となっている。 
そこで店頭購買とは相違するインターネットショッピングにおける消費者行動、インセ
ンティブに対する消費者心理や行動の特徴を、態度的概念であるブランド・コミットメン
トと、不必要な購買にフォーカスし実証分析した。インターネット利用そのものの消費者
間相違と同様に、インターネットショッピングにおける消費者行動に属性間相違がみられ
ることより、消費者属性間の相違に着目し分析した。消費者属性は、消費者庁［2014］「消
費者教育の推進に関する基本的な方針」において消費者教育を効果的に進めるために配慮
が重要であるとして例示した消費者の特性より、3つの消費者属性（消費者の年代、性別、
就業の状態）について、インターネットショッピングにおける消費者心理や購買行動の特
徴をプロモーションの影響のもとでの消費者の特性を分析した。インターネットショッピ
ングにおける不必要購買影響度の消費者間において、インセンティブに対する消費者の態
度的な概念であるブランド・コミットメント評価が相違することを検証した。またインタ
ーネットショッピングにおける不必要購買への影響についてプロモーション手段であるイ
ンセンティブ間の相違があることを検証した。 
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【注：第1章】 
 
(注1-1）Rust et al.［2000］は、「カスタマー・エクイティ」を、バリュー・エクイティ、
ブランド・エクイティ、リテンション・エクイティの3つの構成要素からなりたち、「カ
スタマー・エクイティ」をその企業のすべての顧客の物価上昇分を割り引いた生涯価値
の合計であると示している。 
（注 1-2）青木［1990］は、消費者関与を対象や状況といった諸要因によって活性化され
た消費者個人内の目的志向的な状態と示し、活性化の契機となる要因に着目した「対象
特定的関与」である製品関与と「状況（課題）特定的関与」である購買意思決定関与に
区分している。 
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第2章 ポイントへの選好と購買行動への影響 
2.1 ポイントへの選好・損失回避性の影響 
2.1.1 ポイント制度に対する認識と選好 
 
ポイントへの選好の検証において、ポイントに対する心理的効果の解明にむけ、消費者
行動に対する損失回避性の影響を本章では取り上げフォーカスする。ポイント制度を構成
する4項目に対する選好とポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかの
二つの分析より消費者のポイントに対する認識、評価より損失回避性の影響を検証した。
第一は、ポイント制度への選好における損失回避性の検証であり、ポイント制度に対する
消費者の認識と評価を3つの調査（①ポイント制度を構成する4項目に対する認識度、②
ポイント制度を構成する4項目に対する選好、③ポイント制度のベネフィットの評価）よ
り検証した。 
第二はポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかの検証である。ポイ
ント取得に対する支払意思額（Willingness To Pay：WTP）と受取意思額（Willingness To 
Accept：WTA）を用いて賦存効果（endowment effect）の影響を分析した。賦存効果とは、
Thaler［1980］が命名した損失回避性がもたらす影響のひとつである。財や地位を手放す
際の心理的負担の方が、財や地位などを獲得する際の負担より大きいと評価する心理的傾
向のことであり、保有しているものを手放そうとせず、保有しているものに執着が生じる
傾向となる。これら賦存効果についてポイントを対象に分析検証した。 
第一のポイント制度への選好における損失回避性の検証は、①ポイント制度を構成する
4項目に対する認識度、②ポイント制度を構成する4項目に対する選好、③ポイント制度
のベネフィットの評価の調査（注2-1）について、インターネット調査を実施し、合計284
名（平均年齢40.7歳、男性比率56.3%）より回答を得分析検証した。 
まず①ポイント制度を構成する4項目に対する認識度の調査について検証する。ポイン
ト制度を構成する4項目は、貯めたポイントの利用できる期間である「ポイント有効期間」、
貯めたポイントを交換する際の単位（たとえば 500 ポイント、1,000 ポイント単位で割引
等と交換）である「ポイント交換単位」、購買時に、購買額に対していくらポイントがもら
えるかの「ポイント還元率」、貯めたポイントを1ポイント何円の金額換算で、割引等と交
換できるかの「ポイント金額換算」である。 
 ポイント制度4項目に対する消費者の認識度調査については、一番良く利用しているポ
イントカードのポイントに関する4つの各機能(ポイント交換単位、有効期間、ポイント還
元率、ポイント金額換算)について、どれだけ把握、認識しながら利用しているか(各機能
の知っている度合い)を5件法の設問（注2-2）で回答を求め、総合計と業種ごとに得点化
した。表 2-1 ポイント機能に関する認識度の平均得点を示す。 
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表 2-1 ポイント機能に関する認識度の平均得点(総合計と 6 業種) 
 
度数(N)
ポイント交
換単位把
握度 
有効期間
把握度 
ポイント還
元率 
把握度 
ポイント金
額換算把
握度 合計 
総合計 284 4.1 4.0 3.8 3.9 15.8
クレジットカード会社 67 4.0 3.9 3.8 3.8 15.6
スーパー 55 4.2 4.0 3.8 4.0 16.0
航空会社 38 4.2 4.3 3.8 3.7 16.0
インターネット事業者 37 4.5 4.2 4.1 4.2 16.9
家電量販店 25 4.1 4.1 3.8 4.0 16.0
ドラッグストア 17 4.0 3.5 3.9 3.9 15.2
 
認識度の調査結果より、総合計(N=284)ではもっとも高い平均得点は、ポイント交換単位
(平均得点4.1)であったが、4つ機能とも平均得点3.8～4.1の0.3間の各得点であり、各
機能把握度に際立った差異はなかった。4 つのポイント機能の把握度が一番高かった業種
(合計得点が最も高かった業種)は、インターネット事業者であり、6 業種の中で一番平均
得点が低かったのはドラッグストアであった。ドラッグストアにおいては、有効期間把握
度の得点のみが、他の3機能の得点より低いという特色があった。各機能の把握度得点に
おいてインターネット事業者は、有効期間把握度を除く3つの機能認識で、最も高い平均
得点であった。 
インターネット事業者のポイントカード利用者が、各機能を良く認識しているというの
は、次の理由が考えられる。それはインターネットで商品・サービスを利用購買する利用
者が、スーパーや家電量販店等のリアル購買業種に比べ、インターネットを通じて自分に
必要な情報を取捨選択し、把握したうえで利用購買に至っているという特性からである。
また、4 つのポイント機能において、航空会社を除く 5 業種でポイント交換単位把握度が
他の機能に比べた得点が高く、2 番目に高かった機能は有効期間把握度(5 業種において 4
機能中2番以内)であった。これは、本設問が、一番良く利用するポイントカード(サービ
ス)の機能把握度に対する回答であり、ポイントを貯めるだけではなく、貯めたポイントを
行使まで利用しているからである。 
第二の②ポイント制度への選好の分析については、ポイント制度を構成する4項目に対
する選好をコンジョイント分析の調査手法により検証した。コンジョイント分析とは、消
費者が商品やサービスを総合評価する場合おいて、それぞれの特徴などの項目が、どれほ
ど影響を与えているのか、商品の構成する要素の最適な組み合わせを検証する分析手法で
ある。 
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②ポイント制度への選好調査において、8枚のコンジョイント分析の設問カード（4項目
2 水準）に 1 位から 8 位まで重複しないよう順位付けして回答を求め重要度を分析した。
ポイント制度を構成し重要度を分析する4項目2水準については、「ポイント有効期間」は
1年と3年、「ポイント交換単位」は100ポイントと300ポイント、「ポイント還元率」は1
倍と3倍、「ポイント金額換算」は1ポイント＝1円と3円とした。コンジョイント分析に
よる調査結果であるポイント制度4項目の重要度を図2-1に示す。 
 
 
図2-1 ポイント制度4項目の重要度 
 
図2-1の分析結果より、ポイント制度の4項目において最も重視されるのは「ポイント
有効期間：重要度34.94」であった。ついで「ポイント金額換算：重要度28.05」、「ポイン
ト還元率：重要度21.30」、「ポイント交換単位：重要度15.71」の順の優先度であった。ピ
アソンの相関係数（Peason`s R=0.999）及びケンドールの順位相関係数（Kendall`s 
tau=1.000）からは、分析について高い説明力があることが示された。「ポイント有効期間」
の重要度が一番高く、取得したポイント価値が、失効回避することを評価しており、損失
回避性の選好を示したといえる。 
ポイント制度において、消費者が取得したポイントは、ポイント行使できる期間が定め
られており、ポイント有効期間を超えると権利が失効する制度となっていることに起因す
る。貯めているポイントが割引等と交換できないまま無駄にならないように、また取得し
たポイントを失効しないようにポイントに対する購買行動は、損失回避性の影響を受けて
いる。これらより損失回避性が、ポイントに執着し、固執するポイントに対する消費者行
34.94
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動に影響を与えているといえる。 主要6業種を業種ごとに分析した結果を表2-2ポイント
機能の平均相対重要度に示す。 
 
表2-2 ポイント機能の平均相対重要度 （総合計と6業種） 
  
総合計 
クレジット
会社
スーパー 航空会社
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 
事業者 
家電 
量販店 
ドラッグ
ストア
有効期間（％） 34.94 36.08 32.05 40.15 27.34 35.95 29.34
交換単位（％） 15.71 16.58 17.35 13.05 16.31 14.06 12.64
還元率（％） 21.30 20.41 20.56 19.61 24.62 22.36 30.01
金額換算（％） 28.50 26.93 30.03 27.19 31.73 27.63 28.01
合計（％） 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00
PearsonのR 0.999 1.000 0.992 1.000 0.997 0.996 0.982
Kendallのタウ 1.000 1.000 0.929 1.000 0.929 1.000 0.982
 
6 業種間の結果より 4 要因（有効期間、交換単位、還元率、金額換算）の優先順位が総
合計と同じグループと優先順位が相違するグループの2グループに区分することができる。
まず4要因の優先順位が総合計と同じ業種グループで、クレジットカード会社、スーパー、
航空会社、家電量販店の4業種である。ただし、これら4要因優先順位が同じ4業種にお
いても4要因の平均相対重要度値の割合は2業種において特色があった。表2-3に業種別
重視されるポイント機能を示す。 
その第一は、スーパーにおける金額換算の平均相対重要度値(30.03%)が総合計(28.05％)
より高かったことである。これは、4 要因の優先度には総合計と変わりないものの、スー
パー利用者はポイントカードにおいて金額換算をより重要視することを示している。また、
第二としては航空会社の有効期間の平均相対重要度値(40.15%)が総合計(36.08％)より約
5 ポイント高かった。これらは総合計で、優先度が高い要因の有効期間であるが、航空会
社の利用者は、他ポイントカード利用者に比べ、有効期間を重視する傾向が強いことを示
している。 
もうひとつの優先順位が総合計と相違するグループは、インターネット事業者とドラッ
グストアの2業種である。インターネット事業者の利用者がポイント機能としてもっとも
望まれ重視するのは、金額換算(31.73%)であった。ついで、有効期間、還元率、交換単位
の順で優先度が付けられた。これはポイントカードに対して、インターネット事業者の利
用者は、割引の機能を重要視していることを示している。ドラッグストアについては、ポ
イント機能としてもっとも望まれ重視するのは、還元率(30.01%)であった。還元率の優先
度が高いのは、ポイントカードに対する割引の機能重視のほかに、ドラッグストア業界に
おける「ポイント何倍セール」等のポイントカードを使った割引販売方法の日常化が影響
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しているものと考えられる。 
 
表2-3 業種別重視されるポイント機能（6業種） 
業種 重視されるポイント機能 
クレジットカード会社 有効期間 
スーパー 有効期間 
航空会社 有効期間 
インターネット事業者 金額換算 
家電量販店 有効期間 
ドラッグストア 還元率 
 
2.1.2 ポイント制度に対する評価  
 
ポイント制度のベネフィットの評価については、非金銭的ベネフィットの消費者の評価
を含めて実証分析した。非金銭的ベネフィットの評価については、ポイントプログラムを
提供する業種特性に注目し、消費者が非金銭的ベネフィットについて、どのように評価し
ポイントプログラムを利用しているかを調査により検証した。 
調査は、ポイントカード利用するにあたっての項目重要度として、一番よく利用すると
回答したポイントカード(サービス)について、利用する動機付けとなる4つの項目（利用
頻度重要度、ポイント=値引重要度、優待価格利用重要度、優遇サービス利用重要度）それ
ぞれについて、回答者が利用にするにあたっての重要度を「5.非常に重要」から「3.どち
らともいえない」、「1.全く重要ではない」の5件法で単一回答を求めた。選択肢をそのま
ま得点としており、重要度が高いほど得点も高い。 
 表2-4ポイント利用に関する重要度の平均得点は、ポイントプログラム利用に関する重
要度の平均得点であり、ポイントプログラム業種ごとに各ポイントプログラム機能（利用
頻度、ポイント=値引、優待価格利用、優遇サービス利用）を5件法の回答を得点化したも
のである。ポイントプログラム機能の重要度の平均得点から、合計(N=284)を含め各業種に
おいて利用頻度重要度とポイント=値引重要度の2つの得点が高い値示した。 
非金銭的ベネフィットの評価について、重回帰分析にて分析した。消費者の総合評価に
値する得点（ポイントプログラム利用者が、よく利用しているポイントに対しての5件法
アンケート設問の結果得点）を目的変数に、利用頻度重要度を除いて、ポイント=値引重要
度、優待価格利用重要度、優遇サービス利用重要度の3つを説明変数として取り上げた。
利用頻度重要度を説明変数から除外したのは、ポイント利用の対象となる商品・サービス
の利用・購買頻度が、業種により大きく異なることから、業種における頻度の影響を排除
するため除外したものである。説明変数の分析はステップワイズ法(変数増減法)により、
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合計と業種ごとに行った。変数投入と除去基準については、投入基準はＦ値(統計的検定量)
の有意確率が0.05、除去基準は、Ｆ値(統計的検定量)の有意確率が0.1として変数の増減
を行った。調査の結果を表2-5合計回帰分析結果に示す。 
 
表2-4 ポイント利用に関する重要度の平均得点(合計と上位6業種) 
  度数（N） 
利用頻度  
重要度 
ポイント＝
値引重要度
優待価格  
重要度 
優遇サービ
ス重要度 
合計 
総合計 284 3.9 3.9 3.4 3.4 14.6 
クレジット会社 67 3.9 3.6 3.1 3.2 13.9 
スーパー 55 4.0 4.1 3.7 3.6 15.4 
航空会社 38 3.8 3.4 3.7 3.7 14.6 
インターネット事業者 37 4.0 4.3 3.6 3.5 15.4 
家電量販店 25 4.0 4.0 3.2 3.2 14.4 
ドラッグストア 17 3.9 4.1 3.3 3.4 14.6 
 
 表2-5 合計回帰分析結果 
  総合計 
  B β  VIF
定数 7.771 ***
ポイント=値引 0.445 0.252 *** 1.17
優待価格利用 n.s.
優遇サービス利用 0.453 0.254 *** 1.17
R2乗(決定係数） 0.171
調整済決定係数 0.177     
*:p<0.05、**:p<0.01、***:p<0.001 
B:非標準化編回帰係数、βは標準編回帰係数 VIF：分散拡大要因 n.s.：no significance 
 
表2-5より、合計においては、投入した3変数のうちステップワイズ法により、ポイン
ト=値引重要度と優遇サービス利用度の2変数が残った。上位6業種については表2-6に示
す。表2-6の6業種回帰分析結果より、業種ごとの結果は、家電量販店を除き各業種1つ
の説明変数が3変数投入後それぞれ残った。これは、利用頻度以外に消費者が望むポイン
トプログラムのベネフィットは、業種ごとに相違することを示している。なお、家電量販
店については、投入基準がＦ値(統計的検定量)の有意確率 0.05、除去基準がＦ値(統計的
検定量)の有意確率0.1でのステップワイズ法において、3つの説明変数とも残らなかった。 
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表2-6 6業種回帰分析結果 
 
*:p<0.05、**:p<0.01、***:p<0.001 
B:非標準化編回帰係数、βは標準編回帰係数 VIF：分散拡大要因、n.s.：no significance 
 
5 業種について重回帰分析結果を、投入して残った説明変数ごとに結果確認する。第 1
に、ポイント=値引重要度の変数が残ったのは、インターネット事業者とドラッグストアで
あり、これら2業種の消費者は、付加サービスよりポイントの割引機能(次回商品を購入時
における割引に効用を求める)を評価した。ポイントを値引として、他の業種に比べ消費者
が評価していることを示している。第2に優待価格利用重要度の変数が残ったのはスーパ
ー1 業種であった。第 3 に優遇サービス利用重要度の変数がステップワイズ法により残っ
たのは、クレジットカード会社と航空会社の2業種である。クレジットカード会社と航空
会社の2業種については、金銭的ベネフィットより、優遇サービス利用という非金銭的ベ
ネフィットを消費者が評価していることが明らかになった。 
これら重回帰分析より、ポイント付加サービス機能に対する選好は業種ごとに相違し、
業界特性として、クレジットカード会社と航空会社は、優遇サービス利用を、スーパーは
優待価格利用を、インターネット事業者とドラッグストアはポイント=値引利用を、それぞ
れポイントカード付加サービスとして重視することが検証された。 
表2-7重視される付加サービスを示す。クレジットカード会社と航空会社2業種の消費
者がポイントの割引機能などの金銭的ベネフィットではなく、「特別な顧客として扱われる
サービス」である優遇サービス利用を重視する結果であった。これはクレジットカード会
社と航空会社2業種の消費者が、企業から顔の見えない消費者と扱われることより、個別
認識されたクライアントとして扱われることを、他の業種に比べポイントプログラムとし
て評価していることを示している。 
 
 
B β VIF B β VIF B β VIF
定数 8.97 *** 7.85 *** 8.80 ***
ポイント=値引 n.s. n.s. n.s.
優待価格利用 n.s. 0.82 0.40 ** 1.00 n.s.
優遇サービス利用 0.65 0.40 ** 1.00 n.s. 0.70 0.43 *** 1.00
R2乗(決定係数） 0.16 0.16 0.18
調整済み決定係数 0.16 0.14 0.16
B β VIF B β VIF B β VIF
定数 7.68 *** 1.41 n.s.
ポイント=値引 0.84 0.36 * 1.00 n.s. 2.21 0.74 ** 1.00
優待価格利用 n.s. n.s. n.s.
優遇サービス利用 n.s. n.s. n.s.
R2乗(決定係数） 0.13 0.55
調整済み決定係数 0.10 0.55
インターネット事業者 家電量販店 ドラッグストア
クレジットカード会社 スーパー 航空会社
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表2-7 重視される付加サービス 
 
第二の実証分析である②ポイント制度への選好と第三の実証分析である③ポイント制度
のベネフィットの評価の調査結果よりポイントカード付加サービス機能とポイント機能に
ついて、業種特性が存在することが明らかになった。選好の業種特性を、ポイントカード
付加サービスとポイント機能の双方に選好特性がある家電量販店を除く 5 業種(注 2-3)に
ついて、利用者ベネフィットの観点から 3 つに区分し、選好モデルを著者が作成し表 2-8
業種特性における選好モデルを示す。 
選好モデルの区分軸については、ポイントカード利用者に提供されるベネフィットにつ
いて金銭的か、非金銭的かの基準とした。これは、ポイントカード効用(顧客との絆の形成
と顧客動向の把握)の構成要素から基準としたものである。尺度化については、重視される
ポイントカード付加サービスとポイント機能のそれぞれを、金銭的ベネフィットから非金
銭的ベネフィットに次のような尺度化とした。 
サービスと機能の利用者視点から、ポイントカード付加サービスでは、金銭的ベネフィ
ットから非金銭的ベネフィットの尺度を3段階として、ポイント=値引利用、優待価格利用、
優遇サービス利用の順位とした。また、ポイント機能においては、2 段階とし金額換算、
還元率を金銭的ベネフィットに、有効期間を非金銭的ベネフィットの尺度化とした。これ
ら尺度化したポイントカード付加サービスとポイント機能の組み合わせにより、非金銭的
ベネフィットモデル(クレジットカード会社、航空会社)、中立モデル(スーパー)、金銭的
ベネフィットモデル(インターネット事業者、ドラッグストア)と3つの選好モデルとした。 
第一に非金銭的ベネフィットモデルは、非金銭的価値の提供であるポイント付加サービ
スの優遇サービス利用を重視する選好であり、航空会社の優先搭乗サービスに代表される。
また、ポイント機能においては、ポイント失効(ポイント価値の消滅)回避と関連性がある
有効期間が重視され、優遇サービス利用と有効期間で選好モデルを構成した。 
第二の中立モデルは、提供される2つのベネフィット面において、金銭的ベネフィット、
もしくは非金銭的ベネフィットのどちらともの影響を確認できない選好モデルである。ポ
業種 重視される付加サービス 
クレジットカード会社 優遇サービス利用 
スーパー 優待価格利用 
航空会社 優遇サービス利用 
インターネット事業者 ポイント=値引利用 
家電量販店 no significance 
ドラッグストア ポイント=値引利用 
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イントカード付加サービスに優待価格利用を、ポイント機能に有効期間を重視するスーパ
ーが選好モデル業種である。 
第三に金銭的ベネフィットモデルは、ポイントカード付加サービスとポイント機能の金
銭的価値の提供にあたるポイント＝割引利用及び、ポイント機能の金額換算と還元率が選
好モデルを構成する。インターネット事業者は、インターネット上で商品を購入する際、
価格に関する情報を取得しやすい環境にある。商品購入に際し他の業種に比べ、価格に敏
感であることより、ポイントカード付加サービスにおいても、ポイント＝割引を重視する。
また、ドラッグストアでは、ポイントカードを使った割引販売方法「ポイント何倍セール」
等の販売が日常化しており、ポイント＝割引利用を重視するものである。またポイントを
貯める面においては、ポイント還元率、ポイント金額換算等の、ポイント機能における金
銭価値的機能を重視する特性がある。このように選好の業種特性をモデル化することによ
り、業種特性が存在することがより明らかとなった。 
 
表 2-8 業種特性における選好モデル 
選好モデル ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ付加ｻｰﾋﾞｽ ﾎﾟｲﾝﾄ機能 業種 
非金銭的ベネフィットモデル 優遇ｻｰﾋﾞｽ利用 有効期間 
クレジットカード会社 
航空会社 
中立モデル 優待価格利用 有効期間 スーパー 
金銭的ベネフィット 
モデル 
ﾎﾟｲﾝﾄ=値引利用 
金額換算 インターネット事業者 
還元率 ドラッグストア 
 
 
2.1.3 損失回避性（賦存効果）の影響 
 
ポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかの分析は、ポイント取得に
対する支払意思額（Willingness To Pay：WTP）と受取意思額（Willingness To Accept：
WTA）を用いて賦存効果（endowment effect）の影響を分析した。 
まず消費者のポイントに対する認識について、野村総合研究所（企業通貨プロジェクト
チーム）［2008］が 2007 年 8 月に実施したインターネットアンケート調査（注 2-4）によ
ると、「もっとも意識して貯めているポイントの性質」において、「お金のように重要な価
値だと思う」が、 87.6％の回答を占め、また「貯めているポイントをどのような商品・サ
ービスに換えたいか」において、「現金」が最も多く 84.1％の回答を占めた。これらより
ポイントを貨幣に近い企業通貨・疑似通貨であるとともに、商品購買やサービス利用のイ
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ンセンティブとして、多くの消費者は認識している。 
ポイントと同様に、その財自体を使用するためにではなく、両替のために保有される財
における賦存効果の先行研究としては、トークン（token：代用硬貨）に関するNovemsky and 
Kahneman［2005］の検証がある。研究では、それ自体に使用価値がなく現金化できるトー
クンについては、賦存効果は極めて小さいことを示している。しかしながらこれまでの先
行研究においては、消費社会に浸透したポイントに対して、これまで賦存効果の実証分析
はない。そこで消費者は、ポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかに
ついて、賦存効果の存在を仮想評価法によりWTPとWTAを計測し分析検証した。仮想評価
法とは、仮想的に状況を設定して受け取る便益の対価としてWTPやWTAを、アンケート調
査で回答を求め、その金額から非市場の価値を評価する手法である。 
多くの消費者は、ポイントを企業通貨・疑似通貨として重要な価値だと思い、貨幣の役
割の一部を担っていると認識している。また他方では商品購買やサービス利用のインセン
ティブ（おまけ、割引など）として認識している。これらポイントを重要な価値だと思い
ながら、貨幣と同様ではないというポイントに対する認識が、心理的効果となり購買行動
に影響を与えていると考えられる。そこでポイントに対する賦存効果の存在を分析する。
損失回避性のもたらす賦存効果の存在よりポイントを貨幣と同様に認識せず、これらより
消費者行動に影響を与えていることを検証した。 
WTP と WTA の計測分析を用いた先行研究としては、大学生（23歳から24歳）20名を調
査対象にマグカップを対象財とした Morrison［1997］の研究と、短期大学生 42 名を調査
対象にバス・クロックを対象財とした塚原［2000］の研究がある。これら先行研究では、
所得効果による影響を除去した条件において、WTA のほうが所得補償された WTP より大き
いという結果より、賦存効果による影響を検証している。 
第二のポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかの検証であるポイン
トに対するWTPとWTAを分析するアンケート調査は、著者が独自に2010年12月実施した。
調査は、Morrison［1997］と塚原［2000］の先行研究における調査対象者と同様に岡山学
院大学人間生活学部学生10名（年齢20歳前後）と大阪市立大学大学院生（社会人大学院
生）10 名の合計 20 名の大学生、大学院生に対して、質問票により実施した。調査は、回
答者に設問の想定状況を説明し、ポイントカードを利用している想定のもとに、第一の設
問においてポイントを手放した場合のWTAの回答を求めた。次に、前問のポイントを手放
した場合のWTA回答額を受け取ったと仮定したうえで、WTPの回答を求めた。 
これら設問方法については次の理由による。WTAとWTPの回答を求める場合、WTAはすで
に設問の対象となる財を所有していることが前提として WTA の回答をもとめる。一方 WTP
は財を手に入れるために、財を所有していないことが前提となる。したがって WTA と WTP
の回答を求める場合、所得効果として設問の財の分だけ所得に差が生じ、同じ条件のもと
でのWTAとWTPの評価にならない。そこでWTAとWTPの乖離を検証するうえで、これら評
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価に所得の差が生じないように所得効果の影響を除去するために、所得補償されたWTPの
回答を求めたものである。アンケート調査は、1,000ポイント＝1,000円相当換算のポイン
トカードの仮定状況において、3,000ポイントに対するWTPとWTAの回答を求めた。 
ポイントに対する支払意思額（WTP）と受取意思額（WTA）を計測するアンケート調査につ
いては、質問票（注2-5）において実施した。 
3,000 ポイントに対するWTP と WTA の回答額平均値の調査結果を表2-9 に示す。調査の
結果についてWTA と WTP の平均値をまとめたものが表2-9 の 3,000 ポイントに対するWTA
とWTPの平均値である。21件の回答のうち1件は、平均値より2桁大きい回答であったた
め、異常値として削除し20件の回答を対象としてWTAとWTPの平均値とした。それぞれの
平均値はWTA 平均値 3,621 円、WTP 平均値 2,937 円であった。また、ポイントのように他
のポイントとの交換やインターネット市場で取引され、他の財との代替可能性が大きい財
については、WTAとWTPの乖離が小さくなる傾向があるが、WTA平均値とWTP平均値の乖離
は 684 円であった。t 値はポイントを手放す場合の WTA の回答と、ポイントを購入する場
合のWTPの回答に統計的な有意差があるかどうかを、回答の平均値と標準偏差を使用して
みるものであり、結果は5%水準で有意であった。 
 
表2-9 3,000ポイントに対するWTAとWTPの平均値 
  WTA WTP 
平均値(円) 3,621 2,937 
標準偏差 1829.27 1087.44 
最小値(円) 1,500 1,000 
最大値(円) 10,000 6,000 
ｔ値 2.235 
（N=20、t値は5%水準で有意） 
 
仮想評価法においては、ポイントのようにインターネット市場で取引され、他の財との
代替可能性が大きい財については、WTA と WTP の乖離が小さくなる傾向がある。しかしな
がら分析結果において、ポイントを手放す場合のWTAのほうが、ポイントを購入する場合
のWTPより大きく、乖離があり、ポイントにおける賦存効果の存在を明らかにした。賦存
効果の存在より、消費者はポイントに対して、貨幣、疑似通貨として認識する傾向はある
が貨幣とは異なり、貯めているポイントを手放そうとせず、貯めて保有すること自体に執
着が生じ追求する傾向があるといえる。これらより、損失回避性のもたらす賦存効果の存
在よりポイントに対する消費者行動に影響を与えていることを明らかにした。 
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2.2 購買行動へのヒューリスティックの影響 
2.2.1 記述表現による購買行動への影響 
 
販売現場における店頭POPや商品広告における言語表現が、消費者の購買行動を変化さ
せ販売実績に影響を与えることは周知の事実である。しかしポイントに対する消費者の行
動（ポイントをもらう、貯める、使うにおけるポイントに執着した行動）は、必ずしも合
理的ではない。本研究ではポイントに対する消費者行動を理解するうえで、消費者へ提示
される記述表現（ポイント付与・割引）による購買行動への影響を取り上げる。 
ポイントに関する表示や説明については、企業ポイントに対する消費者の期待より、ポ
イント消失（ポイントを発行する企業の倒産、合併に伴う消失など）や、ポイントの不利
益変更等（有効期限をはじめとするポイント利用条件の変更など）に対する消費者の苦情
が、国民生活センターなどへ寄せられている。これは、ポイントに対する消費者の期待と
ポイントを発行する企業との認識の相違に起因している。企業ポイントに関する法的性質
を整理し、消費者保護のあり方を検討する経済産業省「企業ポイントの法的性質と消費者
保護のあり方に関する研究会」(注 2-6)においても、ポイントを確実に利用できる権利と
して保護してほしいとの消費者側の要請より、企業に対してわかりやすい表示や説明等の
対応を求めている。これらより、ポイントにおける記述表現（消費者へ提示される「ポイ
ントをもらう」時点での記述表現）による購買行動への影響を検証する。 
購買行動時の態度に影響を与える「ポイントをもらう」時点での、ポイントの記述表現
については、「ポイント○倍セール」のようなポイント「倍付」がある。スーパー、ドラッ
グストア、家電量販店等の流通業をはじめ、ほとんどのポイント発行企業で、「割引セール、
OFFセール」の価格の「割引」とともに、「割引」と併用もしくは、ポイント「倍付」のみ
単独で「ポイント○倍セール」として多く実施されている。 
そこで、必ずしも合理的ではないポイントに対する消費者行動検証にむけ、購買行動時
の「ポイントをもらう」時点での「ポイント○倍セール」のポイント「倍付」と「割引セ
ール、OFF セール」の価格「割引」という 2 つの記述表現を用いて、アンケート調査を実
施し、購買行動への影響（記述表現の相違による購買度の実証）を分析する。購買行動意
思決定時における消費者の属性に対する状況依存性に焦点をあて、合理的ではないポイン
トに対する消費者行動を「割引」と対比し検証する。年代と性別をはじめとする消費者属
性のうち、焦点とする消費者の属性は、消費者が意識をして貯めているポイント業種数を
ポイントに対する関与度の尺度とし、「ポイントに対する経験」とする。これは、ポイント
に対する消費者の属性（ポイントに対する経験）により、「ポイントをもらう、貯める、使
う」という各利用事例において、購買行動が影響されていることに着目したものである。
ポイントを利用する購買行動において、消費者属性（ポイントに対する経験）による状況
依存性の影響を、ヒューリスティック（ポイントに対する経験の属性状況依存性によるバ
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イアス）の視点から実証分析する。 
 
2.2.2 購買行動の先行研究 
 
購買行動の先行研究としては、小嶋［1986］がある。消費者の満足感や効用、支出に伴
う心理的な痛みという観点から、「心理的財布」のモデルを提唱し、記述する文脈により、
同じ商品に対してでも消費者の反応が相違することを実証している。さらに、消費者の購
買態度に影響を与える価格については、値引きや割引に関する表現の実験調査を行ってい
る。値引きや割引をするにあたり、「割引金額の表示」で訴える場合と「割引率の表示」で
訴える場合とではどちらの消費者に対する訴求効果が大きいかを実証している。調査の結
果は、1割引（10％割引）、3割引（30％割引）を例にあげ、単価が安い（もとの金額が小
さい）場合には、「割引率」を訴えるほうが効果的であり、価格の高い商品では「割引金額」
を訴えるほうが効果的であることを検証している。 
消費者属性等の購買行動意思決定に影響を与える状況依存性についての先行研究には、
状況依存的意思決定の研究がある。竹村［1998］は、意思決定における「状況依存性」は、
頻繁かつ広範囲に観察できる現象であり、意思決定における代表的な7つ（(1)時点、(2)
場所、(3) 対人関係、（4）手続き、 (5) 表現、(6)その他の外的環境、(7)内的状態）の「状
況依存性」をあげ、7 つの「状況依存性」は、これらが背反するものではなく、複数が同
時に生起しうると述べている。また竹村［1998］は、効用理論やプロスペクト理論と異な
り、効用や価値と主観的確率とを基本的に同じ評価関数と考え、状況依存的意思決定を定
性的に説明する「心的モノサシ」のモデルを提唱している。「心的モノサシ」のモデルでは、
6つの基本的機能を考察しており、その基本的機能のうちのひとつに、「高知識や高関与は
モノサシの目盛を狭くする」という機能がある。知識がかなりあったり、関与が高かった
りすると、わずかな違いに敏感となり、同じような商品でも、明確に区別されてしまい、
高知識や高関与という消費者の属性（ポイントにおいては、ポイントに対する関与度）に
より、わずかな違いに対しても敏感となることを示している。 
ヒューリスティックは、不確実な事柄に対して判断や意思決定をする場合、問題を解決
したりするとき、明確な手掛かりがない場合における便宜的、発見的な方法であり「方略」、
「近道」などと呼ばれている。Tversky and Kahneman［1974］は、ヒューリスティックと
して「利用可能性」、「代表性」、「係留と調整」を取り上げており、利用可能性ヒューリス
ティック（availability heuristics）については、ある事象が出現する頻度や確率を判断
する場合、容易にわかる事例（具体性、親近性、顕著性な事象）などの情報を思い浮かべ
て、それにもとづいて判断することであるとする。しかし思い浮かべる内容が、さまざま
な原因により影響されることがよくある。容易にわかる事例が必ずしも判断対象の頻度や
確率を捉えていない場合は、客観的に正確な評価とは異なりバイアスが生じることとなる。 
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何らかの意思決定を行う場合、判断の助けとなる容易にわかる事例など情報の利用可能
性としては、物理的な利用可能性と認知的利用可能性の二つの基準がある。物理的な利用
可能性は新聞、インターネットなど物理的に入手可能でアクセスしやすい情報の利用可能
性であり、心理的な要因にかかわる認知的利用可能性は、記憶や経験のなかで印象として
残り、明確に意識のある情報の利用可能性である（真壁［2010］）。 
山田［2001］は、利用可能性ヒューリスティックにおける想起経験と想起事例数の影響
について、想起された事例数ではなく、想起の際の主観的経験が重要な役割をはたすこと
を、Tversky and Kahneman［1973］の実験（「ｒ」ではじまる単語は、「ｒ」が3番目の単
語より最初の「ｒ」のほうが検索しやすいため多いと想起された。）とWänke et al.［1995］
の実験（事例数統制のため、それぞれ10語ずつ書き出させたにも関わらず、「ｔ」ではじ
まる単語は、「ｔ」が3番目の単語より「ｔ」が多いと想起される）をあげ示している。 
これらを基礎理論として採用したうえで、ポイントが記述表現された購買行動において、
利用可能性ヒューリスティック（消費者のポイントに対する主観的経験である「ポイント
に対する経験」）の購買行動意思決定への影響を属性状況依存性より検証する。 
 
2.2.3 ポイント利用購買と価格割引購買の購買度調査内容と予備調査 
 
記述表現に対する購買行動の検証についてのアンケート調査（注 2-7）は、インターネ
ット調査により23年8月に予備調査と本調査を行った。購買行動意思決定時における消費
者の属性に対する状況依存性を検証するため、消費者の属性を、消費者が意識をして貯め
ているポイント業種数（ポイントに対する主観的経験）を尺度として「ポイントに対する
経験」と定義する。まず予備調査においては、貯めているポイント業種数ごとに回答者の
属性を分類調査する目的で実施し、1,000名（平均年齢44.9歳、男性比率50.0％）より設
問（注2-8）に対して回答を得た。 
結果より回答者を、貯めているポイント業種数（ポイントに対する経験）ごとに、3 つ
のポイント層に分類した。0業種と1業種貯めている回答者を低度ポイント層、2業種と3
業種貯めている回答者を中度ポイント層、4 業種以上貯めている回答者を高度ポイント層
とし、表2-10予備調査ポイント層度数分布に示す。3つのポイント層への分類については、
野村総合研究所（企業通貨プロジェクトチーム）［2008］が、ポイントに対する消費者動向
推測のため、複数種類のポイントを利用者する人々を「ポイント敏感層」との定義してい
るのを参考に、2業種（複数）以上貯めている「ポイント敏感層」を、中度ポイント層と4
業種以上貯めている高度ポイント層に分けて分類した。 
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表 2-10 予備調査ポイント層度数分布 
ポイント層 
   予備調査 
   (N=1,000) 
低度ポイント層 保有なし,1業種保有 293（29.3%） 
中度ポイント層 2業種保有,3業種保有 378（37.8%） 
高度ポイント層 4業種以上保有 329（32.9%） 
合計 1,000（100.0%） 
 
2.2.4 本調査 
 
本調査は、ポイントに対する消費者行動（ポイント「倍付」）を「割引」と対比し検証す
るため2つのサンプル群それぞれに質問を実施する。本調査実施対象サンプル群について
は、予備調査で回答のあった1、000名より、ポイント業種数による3つのポイント層の各
割合、及び性別（男、女）、年代（20歳代から60歳代以上まで）を標本設計し、ランダム
に抽出を行い、Aサンプル群300名、Bサンプル群300名の合計600名を抽出した。本調査
は、Aサンプル群300名とBサンプル群300名の2サンプル群合計600名に対して同時に
調査を 5 日間実施し、A サンプル群 180 名、B サンプル群 180 名の合計 360 名（平均年齢
44.7歳、男性比率50.6%）より回答を得た。本調査のポイント層度数分布を表2-11調査ポ
イント層度数分布に示す。複数回答可で回答を求めた「意識して貯めているポイント発行
会社業種」については、予備調査と中度ポイント層では「クレジットカード会社：予備調
査43.7%、中度ポイント層43.3%」の比率が高く、低度ポイント層では、「特にポイントは
貯めていない：28.3%」が、高度ポイント層では、「スーパー：70.0%」が最も高かった。表
2-12 意識して貯めているポイント発行業種に示す。なお予備調査、本調査とも、回答者に
対するインセンティブは、インターネット調査会社のポイントが回答者に与えられた。 
 
表2-11 本調査ポイント層度数分布 
ポイント層 
Aサンプル群 Bサンプル群 
(N=180) (N=180) 
低度ポイント層 保有なし,1業種保有 51（28.3%） 55（30.5%） 
中度ポイント層 2業種保有,3業種保有 66（36.7%） 68（37.8%） 
高度ポイント層 4業種以上保有 63（35.0%） 57（31.7%） 
合計 180（100.0%） 180（100.0%） 
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表 2-12 意識して貯めているポイント発行業種 
 
本調査は、2 つの想定のもとで回答を求めた。第 1 は、スーパー、コンビニエンス・ス
トア、ドラッグストア、家電量販店等で買い物することを想像し、またすでにポイントカ
ードを利用してもっていること（注2-9）。第2は、興味を持っていて、買おうか、どうし
ようかと思っている商品があることである。 
本調査では、「ポイント10倍」と「10％OFF（割引）」以外の設問も含まれるが、この設
問のみをとりあげる。「10％OFF（割引）」設問をAサンプル群へ、「ポイント10倍」の設問
についてはBサンプル群へ回答を求め、回答者への設問は、キャンペーン特典が実施され
る状況のもとで、買おうか、どうしようかと思っている商品に対する買う気持ち（購買度）
を5件法（買う気持ちが「高まる、やや高まる、変わらない、やや低くなる、低くなる」）
の間隔尺度で設問（注2-10）に対し回答を求め、被験者間2要因で分析を行った。 
なお、設問の「ポイント10倍」における、もらえるポイントを整理すると、商品代が仮
に 10,000 円とした場合 1,000 ポイント（＝商品代 10,000 円×ポイント付与率 1％：100
円で1ポイント×10倍）となり、商品代の10％分のポイントが付与されることとなる（設
問では商品代は提示されていない）。対比する「10％OFF（割引）」のOFF（割引）額は、商
品代が仮に10,000円とした場合1,000円（=商品代10,000円×10%）となる。ポイントは
付与されても有効期間、交換単位の利用条件の制約があり、ポイントを割引に使うにして
も次回の購買時となる。合理的な消費者であれば、いつでも使える汎用性の高い現金での
割引「10％OFF（割引）」の購買度が高くなると予想される。 
 ポイント発行会社業種
予備調査 
(N=1,000)
低度ﾎﾟｲﾝﾄ
層(N=106)
中度ﾎﾟｲﾝﾄ
層(N=134)
高度ﾎﾟｲﾝﾄ
層(N=120) 
1 クレジットカード会社 43.7% 20.8% 43.3%  65.8%  
2 スーパー 40.6% 10.4% 35.8%  70.0%  
3 ドラッグストア 35.6% 1.9% 35.1%  63.3%  
4 家電量販店 31.9% 7.5% 22.4%  67.5%  
5 インターネット事業者 28.8% 7.5% 29.1%  50.8%  
6 コンビニエンスストア 25.2% 9.4% 23.9%  49.2%  
7 航空会社 20.7% 8.5% 11.9%  35.8%  
8 携帯電話 20.5% 2.8% 17.2%  42.5%  
9 レンタルビデオ店 13.5% 1.9% 8.2%  25.8%  
10 百貨店 10.1% 0.0% 6.0%  28.3%  
11 ガソリンスタンド 9.7% 0.0% 3.7%  23.3%  
12 鉄道・バス会社 5.4% 0.0% 2.2%  16.7%  
13 レストラン（飲食店） 4.7% 0.0% 0.7%  12.5%  
14 その他小売業者 2.9% 0.9% 0.0%  6.7%  
15 その他事業者 0.7% 0.0% 0.7%  0.8%  
16
特にポイントは貯めて
いない 
8.4% 28.3% 0.0%  0.0%  
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2.2.5 調査の結果 
 
調査結果について、回答を間隔尺度とみなして被験者間2要因の分散分析を行い、性別
と年代層を含めて、ポイント層ごとのヒューリスティックの状況依存的意思決定への影響
を検証する。回答で得たデータの数値は5件法で得た回答の数字（1.高まる 2.やや高ま
る 3.変わらない 4.やや低くなる 5.低くなる）をそのまま分析に使用しており、回答
の数値が低くなるほど、興味を持っていて、買おうか、どうしようかと思っている商品へ
の購買度が高まることを示している。表 2-13 に、ポイント層区分記述統計量結果を、表
2-14に性別区分記述統計量結果、表2-15には、年代区分記述統計量結果を示す。 
  
表 2-13 ポイント層区分記述統計量 
  10％OFF(N=180) ﾎﾟｲﾝﾄ 10倍(N=180) 合計(N=360) 
ﾎﾟｲﾝﾄ層区分 平均値 N 平均値 N 平均値 N 
低度ﾎﾟｲﾝﾄ層 1.8627 51 1.8545 55 1.8585 106 
中度ﾎﾟｲﾝﾄ層 1.8485 66 1.5294 68 1.6866 134 
高度ﾎﾟｲﾝﾄ層 1.6984 63 1.3860 57 1.5500 120 
合計 1.8000 180 1.5833 180 1.6917 360 
 
表 2-14 性別区分記述統計量 
  10％OFF(N=180) ﾎﾟｲﾝﾄ 10倍(N=180) 合計(N=360) 
男女区分 平均値 N 平均値 N 平均値 N 
男性 1.8404 94 1.6023 88 1.7253 182 
女性 1.7558 86 1.5652 92 1.6573 178 
合計 1.8000 180 1.5833 180 1.6917 360 
 
表 2-15 年代区分記述統計量 
  10％OFF(N=180) ﾎﾟｲﾝﾄ 10倍(N=180) 合計(N=360) 
年代区分 平均値 N 平均値 N 平均値 N 
20歳代 1.7222 36 1.5556 36 1.6389 72 
30歳代 1.7838 37 1.6486 37 1.7162 74 
40歳代 1.8333 36 1.5556 36 1.6944 72 
50歳代 1.7222 36 1.5556 36 1.6389 72 
60歳以上 1.9429 35 1.6000 35 1.7714 70 
合計 1.8000 180 1.5833 180 1.6917 360 
30 
 
ポイント層区分においては、「10％OFF（割引）」と「ポイント10倍」の平均値を比べる
とポイント層3区分と合計平均値のすべてにおいて「ポイント10倍」の平均値が低く、購
買度が高いことを示している。また「10％OFF（割引）」と「ポイント10倍」の合計平均値
は、ポイント層区分において、低度ポイント層（平均値1.8585）から高度ポイント層（平
均値1.5500）へ購買度が上昇している。平均値の検定による被験者間2要因の分散分析の
結果を、表2-16に示す。「10％OFF（割引）」と「ポイント10倍」は、Ｆ値＝7.916、自由
度＝1、有意確率＝0.005 となり、また「ポイント層区分」についてはＦ値＝5.499、自由
度＝2、有意確率＝0.004であり、それぞれ1％水準で有意である。「10％OFF（割引）・ポイ
ント10倍」と「ポイント層区分」の交互作用についてはＦ値＝1.729、自由度＝2、有意確
率＝0.179 で交互作用は 5％水準で有意ではなかった。交互作用が存在せず、ポイント層
区分については、要因3水準であり、1％水準で有意のため、TukeyのHSD検定（注2-11）
による多重比較を行い、表2-17に示す。多重比較結果より、低度ポイント層(1)と高度ポ
イント層(3)の平均値の差（低度ポイント層(1)- 高度ポイント層(3)＝0.3085、高度ポイン
ト層(3)- 低度ポイント層(1)＝-0.3085、P=.004）において、1%水準で有意に差があること
を検証した。これによって高度ポイント層が、低度ポイント層に対して、購買度の平均値
に有意に差があることが確認できた。 
 
表 2-16 ポイント層区分分散分析結果 
変動因 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
10％OFFとﾎﾟｲﾝﾄ 10倍 4.049 1 4.049 7.916 .005
ポイント層区分 5.626 2 2.813 5.499 .004
10％OFFとﾎﾟｲﾝﾄ 10倍 ポイント層区分 1.769 2 .885 1.729 .179
誤差 181.080 354 .512 
総和 1223.000 360
修正総和 192.775 359       
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表 2-17 ポイント層区分多重比較 
ﾎﾟｲﾝﾄ層区分 ﾎﾟｲﾝﾄ層区分 平均値の差
標準誤差 有意確率
95% 信頼区間 
（I） （J） （Ｉ－Ｊ） 下限 上限 
低度ﾎﾟｲﾝﾄ層 中度ﾎﾟｲﾝﾄ層 .1719 .09297 .155 -.0469 .3907 
  高度ﾎﾟｲﾝﾄ層 .3085* .09533 .004 .0841 .5329 
中度ﾎﾟｲﾝﾄ層 低度ﾎﾟｲﾝﾄ層 -.1719 .09297 .155 -.3907 .0469 
  高度ﾎﾟｲﾝﾄ層 .1366 .08989 .283 -.0750 .3481 
高度ﾎﾟｲﾝﾄ層 低度ﾎﾟｲﾝﾄ層 -.3085* .09533 .004 -.5329 -.0841 
  中度ﾎﾟｲﾝﾄ層 -.1366 .08989 .283 -.3481 .0750 
 
性別区分において、「10％OFF（割引）：男性1.8404、女性1.7558」、「ポイント10倍：男
性1.6023、女性1.5652」及び「合計平均値：男性1.7253、女性1.6573」は、どの場合も
女性が男性よりも高い購買度を示したが、性別区分分散分析の結果は、Ｆ値＝.629、自由
度＝1、有意確率＝0.428であり、有意とはならなかった。また年代区分においても、各項
目の各年代で際立った平均値の差異はみられず、Ｆ値＝.417、自由度＝4、有意確率＝0.796
であり、有意とはならなかった。 
調査結果において「ポイント10倍」の平均値（1.5833）が、「10％OFF（割引）」の平均
値（1.8000）より有意に低く、「10％OFF（割引）」より購買度が高いことを検証した。ポイ
ントがつくかどうかで影響される購買行動等消費者の主観的経験より、ポイントのベネフ
ィットは、消費者の記憶や経験の中で印象として残っている。 
消費者は認知的利用可能性に基づき、容易にポイントのベネフィットを思い浮かべて、
それにもとづいて判断し購買行動に至っている。利用する条件である「ポイント有効期間」
や「ポイント交換単位」や、次回の購買時でしか利用できない等ポイントを貯めて利用す
るにあたっての制約（将来の利用に対する不確実性）があるにも関わらず、ポイントのベ
ネフィットを思い浮かべ、利用可能性ヒューリスティックの影響により、価格割引購買に
比べ高い購買度が検証されたといえる。先行研究において購買行動に影響を与える価格の
表現について、消費者の満足感や効用など心理的効果により、消費者の反応が相違するこ
とを実証している（小嶋［1986］）。 
しかしながらポイントを利用した購買行動における記述表現の心理的効果については、
実証データにより確認した研究はみられなかった。本研究は、検証範囲より、インターネ
ット購買を除く日用品、買回り品の店頭の購買行動において、価格割引購買に比べポイン
ト利用購買の購買度が高く、ポイントを貯めることに執着、追求する傾向があることを検
証した。これらより利用可能性ヒューリスティックが、消費者の購買行動に影響を与える
ことを実証分析より明らかにした。 
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消費者属性における状況依存性については、「高度ポイント層」と「低度ポイント層」間
で購買度平均値差（0.3085）があることを分析し、「高度ポイント層」が「低度ポイント層」
に比べて高い購買度であることを検証した。これら検証は竹村［1998］が、状況依存的意
思決定のモデルで指摘した「高知識や高関与はモノサシの目盛を狭くする」を、ポイント
に対する消費者の行動に展開したものである。ポイントに対する関与、利用経験の属性に
依存し、高い関与、高い利用経験の消費者ほど、購買度に対する影響が大きいことを実証
分析により明らかにした。「高度ポイント層」は、ポイント行動経験が「低度ポイント層」
より高く高関与であり、敏感にポイントのベネフィットを想起したことにより、「低度ポイ
ント層」に比べ高い購買度を示したといえる。なお、消費者属性のうち、性別と年代にお
いては購買度平均値に有意差はなく、性別と年代の属性による状況依存性は本研究におい
て、認められなかった。 
これらより、本研究のインプリケーションとして、日用品、買回り品の店頭の購買行動
において、価格割引よりポイント利用によるプロモーションが消費者に対してより影響を
与え、またポイントに対する高い関与、高い利用経験の消費者ほど、購買行動に対する影
響は大きいことを示した。 
 
2.3 購買行動へのフレーミング効果の影響 
2.3.1  購買行動へのフレーミング効果の影響調査の内容 
 
本節ではポイントに対する消費者行動のうち、消費者の購買時の態度に影響を与える「ポ
イントの記述表現」についてのフレーミング効果をとりあげる。フレーミング効果（framing 
effect）とは、意思決定において、言語表現の相違による質問や問題の提起のされ方によ
り、選好が逆転し意思決定の結果が相違する現象である（Tversky and Kahneman ［1981］）。
敷衍すると、論理的には同一のことを記述していると考えられる選択肢において、選択肢
の記述、表現方法により、意思決定に様々な影響を及ぼすのがフレーミング効果であると
いえよう。より具体的には、小売店の店頭POPの言語表現や、商品情報の広告における言
語表現が、消費者の購買行動を変化させ、販売実績に影響を与えることは、実務家のあい
だで周知の事実とされている。ポイントは多くの企業が導入し消費者も日常的に利用して
いる。このポイントに対する消費者行動を検証することは、現代の行動消費社会を理解す
る上できわめて有益であり、フリクエンシー・プログラム（frequency programs）や各種
政策に対して優れた知見をもたらすことができる。 
 フレーミング効果の調査は、前節のヒューリスティックの影響調査と同時にインターネ
ット調査により行った。まず予備調査で、回答者に意識して貯めているポイント業種の回
答（意識して貯めているすべてのポイント業種）を求めた。つぎに経済的に同じ利得、購
買特典となる「ポイント5倍」と「商品代のポイント5％分」という2つの設問を、それ
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ぞれの回答者群（AとBの2つの回答者群）に対して同時に実施し、合計360名（平均年
齢44.7歳、男性比率50.6％）より、購買度に対する回答を得た。意識して貯めているポ
イント業種（複数回答可、回答者360名）について図2-2に示す。 
 
  
図 2-2 意識して貯めているポイント業種（複数回答可、N=360） 
 
貯めているポイント業種を複数回答可にてすべて選択するよう回答を求めた結果の図
2-2より、クレジットカード会社のポイントを意識して貯めている回答者（N=159）が一番
多く、合計 360 名の回答者の 44.2%を占める結果となった。クレジットカード会社の次に
は、スーパー、ドラッグストア、家電量販店、インターネット事業者の順となった。これ
ら上位5業種は、どの業種もポイントを、プロモーションのインセンティブとして積極的
に利用している業種である。 
調査設問の想定条件は、前節のヒューリスティックの影響調査と同様であり、「商品代の
ポイント5％分」購買特典設問と、「ポイント5倍」の購買特典設問をそれぞれの回答者群
に設問（注2-12）に対し回答を求め、被験者間2要因で分析を行った。 
なお、「商品代のポイント5％分」と「ポイント5倍」は、もらえるポイントに対する記
述表現が相違しているだけである。もらえるポイントを整理すると、「商品代のポイント
5％分」は、商品代が仮に 10,000 円とした場合 500 ポイント（=商品代 10,000 円×5％）
である。「ポイント 5倍」についても、500 ポイント（＝商品代 10,000 円×ポイント付与
率1％：100円で1ポイント×5倍）と同じとなる。つまりポイントをもらう上では、経済
的、実質的な状況はまったく同じであり、回答者が合理的な選択をおこなうと同じ購買度
の結果になると予想されたのである。 
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2.3.2 調査の結果 
 
 調査結果に対して、被験者間2要因の分散分析を行った。経済的に同じ購買特典となる
「ポイント5％分」と「ポイント5倍」という2つのポイント付与設問に対する購買度平
均値の相違、および消費者のポイントに対する属性（消費者が意識して貯めているポイン
ト発行業種）による影響（フレーミング効果）を検証した。表2-18に上位5業種の購買度
平均値と図2-3に合計と上位5業種の購買度平均値を示す。 
 
表2-18合計および上位5業種の購買度平均値分散分析結果 
 
 
図2-3 合計と上位5業種の購買度平均値 
＊購買度の数値（平均値）が低くなるほど、購買度が高まることを示す 
 
データの数値は、購買度回答（買う気持ちが 1.高まる、2.やや高まる、3.変わらない、
4.やや低くなる、5.低くなる）で得た数字をそのまま分析に使用しており、回答の数値（平
均値）が低くなるほど、興味を持っていて、買おうか、どうしようかと思っている商品へ
の購買度が高まることを示している。 
「ポイント5％分」と「ポイント5倍」の合計平均値（N=360）を比べると「ポイント5
倍」合計平均値（1.83）が「ポイント5％分」合計平均値（2.23）より低く、「ポイント5
度数
ポイント5%分
平均値
ポイント5倍
平均値
F 値 自由度 有意確率
合計 360 2.23 1.83 27.282 1 0.000
クレジットカード会社 159 2.18 1.70 18.270 1 0.000
スーパー 143 2.13 1.63 21.606 1 0.000
ドラッグストア 125 2.21 1.56 29.804 1 0.000
家電量販店 119 2.21 1.69 14.711 1 0.000
インターネット事業者 108 2.15 1.66 13.272 1 0.000
35 
 
倍」の購買度が、1％水準で有意に高いことを示した。これは論理的には同一のことを記述
していると考えられるポイント付与選択肢において、選択肢の特典とするポイント記述、
表現方法により、意思決定に影響を与えていること（フレーミング効果）を明らかにした。
また上位5業種すべてにおいて「ポイント5倍」平均値がそれぞれ低く、「ポイント5％分」
より「ポイント5倍」の購買度がそれぞれ1％水準で有意に高いことを示した。 
消費者はポイント付与の記述表現において、「ポイント5倍」のほうが「通常」を基準に
何倍かを具体的に思い浮かべやすく、これらより計数の記述表記に対しては、「％分」表記
に比べ「倍」表記のほうが、訴求効果が高いことが考えられる。 
上位5業種の調査結果より、ポイントをプロモーションに利用して消費者に訴求する場
合、「％分」表記に比べ「倍」表記のほうが、上位5業種すべてにおいて訴求効果が高いこ
とを明らかにした。「ポイント5％分」と「ポイント5倍」の購買度平均値差について図2-4
合計と上位5業種の購買度平均値の差に示す。 
 
 
図2-4 合計と上位5業種の購買度平均値の差  
＊購買度平均値の差＝「ポイント5倍平均値」－「ポイント5％分平均値」 
 
図2-4より上位5業種の購買度平均値の差はそれぞれ相違し、ドラッグストア回答者が、
他の4業種回答者に比べ購買度平均値の差が大きかった。これは「ポイント○倍セール」
を訴求するプロモーションが、実務面において他4業種に比べドラッグストアで積極的に
利用されていることに影響を受けていることが考えられる。またインターネット事業者回
答者と他業種回答者においては、設問想定が、「スーパー、コンビニエンス・ストア、ドラ
ッグストア、家電量販店等で買い物する設定」としたこともあり、ドラッグストア回答者
を除き大きな購買度平均値差がみられず、購買度への影響は確認できなかった。インター
ネット上においても、ポイントを利用したプロモーションが数多く実施されており、店舗
におけるリアル購買とともに、インターネット事業者をはじめとするインターネット購買
における影響の検証については課題である。 
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調査結果より、第一に経済的に同じ利得、購買特典となるポイント付与記述表現におい
て、「ポイント 5 倍」の購買度が、「ポイント 5％分」より高く、ポイント付与におけるフ
レーミング効果が明らかになったのである。また第二に消費者のポイントに対する属性（消
費者が意識して貯めているポイント発行業種）によるフレーミング効果への影響について
は、上位 5 業種の購買度平均値の差はそれぞれ相違した。ドラッグストア回答者が他の 4
業種回答者に比べ購買度平均値の差が大きく、消費者が意識して貯めているポイント発行
業種により、影響が相違することを検証したのである。これらポイントにおけるフレーミ
ング効果が、消費者のポイントに対する不合理な行動（ポイント付与に対する執着した行
動等）の一因であるといえる。 
 
2.4 ポイントへの選好と購買行動への影響のまとめ 
 
ポイントへの選好について、ポイント制度を構成する4項目に対する選好を、コンジョ
イント分析の調査手法により検証した。分析結果より、ポイント有効期間の重要度が一番
高く、取得したポイント価値が、失効回避することを評価しており、損失回避性の選好を
示した。消費者が取得したポイントは、ポイント行使できる期間が定められており、ポイ
ント有効期間を超えると権利が失効する制度に起因するものであり、貯めているポイント
が割引等と交換できないまま無駄にならないように、また取得したポイントを失効しない
ように損失回避性の影響を受けている。これらより損失回避性が、ポイントに執着し、固
執するポイントに対する消費者行動に影響を与えていることを明らかにした。 
ポイントを貨幣と同様な価値として認識、評価し行動するかの検証より、損失回避性の
もたらす賦存効果の存在を分析検証した。ポイントのようにインターネット市場で取引さ
れ、他の財との代替可能性が大きい財については、WTA と WTP の乖離が小さくなる傾向が
ある。しかしながら本研究の検証結果において、ポイントを手放す場合のWTAのほうが、
ポイントを購入する場合のWTPより大きく、ポイントにおける賦存効果の存在を明らかに
した。賦存効果の存在の検証結果より、消費者はポイントに対して、貨幣、疑似通貨とし
て認識する傾向はあるが貨幣とは異なり、貯めているポイントを手放そうとせず、貯めて
保有すること自体に執着が生じ追求する傾向があるといえる。これらより、損失回避性の
もたらす賦存効果の存在よりポイントに対する消費者行動に影響を与えていることを明ら
かにした。 
消費者の購買時の態度に影響を与えるヒューリスティックの影響に関する検証では、ポ
イントを利用した購買行動における記述表現の心理的効果について本研究は、検証範囲よ
り、インターネット購買を除く日用品、買回り品の店頭の購買行動において、価格割引購
買に比べポイント利用購買の購買度が高く、ポイントを貯めることに執着、追求する傾向
があることを検証した。消費者は認知的利用可能性に基づき、容易にポイントのベネフィ
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ットを思い浮かべて、それにもとづいて判断し購買行動に至っていることを検証した。利
用する条件である「ポイント有効期間」や「ポイント交換単位」や、次回の購買時でしか
利用できない等ポイントを貯めて利用するにあたっての制約（将来の利用に対する不確実
性）があるにも関わらず、ポイントのベネフィットを思い浮かべ、利用可能性ヒューリス
ティックの影響により、価格割引購買に比べ高い購買度が検証されたといえる。これらよ
り利用可能性ヒューリスティックが、消費者の購買行動に影響を与えることを実証分析よ
り明らかにした。 
消費者の購買時の態度に影響を与えるフレーミング効果の検証では、経済的に同じ利得、
購買特典となるポイント付与記述表現において、「ポイント5倍」の購買度が、「ポイント
5％分」より高く、ポイント付与におけるフレーミング効果が明らかになった。また消費者
のポイントに対する属性（消費者が意識して貯めているポイント発行業種）によるフレー
ミング効果への影響については、上位5業種の購買度平均値の差はそれぞれ相違し、消費
者が意識して貯めているポイント発行業種により、影響が相違することを検証したのであ
る。これらポイントにおけるフレーミング効果が、消費者のポイントに対する不合理な行
動（ポイント付与に対する執着した行動等）に影響を与えていることを明らかにした。こ
れら本章の検証結果より、ポイントに対する消費者の不合理な行動について、損失回避性、
利用可能性ヒューリスティック、フレーミング効果が心理的効果として、消費者への購買
行動に影響を与えていることを明らかにした。 
 
 
【注：第2章】 
 
（注 2-1）調査は、株式会社ミクシィ・リサーチ（旧社名株式会社ネットマイル：本社東
京都渋谷区）にて登録している会員を対象に2009年9月行った。 
（注2-2）設問はつぎのとおりである。 
＜認識度に対する設問＞ 
あなたが選んだ一番よく利用するとお答えのポイントカード（サービス）の次の各項目
について、現在の知っている度合いをお伺いします。 
以下のそれぞれの項目について、「5 非常によく知っている」から「1 全く知らない」
の5段階で回答してください。 
（ポイント交換単位、有効期間、ポイント還元率、ポイント金額換算の各項目について
5件法で回答を求める。） 
（注 2-3）家電量販店の重回帰分析については、投入基準が F 値(統計的検定量)の有意確
率0.05、除去基準が、F値(統計的検定量)の有意確率0.1でのステップワイズ法の解析
において、3つの説明変数とも残らなかった。 
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（注 2-4）野村総合研究所（企業通貨プロジェクトチーム）［2008］「企業通貨マーケティ
ング」東洋経済新報社P174-P175よりアンケート結果を引用-野村総合研究所実施「ポイ
ント・マイレージに関するアンケート」（2007 年 8 月）複数ポイント保有者へのインタ
ーネット調査（N=1,500）の「貯めているポイントをどのような商品・サービスに換えた
いか（複数回答有）」において、「現金」最も多く84.1％をしめた。また同アンケート「も
っとも意識して貯めているポイントの性質」において、お金のように重要な価値だと思
うが、全体の87.6％を占めた。 
 
（注2-5）質問票をつぎに示す。 
＜質問票＞ 
以下の＜説明文：仮定＞お読みいただいたうえで、お答えお願いします。 
＜説明文：ポイントカードを利用している仮定＞ 
あなたは、次のようなポイントカードを利用しています。 
ポイントカードは、あなたがよく買い物するスーパー、ドラッグストア、コンビニの
各店舗にて共通で利用でき、商品の購買時にポイントが溜まります。 
ポイントカードの特徴は次のとおりです。 
・ポイント有効期間は1年間。 
・貯まったポイントの交換単位は、1,000ポイント単位。1,000ポイント＝1,000円相
当換算にて、いつでも利用店舗で値引き（割引）もしくは、ポイントでしか交換でき
ない限定商品との交換に利用できます。 
・通常、商品を購入するごとに100円で1ポイントのポイントが貯まります。 
・ポイントは、他の人に譲り渡すこともできます。 
問 あなたは、店舗で商品を購入しながら、一定期間（6 か月間）ポイントを貯めて
きたポイントカードをすでに保有しています。ポイントは3,000ポイントが貯まって
います。 
(1)この貯めてきた 3,000 ポイントを他人（顔みしりでない第三者）から譲ってほし
いといわれました。そこで他人に手放すとしたら、最低いくら（金額）もらえれば、
この3,000ポイントを譲りますか。 
（           ）円 
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(2)あなたは、前問（1）での他人からの3,000ポイントを譲ってほしいとの申し出を
受け入れ、前問（1）で回答した金額（   ）円どおりを受取、3,000 ポイントを、
他人に手放しました。 
しかし、その後買い物にポイントが改めて必要な状況となりました。そこで、改めて
3,000 ポイント取得するのに、ポイントを購入できると仮定した場合あなたは、最高
いくら（金額）支払いますか。 
  （           ）円 
 
（注2-6）「企業ポイントの法的性質と消費者保護のあり方に関する研究会」は，経済産業
省商務流通審議官の私的研究会として企業ポイントに関する法的性質を整理し，消費者
保護のあり方を検討する目的で9月19日から12月19日まで全5回開催され報告書及び
ガイドラインを策定。（経済産業省［2009］、「企業ポイントの法的性質と消費者保護のあ
り方に関する研究会」の報告書及びガイドライン（企業ポイントに関する消費者保護の
あり方）の公表についてより引用） 
（注 2-7）調査は、株式会社ミクシィ・リサーチ（旧社名株式会社ネットマイル：本社東
京都渋谷区）にて登録している会員を対象に、23年8月に予備調査と本調査を行った。 
（注2-8）「予備調査」の設問は、次のとおりである。 
あなたが意識して貯めているポイント（ポイント発行会社の業種）を、次のうちからお
選びください。意識して貯めているポイント(ポイント発行会社の業種)が複数ある場合
は、すべてお選びください。 
＜例＞コンビニエンス・ストアでよく利用して貯めているが、発行元がレンタルビデ
オ店の場合は、「レンタルビデオ店」をお選びください。なお、同じ業種のポイント
を複数（たとえばスーパーで2つの会社のポイント）貯めている場合は、業種単位で
該当の1業種（たとえばスーパー）をお選びください。 
□スーパー □コンビニエンス・ストア  
□ドラッグストア □携帯電話 □家電量販店  
□レンタルビデオ店 □ガソリンスタンド □百貨店  
□レストラン（飲食店） □航空会社  
□インターネット事業者 □その他小売業者  
□クレジットカード会社 □鉄道・バス会社  
□その他事業者（   ） 
□特にポイントを貯めていない 
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（注 2-9）設問における想定の「すでに利用しているポイントカードの特徴」は、つぎの
とおりである。 
・ポイント有効期間は1年間。 
・貯まったポイントの交換単位は、1,000ポイント単位。1,000ポイント＝1,000円相当
換算にて、いつでも利用店舗で値引き（割引）利用できる。 
・通常商品を購入するごとに、100円で1ポイントのポイントが貯まる。 
 
（注2-10）「ポイント10倍」の設問は、次のとおりである。 
＜「ポイント10倍」、「10％OFF（割引）」の設問＞ 
以下のキャンペーンによって、商品を買う気持ちは高まりますか、変わりませんか、
低くなりますか。1つ選んでください。 
 キャンペーン特典として、「購入時のポイントが10倍になります。」 
1.高まる  2.やや高まる  3.変わらない 4.やや低くなる  5.低くなる 
＜「10％OFF（割引）」の設問＞ 
  キャンペーン特典として「商品代が10％OFF（割引）になります。」 
 
（注2-11）多重比較方法については、一般的なTukeyのHSD検定により多重比較を行った。 
（注2-12）「ポイント5倍」の設問は、次のとおりである。 
＜「ポイント5倍」の設問＞ 
以下のキャンペーンによって、商品を買う気持ちは高まりますか、変わりませんか、
低くなりますか。1つ選んでください。  
 キャンペーン特典として、 「購入時のポイントが5倍になります。」 
1.高まる  2.やや高まる  3.変わらない  4.やや低くなる  5.低くなる 
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第3章 インセンティブに対する快楽的価値評価と功利的価値評価 
3.1 快楽的価値評価と功利的価値評価 
3.1.1 感情要因における快楽的価値と功利的価値 
 
消費者（consumers）は、消費者個人の特性や取り巻く環境などに影響を受け、商品やサ
ービスの情報を収集し、比較検討したうえで商品やサービスを購入し使用している。企業
のマーケティング活動における刺激が、消費者の感情的反応と理性的反応を引き起こし購
買行動（buying behavior）に影響を与えている。上原［2008］によると、成熟した市場の
下、これまでのマーケティングについて限界がみえるなか、購買行動時における「店舗滞
在空間」の感情や「商品のデザイン」に対する感情など消費者の感情（emotions）を取り
込むことがマーケティングの有効手段として認識されている。効果的なマーケティング活
動を行うため、消費者行動研究の心理学的研究アプローチである感情の影響が着目されて
いる。マーケティングおいて感情要因が消費者行動に与える影響の研究はこれまでも多く
なされてきた。 
感情要因の先行研究は、満足を感情の一要因として捉え、満足に関する研究とそれ以外
の感情の研究に分けることができる。満足に関する研究については、消費者行動における
顧客満足の多くの研究がある。Howard and Sheth［1969］は、満足水準が以降の購買行動
に影響を及ぼし、満足水準が購買対象に対する評価関数であることを示している。満足以
外の感情要因の研究については、商品を実用面と感情面とに分けて分類した研究が多くな
されている（Fischer and Arnold［1990］）。またマーケティングの実用面においては、感
情要因を商品と店舗に適用し、消費者の購買行動への影響が研究されている。Chaudhuri
［2007］は、最適な決定をするために製品やサービス属性を分析し、感情的価値と理性的
価値を認識するという消費者の購買行動を示し、消費者行動研究における感情的価値、理
性的価値研究の必要性を指摘している。 
本研究では、セールス・プロモーションにおいて購買行動を誘引するインセンティブ
（incentives）の感情要因に着目し実証分析する。各インセンティブにおける快楽的価値
と功利的価値の評価（evaluation）を分析し、顧客とのリレーションシップに与える影響
について検証する。 
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3.1.2 検証対象とするセールス・プロモーションのインセンティブ 
 
新規に顧客を獲得し、リピート購入を促進するため、またブランド・イメージ向上のた
め企業によるセールス・プロモーションが展開されている。セールス・プロモーションは、
消費者の行動を変容させ、購買行動に直接影響を与えることを期待されている。成熟した
市場の下でのセールス・プロモーションの役割は、売上増加やシェアー向上などの成果と
ともに、売り上げに占める既存顧客の需要増加により、顧客とのリレーションシップ構築、
顧客囲い込みである。ブランドを育成する等の長期的な視点による継続的プロモーション
も実施されているが、マーケティングの実務においては、消費者の購買行動に直接働きか
け短期的な売上増加を目的としたプロモーションが多く、短期的即効性が求められている。 
守口［2002］によると、プロモーションの分類について、「実施主体と対象による分類」、
「アプローチ方法による分類」、「訴求ポイントによる分類」の3つの分類があり、「訴求ポ
イントによる分類」の代表的プロモーションとして消費者の購買行動に直接的にはたらき
かける価格訴求型プロモーションを示している。また守口［2002］は、価格訴求型プロモ
ーションにおけるインセンティブとして、値引き、クーポン、増量パック、バンドル、キ
ャッシュバック、アローワンス、特別出荷、フリクエンシー・プログラムを示している。 
本研究においては、消費者の購買行動に直接的にはたらきかける価格訴求型プロモーシ
ョンより、企業が実務で提供する現金割引、おまけ商品、クーポン、ポイントの4つのイ
ンセンティブについて着目し分析検証する。これらインセンティブについては、消費者購
買心理から、値引きが消費者の心理に与える影響の研究（小嶋［1986］）や、おまけのよう
に実感しにくい価値より割引による費用負担減が優勢となる値ごろ感の研究（徳田［2006］）、
レジ・クーポンとロイヤルティ・プログラムの購買履歴データを活用したターゲティング
の有効性についての研究（三坂［2012］）等消費者との購買行動との関係を軸に、マーケテ
ィングにおいて様々な先行研究がなされている。 
 
3.1.3 快楽的価値、功利的価値についての先行研究 
 
マーケティングにおける感情要因の研究は、感情要因を店舗と商品に適用し、消費者行
動への影響について様々に研究されている。店舗に適用した研究には、感情要因が来店動
機に影響をおよぼすことから、消費経験である購買体験の蓄積が購買店舗選択行動に与え
る影響をはじめとする研究がなされている。また商品に関する研究には、ブランド間にお
ける知覚差異や消費者が所有する商品に生起する感情を調査した研究などがあり、これら
感情要因の研究は、実務的なマーケティングに有効な知見を与えている。 
感情要因を商品に適用した研究に着目すると、ブランド間の知覚差異と消費者の判断に
は関係性があると主張する Chaudhuri［2007］の研究がある。広告戦略と効果の研究にお
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いて、製品が感情的反応と理性的反応を、同時に引き起こさせることより、消費者の快楽
的基準と分析的基準に基づいて製品カテゴリーの分類を分析している。製品の直接的な感
覚経験により獲得される知識であり「楽しい」などの感覚を引き起こす快楽的価値と、分
析や判断といった比較に基づく知識（機能属性に関する判断）である分析的価値を、日常
生活で使用する76の製品について測定している。快楽性が高いと評価された製品は、同時
に分析的価値も高いことを示し、快楽的価値と分析的価値の平均値には、正の相関がある
ことを検証している。製品の快楽性が高いとする主観的な経験は、感覚経験による直接知
を引き起こすだけではなく、製品を理解し評価するという認知をも引き起こすことを指摘
している。また快楽的価値、分析的価値を決定する高次の概念として、製品に対する「関
与」概念を示し、ある製品に対する高関与の消費者は、当該製品を快楽的かつ他製品と差
別化されているとみなす傾向があると指摘している。高関与製品は快楽的側面とともに分
析的価値も高いことを示している。 
また Chaudhuri［2007］は、製品やサービスの功利的、快楽的な特徴は、消費者の理性
的、感情的反応の決定要因となり知覚リスクに影響を及ぼすことから「感情と知覚リスク
の仮設モデル」を示して分析している。仮説モデルは、功利的価値と快楽的価値が知覚差
異及びポジティブな感情とネガティブな感情に相関し、さらに知覚リスクに影響を及ぼす
モデルである。知覚リスクとは、製品を消費することにより消費者にとって好ましくない
結果や問題などが生じるかもしれないといった感情を含めた考えや信念である。研究は、
146 の製品とサービスについて快楽的価値、功利的価値とポジティブとネガティブの基本
的な感情及び知覚差異、知覚リスクを製品とサービスごとに評価測定し「感情と知覚リス
クの仮設モデル」を検証している。分析において、快楽的価値を「製品やサービスが一般
消費者に対して喜びを与えられる程度」と定義し、功利的価値を「一般消費者の抱える日
常的な問題の解決において製品やサービスが有用である程度」と定義し検証している。 
研究結果より快楽的価値はポジティブな感情と知覚リスクにプラスの強い影響を与えお
り、功利的価値は知覚差異に対してプラスの影響を与えていることを分析している。「感情
と知覚リスクの仮設モデル」の検証より快楽的価値と功利的価値は、知覚差異やポジティ
ブな感情とネガティブな感情を通じて知覚リスクに間接的に影響を与えることを指摘して
いる。また製品タイプの違いにより、理性的、感情的反応は異なることを示し、不快な感
情を導く可能性のある製品は高い知覚リスクに結びつき、好意的な感情を導く可能性のあ
る製品は低い知覚リスクに結びつくことを主張している。 
感情要因を購買経験に適用した研究にはBabin et al.［1994］の研究がある。購買にお
いて経験される感情状態における価値を快楽価値と実用価値に区分し、快楽価値と実用価
値が、非計画購買や満足度に与える影響を検証している。快楽価値と非計画購買との間に
強い正の相関があることや、全体満足度へは快楽価値と実用価値がほぼ同じ影響であるこ
と、および支出総額には実用価値が強く影響することなどの効果を検証し指摘している。 
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これら感情要因を適用した先行研究より、本研究は、快楽的価値と功利的価値に着目し
分析検証する。なお先行研究においては、快楽的価値と対になる概念として実用価値や機
能属性に関する判断である分析的価値、および有用である程度である功利的価値を、製品
やサービスに対する理性的反応として分析検証している。本研究においては、日常的な問
題の解決において製品やサービスが有用である程度である功利的価値を、本研究の理性的
反応の概念として分析する。 
 
3.1.4 感情要因をインセンティブに適用した実証分析 
 
消費者の感情的反応が、購買行動に影響を与えることから、これまで感情要因を商品や
店舗などに適用した先行研究がなされ、マーケティングにも感情要因が取り組まれてきた。
しかしながら消費者に直接的にはたらきかけ、購買行動を誘引するセールス・プロモーシ
ョンのインセンティブについては、消費者の購買心理面からの研究はみられるが、商品や
店舗と同様に感情要因をインセンティブに適用した研究は多くは見られない。 
本研究は、実務面における代表的なインセンティブについて、先行研究よりポジティブ
な感情、ネガティブな感情や知覚差異を通じて知覚リスクに間接的に影響を与え、また消
費者の購買行動や満足度に対しても影響を与える快楽的価値と功利的価値を実証分析する。
快楽的価値と功利的価値については、Chaudhuri［2007］の「感情と知覚リスクの仮設モデ
ル」検証の研究より、快楽的価値は「製品やサービスが一般消費者に対して喜びを与えら
れる程度」と定義し、功利的価値は「一般消費者の抱える日常的な問題の解決において製
品やサービスが有用である程度」と定義し分析する。消費者の評価について属性依存性（性
別）を検証し、各インセンティブ間における感情要因の影響を明らかにする。 
セールス・プロモーションのインセンティブには、顧客とのリレーションシップを構築
する役割がある。Rust et al.［2000］は、提唱する「カスタマー・エクイティ」において、
「リテンション・エクイティ（消費者がその商品・ブランドなどの客観的および主観的な
評価を超えて、そのブランドに固執する傾向）」は、顧客の生涯価値を増大させる重要なド
ライバーであると主張している。そこで顧客とのリレーションシップ評価に着目し、「リテ
ンション・エクイティ」を参考に「顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）
の程度」をリテンション価値と定義し、測定分析する。これらリテンション価値に対する
快楽的価値および功利的価値の影響を検証する。 
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3.2 功利的価値と快楽的価値の影響調査 
3.2.1 消費者評価調査の内容 
 
インセンティブに対する感情要因の分析のため、2012 年 12 月にインターネット調査に
て消費者の快楽的価値と功利的価値及びリテンション価値の調査（注 3-1）を実施した。
消費者属性の状況依存性について検証のため、性別（男・女）を標本設計し、合計 1,816
名（平均年齢44.6歳、男性比率50.0%）より回答を得た。調査は、ショッピング時の状況
を想定させて「現金割引、おまけ商品、クーポン、ポイントの4種類のインセンティブが
提供される場合、どのインセンティブを選んで利用しますか」と、まず4つのインセンテ
ィブのうちから1つのインセンティブを選択する設問の回答を求めた。（注3-2） 
その後、選択回答したインセンティブに対して、快楽的価値と功利的価値、およびリテ
ンション価値についてそれぞれ回答を求めた。4 つのインセンティブからの選択結果を、
度数分布を表3-1に示す。設問においてインセンティブが提供される状況は、商品代金の
10%分のインセンティブが提供される設定であり、経済的価値はすべて同じであった。しか
しながら結果は、現金割引が他の3つのインセンティブに比べ、76.50%を占め多く選択さ
れた。2 番目に多く選択されたのは、ポイント（19.10%）であり、おまけ商品（2.10％）
とクーポン（2.30%）については、これら2つを合計しても5.00%に満たない結果であった。 
 
表 3-1 インセンティブ選択の度数分布 
 
 
快楽的価値と功利的価値の測定は、Chaudhuri［2007］が構築した測定尺度を用いて、快
楽的価値の2因子、功利的価値の2因子の合計4設問にて実施した。顧客維持の関係を強
化し固執する傾向（顧客の粘着性）の程度であるリテンション価値については、「カスタマ
ー・エクイティ」を提唱する Rust et al.［2000］のリテンション・エクイティの測定尺
度「重視」と「企業との関係」を参考に2 測定尺度を作成した。消費者と店舗との関係に
ついて、より直接的に評価を求めるよう「重視」と「店舗との関係」の測定尺度を構築し、
快楽的価値、功利的価値を含めて合計6 設問（注3-3）にて調査を実施した。 
回答で得たデータの数値を5件法で得た回答の数字をそのまま分析に使用しており、回
答の数値が高くなるほど、快楽的価値、功利的価値、リテンション価値が高まることを示
  度数 割合（％）
現金割引 1,390 76.50
おまけ商品 38 2.10
クーポン 42 2.30
ポイント 346 19.10
合計 1,816 100.00
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している。 
 
3.2.2 快楽的価値と功利的価値の評価 
 
快楽的価値、功利的価値について、5 件法の設問それぞれ 2 設問合計値にて分析した。
快楽的価値および功利的価値の記述統計を表 3-2 に、インセンティブ別の平均値を図 3-1
に示す。なお分析における有意確率とは、統計的仮説検定において帰無仮説（グループの
平均が等しい）を真としたときのF 値の出現確率である。この出現した確率が低く、設定
した有意水準（本分析においては 5％水準）以下となるとき帰無仮説を棄却し、対立仮説
（平均が異なる）を採択することとなる。 
 
表 3-2 快楽的価値および功利的価値の記述統計 
 
 快楽的価値 F値＝51.13、自由度3、有意確率＝0.000 
  功利的価値 F値＝30.32、自由度3、有意確率＝0.000 
 
 
図 3-1 インセンティブ別の平均値 
 
インセンティブ 度数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
現金割引 1,390 7.93 1.27 7.58 1.33
おまけ商品 38 6.47 1.39 6.32 1.60
クーポン 42 6.67 1.54 6.40 1.42
ポイント 346 7.21 1.34 7.07 1.39
合計 1,816 7.73 1.35 7.43 1.38
快楽的価値 功利的価値
7.93
6.47
6.67
7.217.58
6.32 6.40
7.07
6.00
6.50
7.00
7.50
8.00
現金割引 おまけ商品 クーポン ポイント
快楽的価値 功利的価値
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快楽的価値の平均値は、現金割引（平均値7.93）が最も高く、順にポイント（平均値7.21）、
クーポン（平均値 6.67）、おまけ商品（平均値 6.47）の結果となった。4 つのインセンテ
ィブの、どの組み合わせの平均値の差が有意であったかを検証するために多重比較を行っ
た。多重比較の結果、おまけ商品とクーポンの組み合わせ以外は、5％水準で有意に差があ
ることを検証した。快楽的価値と功利的価値の多重比較をそれぞれ表3-3快楽的価値の多
重比較と表3-4功利的価値の多重比較に示す。 
 
表 3-3 快楽的価値の多重比較
 
*=平均値の差は、5%水準で有意 
 
表 3-4 功利的価値の多重比較
 
*=平均値の差は、5%水準で有意 
 
功利的価値の平均値は、快楽的価値の平均値に比べ4つのインセンティブすべて低い平
均値を示した。快楽的価値と同じ順に現金割引（平均値7.58）が最も高く、ポイント（平
下限 上限
おまけ商品 1.46 * 0.21 0.000 0.91 2.00
クーポン 1.26 * 0.20 0.000 0.74 1.78
ポイント 0.72 * 0.08 0.000 0.52 0.92
現金割引 -1.46 * 0.21 0.000 -2.00 -0.91
クーポン -0.19 0.29 0.910 -0.94 0.55
ポイント -0.74 * 0.22 0.005 -1.31 -0.17
現金割引 -1.26 * 0.20 0.000 -1.78 -0.74
おまけ商品 0.19 0.29 0.910 -0.55 0.94
ポイント -0.54 * 0.21 0.049 -1.09 0.00
現金割引 -0.72 * 0.08 0.000 -0.92 -0.52
おまけ商品 0.74 * 0.22 0.005 0.17 1.31
クーポン 0.54 * 0.21 0.049 0.00 1.09
現金割引
おまけ商品
クーポン
ポイント
(I) (J)
平均値の
差 (I-J)
標準誤差 有意確率
95% 信頼区間
下限 上限
おまけ商品 1.26 * 0.22 0.000 0.69 1.83
クーポン 1.17 * 0.21 0.000 0.63 1.72
ポイント 0.51 * 0.08 0.000 0.30 0.72
現金割引 -1.26 * 0.22 0.000 -1.83 -0.69
クーポン -0.09 0.30 0.991 -0.87 0.69
ポイント -0.75 * 0.23 0.006 -1.35 -0.16
現金割引 -1.17 * 0.21 0.000 -1.72 -0.63
おまけ商品 0.09 0.30 0.991 -0.69 0.87
ポイント -0.66 * 0.22 0.014 -1.23 -0.10
現金割引 -0.51 * 0.08 0.000 -0.72 -0.30
おまけ商品 0.75 * 0.23 0.006 0.16 1.35
クーポン 0.66 * 0.22 0.014 0.10 1.23
クーポン
ポイント
平均値の
差 (I-J)
標準誤差 有意確率
95% 信頼区間
現金割引
おまけ商品
(I) (J)
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均値 7.07）、クーポン（平均値 6.40）、おまけ商品（平均値 6.32）の結果となった。多重
比較を行った結果、快楽的価値と同様におまけ商品とクーポンの組み合わせ以外は、5％水
準で有意に差があることを検証した。快楽的価値と功利的価値の平均値の相関係数は、
0.747、有意確率0.000であり正の相関関係があることを検証した。 
これら快楽的価値と功利的価値の分析結果より、インセンティブに対する消費者の評価
は、現金割引の評価が高く、インセンティブごとに相違することを明らかにした。各イン
センティブにおける快楽的価値と功利的価値の関係は、快楽的価値が功利的価値に比べ高
い評価であり、正の相関関係があるといえる。図3-2に快楽的価値と功利的価値の相関図
を示す。これらの分析結果は、製品タイプの違いにより、理性的、感情的反応は異なるこ
とを指摘したChaudhuri［2007］の主張を支持する結果であった。 
 
 
図 3-2 インセンティブ間における快楽的価値と功利的価値の相関図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現金割引
おまけ商品
クーポン
ポイント
6.00
6.50
7.00
7.50
8.00
8.50
6.00 6.50 7.00 7.50 8.00 8.50
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3.2.3 快楽的価値と功利的価値の属性依存性 
 
消費者の性別属性依存性の分析結果について、表3-5性別における快楽的価値および功
利的価値記述統計に示す。 
 
表 3-5 性別における快楽的価値および功利的価値記述統計 
 
快楽的価値 F値＝17.37、自由度1、有意確率＝0.000 
功利的価値 F値＝ 8.37、自由度1、有意確率＝0.004 
 
快楽的価値と功利的価値それぞれにおいて、1％水準で有意に差があり、女性が男性に比
べ平均値が高い結果となった。インセンティブに対して女性が男性に比べ高く評価してい
るといえる。これらより快楽的価値と功利的価値の双方において女性の評価が高く、性別
属性により評価が相違することを明らかにした。消費者の年代属性の分析の結果について
は、快楽的価値および功利的価値それぞれにおいて、有意な差は認められなかった。 
図3-3に性別における平均値を示す。性別における快楽的価値と功利的価値の合計平均
値記述統計を表3-6に示す。 
 
 
図 3-3 性別における快楽的価値と功利的価値の平均値 
　　　度数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
男性 912 7.60 1.38 7.33 1.42
女性 904 7.87 1.30 7.52 1.34
合計 1,816 7.73 1.35 7.43 1.38
快楽的価値 功利的価値
7.60
7.87
7.33
7.52
7.00
7.50
8.00
男性 女性
快楽的価値 功利的価値
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表 3-6 性別における快楽的価値と功利的価値の合計平均値記述統計 
 
男性 F値＝15.28、自由度3、有意確率＝0.000 
女性 F値＝33.03、自由度3、有意確率＝0.000 
 
インセンティブ別の快楽的価値と功利的価値の合計平均値において、男性は現金割引（平
均値 15.25）、ポイント（平均値 14.25）、クーポン（平均値 13.57）、おまけ商品（平均値
12.77）、の順に平均値が高いのに比べ、女性は現金割引（平均値15.75）、ポイント（平均
値14.32）、おまけ商品（平均値12.81）、クーポン（平均値12.47）の順に高く、インセン
ティブ別順位（おまけ商品とクーポンの順）に相違が確認された。性別における快楽的価
値と功利的価値の合計平均値を図3-4に示す。 
 
図 3-4 性別における快楽的価値と功利的価値の合計平均値 
 
性別における快楽的価値と功利的価値の合計平均値の多重比較を、それぞれ表3-7男性
合計平均値の多重比較と表3-8に女性合計平均値の多重比較に示す。 
 
 
 
　度数 平均値 標準偏差 　度数 平均値 標準偏差
現金割引 673 15.25 2.50 717 15.75 2.30
おまけ商品 22 12.77 2.74 16 12.81 2.76
クーポン 23 13.57 3.19 19 12.47 1.90
ポイント 194 14.25 2.77 152 14.32 2.37
合計 912 14.94 2.64 1,816 15.39 1.35
男性 女性
15.25
12.77
13.57
14.25
15.75
12.81
12.47
14.32
12.00
13.00
14.00
15.00
16.00
17.00
現金割引 おまけ商品 クーポン ポイント
男性 女性
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表3-7 男性合計平均値の多重比較 
 
*=平均値の差は、5%水準で有意 
 
表3-8 女性合計平均値の多重比較 
 
*=平均値の差は、5%水準で有意 
 
多重比較について男性における快楽的価値と功利的価値の合計平均値は、現金割引とそ
の他3つのインセンティブ間において、5％水準で有意に差があることを検証した。女性に
おける快楽的価値と功利的価値の合計平均値の多重比較は、現金割引と3つのインセンテ
ィブ間、及びポイントとクーポン間において、それぞれ 5％水準で有意に差があることを
検証した。男性と女性では、クーポンとおまけ商品の平均値の順位が相違しており、性別
により各インセンティブに対する評価順位が相違することを明らかにした。 
 
下限 上限
おまけ商品 2.48 * .56 .000 1.04 3.92
クーポン 1.69 * .55 .011 .28 3.10
ポイント 1.01 * .21 .000 .46 1.55
現金割引 -2.48 * .56 .000 -3.92 -1.04
クーポン -.79 .77 .732 -2.77 1.19
ポイント -1.47 .58 .055 -2.97 .02
現金割引 -1.69 * .55 .011 -3.10 -.28
おまけ商品 .79 .77 .732 -1.19 2.77
ポイント -.68 .57 .628 -2.15 .78
現金割引 -1.01 * .21 .000 -1.55 -.46
おまけ商品 1.47 .58 .055 -.02 2.97
クーポン .68 .57 .628 -.78 2.15
(I) (J)
平均値の
差 (I-J)
標準誤差 有意確率
95% 信頼区間
現金割引
おまけ商品
クーポン
ポイント
下限 上限
おまけ商品 2.93 * .59 .000 1.43 4.44
クーポン 3.27 * .54 .000 1.89 4.66
ポイント 1.42 * .21 .000 .89 1.96
現金割引 -2.93 * .59 .000 -4.44 -1.43
クーポン .34 .79 .973 -1.68 2.36
ポイント -1.51 .61 .064 -3.08 .06
現金割引 -3.27 * .54 .000 -4.66 -1.89
おまけ商品 -.34 .79 .973 -2.36 1.68
ポイント -1.85 * .56 .006 -3.30 -.40
現金割引 -1.42 * .21 .000 -1.96 -.89
おまけ商品 1.51 .61 .064 -.06 3.08
クーポン 1.85 * .56 .006 .40 3.30
(J)
平均値の
差 (I-J)
標準誤差 有意確率
95% 信頼区間
現金割引
おまけ商品
クーポン
ポイント
(I)
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3.3 リテンション価値への影響 
3.3.1 リテンション価値の評価 
 
 セールス・プロモーションにおいて、既存顧客とのリレーションシップを構築し、顧客
囲い込みが求められている。「顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）の程
度」と定義したリテンション価値に対するインセンティブの快楽的価値と功利的価値の影
響を検証した。リテンション価値の検証は、回答者が選択したインセンティブに対する「重
視」と「店舗との関係」に関する5件法2設問の平均値合計を、リテンション価値の評価
とし分析した。リテンション価値の記述統計を表3-9に示す。 
インセンティブ間の平均値は、現金割引（平均値7.26）が最も高く、順にポイント（平
均値 6.85）、クーポン（平均値 6.19）、おまけ商品（平均値 6.18）の快楽的価値及び功利
的価値と同様の順位結果となった。 
 
表 3-9 リテンション価値の記述統計 
 
 F値＝22.81、自由度3、有意確率＝0.000 
 
性別におけるリテンション価値の記述統計を表 3-10 に示す。男性（平均値 7.06）と女
性（7.20）の平均値については、5％水準で有意に差があり、女性が男性に比べ平均値が高
いことを示した。性別属性においても快楽的価値及び功利的価値と同様に女性が高く、女
性が男性に比べリテンション価値を高く評価しており、性別により評価の相違があること
を明らかにした。 
 
 
 
 
 
 
インセンティブ 　度数 平均値 標準偏差
現金割引 1,390 7.26 1.31
おまけ商品 38 6.18 1.80
クーポン 42 6.19 1.61
ポイント 346 6.85 1.32
合計 1,816 7.13 1.35
リテンション価値
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表 3-10 性別におけるリテンション価値の記述統計 
 
F値＝4.87、自由度1、有意確率＝0.027 
 
3.3.2 リテンション価値への快楽的価値と功利的価値の影響 
 
リテンション価値に対する快楽的価値と功利的価値の影響を回帰分析より検証した。リ
テンション価値を従属変数とし、快楽的価値合計（「気分」と「好き」の2変数合計）と功
利的価値合計（「利用」と「必要」の2変数合計）を独立変数とするカテゴリカル回帰分析
を行った。インセンティブ合計及び現金割引とポイントの回帰分析結果を表3-11に示す。 
インセンティブ合計に対するカテゴリカル回帰分析結果は、功利的価値合計及び快楽的価
値合計の2変数とも偏回帰係数が1%水準で有意であった。2変数の重要度においては功利
的価値合計の偏回帰係数（0.62）、重要度（0.79）が快楽的価値合計より高いことが検証さ
れた。インセンティブにより顧客とのリレーションシップを構築、強化するには、功利的
価値の消費者評価が高く、顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）を高め
るには、快楽的価値に比べ功利的価値が有効であることを明らかにした。 
現金割引とポイントにおける快楽的価値と功利的価値の影響分析結果については、功利
的価値合計及び快楽的価値合計の2変数とも、それぞれ偏回帰係数が1%水準で有意であっ
た。インセンティブ合計と同様に、功利的価値合計の偏回帰係数（現金割引0.59、ポイン
ト0.70）、重要度（現金割引0.76、ポイント0.84）が快楽的価値合計より高い結果となっ
た。顧客を維持しリレーションシップを構築するには、現金割引、ポイントにおいて、消
費者が功利的価値を評価していることを検証した。なお、現金割引とポイント間では、現
金割引に比べポイントの功利的価値合計重要度が高い評価であった。 
短期即効性において価格訴求する現金割引に比べ、ポイントは、長期的な視点により購
買金額に応じて割引が適用される価格訴求インセンティブである。ポイントの効用とされ
る顧客囲い込みを図るロイヤルティ・プログラムとしての役割が、現金割引に比べ、功利
的価値合計重要度の評価に影響を与えたものである。これらより、インセンティブ間にお
いて、顧客とのリレーションシップを強化し固執する傾向に与える影響が相違するといえ
る。 
 
　　　度数 平均値 標準偏差
男性 912 7.06 1.37
女性 904 7.20 1.33
合計 1,816 7.13 1.35
リテンション価値
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表 3-11 インセンティブ合計及び現金割引とポイントの回帰分析結果
 
 
表3-12に性別における回帰分析の結果を、図3-5に性別における快楽的価値重要度と功
利的価値重要度を示す。 
 
表 3-12 性別における回帰分析の結果 
 
 
図3-5 性別における快楽的価値重要度と功利的価値重要度 
 
男性、女性とも功利的価値合計及び快楽的価値合計の2変数が、それぞれ偏回帰係数が
1%水準で有意であり、功利的価値合計の偏回帰係数（男性0.65、女性0.60）、重要度（男
性0.81、女性0.77）が快楽的価値合計より高い評価であった。男性が女性に比べ功利的価
偏回帰係数
ベータ
重要度 自由度 F値 有意確率
快楽的価値 0.20 0.21 3 19.56 0.000
功利的価値 0.62 0.79 3 118.41 0.000
快楽的価値 0.22 0.24 3 9.42 0.000
功利的価値 0.59 0.76 3 51.01 0.000
快楽的価値 0.16 0.16 3 4.19 0.006
功利的価値 0.70 0.84 2 27.41 0.000
インセンティブ
合計
ポイント
現金割引
偏回帰係数
ベータ 重要度 自由度 F値 有意確率
快楽的価値 0.18 0.19 2 7.38 0.001
功利的価値 0.65 0.81 3 69.58 0.000
快楽的価値 0.22 0.23 4 11.02 0.000
功利的価値 0.60 0.77 2 40.05 0.000
男性
女性
0.194 0.234
0.805 0.766
男性 女性
功利的価値 重要度 快楽的価値 重要度
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値合計重要度が高く、リテンション価値平均値の評価と同様に、性別による相違があるこ
とを明らかにした。 
 
3.4 インセンティブに対する快楽的価値評価と功利的価値評価のまとめ 
 
価格訴求型プロモーションのインセンティブについて、ポジティブな感情とネガティブ
な感情、及び知覚差異を通じて知覚リスクに間接的に影響を与え、また消費者の購買行動
や満足度に対して影響を与える快楽的価値と功利的価値を分析した。実証分析において、
経済的価値を同じくする各インセンティブに対する快楽的価値と功利的価値の消費者評価
は、どちらの評価もポイントに比べ現金割引が高く、クーポン等含んだインセンティブ間
において、快楽的価値と功利的価値の消費者評価が相違することを明らかにした。またポ
イントを含む各インセンティブにおける快楽的価値と功利的価値の関係は、快楽的価値が
功利的価値に比べ高く、正の相関関係があることを明らかにした。 
セールス・プロモーションにおいて、既存顧客とのリレーションシップを構築し、顧客
囲い込みが求められている。「顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）の程
度」と定義したリテンション価値に対するインセンティブの快楽的価値と功利的価値の影
響を分析検証した。リテンション価値への快楽的価値と功利的価値の影響分析結果より、
ポイントを含めインセンティブにより顧客とのリレーションシップを構築し、強化するこ
とに対して、消費者は功利的価値を評価していることを検証した。またインセンティブ間
において与える影響が相違することを明らかにした。これらより、顧客維持の関係を強化
し固執する傾向（顧客の粘着性）を高めるには、快楽的価値に比べ功利的価値が有効であ
るといえる。 
現金割引とポイントにおける快楽的価値と功利的価値の影響分析結果については、現金
割引に比べポイントの功利的価値合計重要度が高い評価であった。短期即効性において価
格訴求する現金割引に比べ、ポイントは、長期的な視点により購買金額に応じて割引が適
用される価格訴求インセンティブである。ポイントの効用とされる顧客囲い込みを図るロ
イヤルティ・プログラムとしての役割が、現金割引に比べ、功利的価値合計重要度の評価
に影響を与えたものといえる。これらより、現金割引に比べポイントが顧客とのリレーシ
ョンシップを強化し固執する傾向に与える影響が大きいものといえる。 
消費者属性依存性については、快楽的価値と功利的価値及びリテンション価値において
すべて女性の評価が高く、インセンティブに対して女性が男性よりを高く評価しており、
性別属性により消費者評価が相違することを明らかにした。 
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【注：第3章】 
 
（注 3-1）調査は株式会社ミクシィ・リサーチ（旧社名株式会社ネットマイル：本社東京
都渋谷区）にて登録している会員を対象に2012年12月実施した。 
（注3-2）インセンティブ選択の設問及び想定は、次のとおりであった。 
＜インセンティブ選択の設問＞ 
あなたの、ショッピングの状況についてお伺いします。いつも訪れる店舗でのショッピ
ング（インターネットショッピングを除く）を想定してください。商品を購入するにあ
たりに、店舗から 現金割引、おまけ商品、クーポン、ポイント の4種類のインセン
ティブが提供される場合、あなたは、どのインセンティブを選んで利用しますか。ひと
つだけお選びください。 
＜各インセンティブの例＞ 
・現金割引 商品代金の10%分が現金割引されます。（割引セール時含む） 
・おまけ商品 商品代金の10%分のおまけ商品がもらえます。（試供品配布セール時含む） 
・クーポン 商品代金の10%分のクーポンがもらえます。（レジでのクーポン発行時含む） 
・ポイント 商品代金の10%分のポイントがもらえます。（ポイント倍セール時含む） 
 
（注3-3）快楽的価値、功利的価値およびリテンション価値の設問は次のとおりである。 
＜快楽的価値の2設問：「気分」、「好き」＞ 
・（回答したインセンティブを提供されると、 
1全く気分がよくない  2あまり気分がよくない  3どちらでもない  
4やや気分がよくなる  5非常に気分がよくなる 
・（回答したインセンティブ）を、 
1全く好きではない   2あまり好きではない   3どちらでもない  
4やや好きである    5非常に好きである 
 
＜功利的価値の2設問：「利用」、「必要」＞ 
・インセンティブとして（回答したインセンティブ）を、 
1全く利用しない    2あまり利用しない    3どちらでもない  
4やや利用する     5非常に利用する 
・インセンティブとして（回答したインセンティブ）は、自分にとって、 
1全く必要でない    2あまり必要でない    3どちらでもない  
4やや必要である    5非常に必要である 
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＜リテンション価値の2設問：「重視」、「店舗との関係」＞ 
・インセンティブとして（回答したインセンティブ）を、 
1全く重視していない  2あまり重視していない  3どちらでもない  
4やや重視している   5非常に重視している 
・インセンティブとして（回答したインセンティブ）の利用は、店舗との関係を、 
1全く強めていない   2あまり強めていない   3どちらでもない  
4やや強めている    5非常に強めている 
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第4章 インセンティブに対する感情要因評価 
4.1 感情要因の分析枠組み 
4.1.1 先行研究と分析枠組み 
 
成熟した市場の下、これまでのマーケティングについて限界がみえるなか消費者の感情
を取り込むことがマーケティングの有効手段として認識されている。効果的なマーケティ
ング活動を行うため、消費者行動研究の心理学的研究アプローチである感情の影響が着目
されている。マーケティングおいて感情要因が消費者行動に与える影響の研究はこれまで
も多くなされてきた。感情要因の先行研究は、満足を感情の一要因として捉え、満足に関
する研究とそれ以外の感情の研究に分けることができこれまで多様な研究がなされてきた。
満足以外の感情要因の研究については、経験される価値や商品に関して実用面と感情面か
らアプローチする、商品等を実用面と感情面とに分けて分類した研究が多くなされている
（Fischer and Arnold［1990］）。本研究においても、前章にインセンティブに対する実証
分析を行った。またマーケティングの実用面においては、感情要因を商品と店舗に適用し、
消費者の購買行動への影響が研究されている。 
本章の研究においては、消費者の心理的効果において満足以外の感情要因に着目し、実
践的な戦略モデル構築にむけて解明のため、インセンティブに関する刺激要因が感情要因
を介して購買行動に影響を与えることを、他インセンティブと対比させ分析検証した。 
特定商品において感情要因を適用した研究としては、衣服デザインの特徴を、各要素に
もたれる感情について研究したHolbrook and Moore［1981］や、所有物に対する愛着心と
感情の関係を検証したSchultz et al.［1989］の研究がある。また上原［2008］によると、
Westbrook and Oliver［1991］の自動車購入後の感情と満足度の研究や、Richins［1997］
の所有している商品に生起する感情を調査した研究があるが、これら特定商品を対象とし
た研究は、分析結果をどのように商品開発に活かしていくかが、明確ではないと指摘して
いる。 
店舗において感情要因を適用した研究としては、感情尺度に快楽・覚醒次元を使用した
研究とポジティブ・ネガティブ次元を使用した研究があるが、快楽・覚醒次元を感情尺度
とした研究が、これまで多く研究がなされ、感情要因がマーケティングにおいて実務的な
知見を与えている。また店舗において感情要因を適用した多くの研究には、分析枠組みと
してMehrabian and Russell［1974］の刺激反応型（S-O-R）概念モデルを、ドミナンス次
元を除外してDonovan et al.［1994］が使用した修正版Mehrabian-Russellモデル（修正
版M-Rモデル）が利用されている。上原［2008］によると、実務的な研究に修正版M-Rモ
デルが選択される理由は、感情要因が複雑な要素であり、感情を導入する研究が試行段階
にあるため単純な構造が求められたことを指摘している。これは、修正版M-Rモデルが、
環境が与える刺激（Stimulus）が感情状態（Organism）の生起に影響し、感情状態が接近
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や回避等の反応行動（Response）に影響を与える2つの単純な構造となっていることに起
因する。また上原［2008］は、修正版M-Rモデルを利用した店舗において快楽・覚醒次元
を感情尺度とした先行研究のレビューより、先行研究よりつぎの3つの傾向の知見が導出
されることを示している。 
第一は刺激と感情状態間において、設備関連の刺激は、覚醒次元、快楽次元の双方にプ
ラスの影響を与える（Baker et al.［1992］の設備因子による刺激と快楽次元研究、Sherman 
et al.［1997］の設備因子による刺激と覚醒次元研究）である。 
第二と第三は感情状態と反応行動間においての知見であり、第二については快楽次元が、
支出にプラスの影響を与えると同時に非計画的な行動を促進する（Donoban et al.［1994］
の快楽次元と非計画支出及び消費時間延長研究、Babin et al.［1994］の快楽性（価値）
と非計画支出研究、Sherman et al.［1997］の快楽次元と支出研究）である。第三につい
ては、覚醒次元が、消費時間にプラスの影響を与える（Donovan and Rossiter［1982］の
覚醒次元と消費時間の研究）である。これら3つ以外の先行研究として、品揃え（ブラン
ドの多様性）や価格、雰囲気などの店舗特性を刺激尺度として、刺激と感情状態間におけ
る影響を検証したYoo et al.［1998］の研究がある。また感情状態と反応行動間において
の先行研究としては、覚醒次元が購買意図にプラスの影響を与えるとしたMano［1999］や、
覚醒次元が支出、消費時間、購買品目数にプラスの影響を与えるとした Sherman et al.
［1997］がある。 
これら先行研究より、マーケティングにおけるこれまでの多くの感情要因の研究は、検
証する感情の範囲の観点から満足に関する研究とそれ以外の感情の研究の2つに分けるこ
とができ、もうひとつ検証する調査対象の観点から、商品に適用した研究と店舗に適用し
た研究の2つの合計4つに分けられる。本研究は、実践的な戦略モデル構築にむけて解明
のため、消費者のポイントに対する心理的効果において感情要因に着目するものである。 
しかしながらインセンティブに感情要因を適用した研究は、商品と店舗に適用した先行
研究にはこれまで取り上げられず、先行研究にはインセンティブに適用した研究はみられ
ない。効果的なマーケティング活動を行うため、インセンティブに関して消費者行動研究
の心理学的研究アプローチである感情が消費者行動に与える影響の検証は必要である。そ
こで、本研究の意義を見出され、本研究はインセンティブに感情要因を適用し実証分析す
るものである。インセンティブにおける感情要因の適用については、セールス・プロモー
ションにおけるインセンティブの効果及びポイントの効用面より、店舗に対する感情要因
を適用したものを参考として分析検証する。 
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4.1.2調査構造と尺度 
 
検証する分析枠組みは、先行研究より感情という複雑な要素を取り組む研究であるため、
環境が与える刺激（Stimulus）が感情状態（Organism）の生起に影響し、感情状態（Organism）
が接近や回避等の反応行動（Response）に影響を与える2つの構造からなる修正版M-Rモ
デルにより実証分析する。実践的な戦略モデル構築にむけて刺激においては、インセンテ
ィブに対する刺激特性を取り上げ、反応行動においては、プロモーション購買行動におけ
る非計画購買を取り上げる。本研究でのインセンティブにおける感情要因の適用の分析枠
組みにおける分析尺度については、インセンティブの刺激尺度、感情状態尺度、反応行動
尺度を、それぞれ先行研究を参考に本研究独自に作成した。 
まず刺激尺度作成については、インセンティブにおける感情要因を適用した参考となる
先行研究がみられなかった。また店舗において感情要因を適用した先行研究での店舗特性
尺度についてもインセンティブに当てはまらないため、本研究独自に刺激尺度の作成を行
った。刺激特性尺度は、まず調査対象のインセンティブであるポイント、現金割引、おま
け、クーポンに関するプロモーションに関する先行研究、店舗およびメディアにおける広
告を参考に、インセンティブに対する刺激特性の洗い出しを行い、独自に第一次抽出とし
て21の刺激特性を抽出した。刺激尺度抽出にあたり、抽出する尺度の条件としては、調査
対象のすべてのインセンティブによく適合するよう抽象化され汎用度が高いものとなるも
のとし、また実践的な戦略モデル構築へのインプリケーションへ貢献できるものとした。 
第一次抽出した21の刺激特性に対して面接法（購買行動において調査対象インセンティ
ブを認知している男女4名）による第二次抽出調査を実施して、刺激特性尺度として好ま
しいとされる15の刺激特性を抽出し刺激尺度（注4-1）として選定した。 
感情状態尺度の作成については、感情状態の下位尺度としてポジティブ・ネガティブ次
元を使用した研究があるが、これまでの店舗に感情要因を適用した先行研究において、快
楽・覚醒次元のPAD尺度（Pleasure-Arousal-Dominance）が数多く利用されていることか
ら、本研究において快楽・覚醒次元のPAD尺度を利用する。またPAD尺度利用に関しては、
ドミナンス次元については多くの先行研究にならい除外する。店舗に対して感情要因を適
用した上原［2008］の実証研究を参考に、Mehrabian and Russell［1974］において利用さ
れた快楽と覚醒12項目の尺度より8項目を選定した。尺度項目選定は、セールス・プロモ
ーションのインセンティブに対して生起する感情に対応するよう、快楽4項目、覚醒4項
目の合計8項目を選定し感情状態尺度（注4-2）とした。 
これまで店舗に感情要因を適用した先行研究における反応行動である購買行動の項目は、
購買時間、購買金額、購買の計画性の3つが多く検証されている。これら購買時間、購買
金額、購買の計画性の中から、セールス・プロモーションにおけるインセンティブの購買
行動へ与える効用を考慮し、計画性に注目し非計画購買を本研究では検証する。これより
61 
 
反応行動の尺度作成については、非計画購買に関する項目を作成する。非計画購買に関し
て調査する反応行動項目については、先行研究において検証されている時間、金額を参考
に、予定外購買金額、予定外購買商品、予定外購買時間、予定外購買来店頻度の4項目の
尺度を作成する。予定外購買金額と予定外購買商品の回答結果合計（5 件法による 2 設問
に対する回答合計）を予定外購買単価とし、また予定外購買時間、予定外購買来店頻度（5
件法によるこれら2設問に対する回答合計）を予定外購買機会としてインセンティブにお
ける反応行動を分析検証する。選定した非計画購買の傾向を構成する項目は4尺度（注4-3）
とした。 
 
4.1.3調査の内容 
 
消費者のポイントに対する心理的効果において感情要因に着目し、インセンティブに関
する刺激要因が感情要因を介して購買行動（非計画購買）への影響の調査（注 4-4）は、
インターネット調査にて実施した。調査は、消費者が利用するポイントと対比するインセ
ンティブ間（現金割引、おまけ商品、クーポン）における影響を検証するため、利用する
インセンティブ消費者属性の調査し、消費者が選択した1つのインセンティブに対しての
刺激要因が感情要因を介して購買行動（非計画購買）への影響を質問票により回答を求め
た。消費者が利用するインセンティブ属性調査は、前章において実施した「消費者の快楽
的価値と功利的価値及びリテンション価値の調査（調査回答者合計1,816名、平均年齢44.6
歳、男性比率50.0%）の結果を本研究に利用した。 
インセンティブに対しての刺激要因が感情要因を介して購買行動（非計画購買）への影
響の調査は、前章の調査結果であるインセンティブ消費者属性調査に回答のあった 1,816
名の回答者の内インセンティブ別と性別（男、女）を標本設計し350名（内訳は、現金割
引回答者140名、おまけ商品回答者38名、クーポン回答者42名、ポイント回答者130名）
に対して実施した。前章の調査結果であるインセンティブ消費者属性の度数分布結果を表
4-1に示す。これは、インセンティブ消費者属性の度数分布結果において、おまけ商品（度
数 38、割合 2.10％）とクーポン（度数 42、割合 2.30％）は、回答者数割合が 3％満たず
に少なかったため標本設計したものである。調査は、「あなたは、前回のアンケート設問で、
4種類のインセンティブの中から、（回答者が利用しているインセンティブ）を選択し回答
いただきました。そこで（回答者が利用しているインセンティブ）についてお伺いします。」
との説明文に続き、刺激尺度 15 問、感情状態尺度 8 問、非計画購買反応尺度 4 問の合計
27問の回答を求め、合計304名（平均年齢44.25歳、男性比率52.00％）から回答を得た。
回答者の利用インセンティブについての消費者属性等については表4-2に示す。 
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表4-1 インセンティブ消費者属性の度数分布 
 
 
表4-2 回答者の利用インセンティブについての消費者属性 
 
  
 
4.2 感情状態要因と反応行動要因の分析 
4.2.1 感情状態要因の調査結果 
 
 調査において刺激尺度15問、感情状態尺度8問、非計画購買反応尺度4問の合計27の
設問に対して5件法にて回答を求めた調査結果について、感情状態要因結果より分析する。 
 快楽4項目、覚醒4項目のインセンティブごとの評価における記述統計結果について表
4-3快楽記述統計結果、表4-4覚醒記述統計結果に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
　　　　度数 割合（％）
現金割引 1,390 76.50
おまけ商品 38 2.10
クーポン 42 2.30
ポイント 346 19.10
合計 1,816 100.00
　　　　度数 割合（％）
現金割引 120 39.47
おまけ商品 35 11.51
クーポン 37 12.17
ポイント 112 36.84
合計 304 100.00
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表4-3 快楽記述統計結果 
 
＊＝5％水準で有意 
 
表4-4 覚醒記述統計結果 
 
＊＝5％水準で有意 
 
 快楽合計、快楽4項目（楽しい、喜び、満足、うれしい）それぞれにおいて、インセン
ティブ別では現金割引（快楽合計15.69）が一番高く、ポイント（快楽合計14.29）がそれ
に続いて高い評価であった。快楽合計及び快楽4項目すべてのインセンティブ間の平均値
において5％水準で有意に差があることを検証した。 
覚醒合計においても、快楽合計と同様にインセンティブ別では現金割引（覚醒合計13.58）
が一番高く、続いてポイント（覚醒合計12.97）が高い評価であった。覚醒4項目（刺激、
興奮、敏感、気持ちが高ぶる）については、興奮、敏感、気持ちが高ぶる3項目において
快楽合計 楽しい 喜び 満足 うれしい
現金割引 15.69 3.74 3.92 3.98 4.05
おまけ商品 12.97 3.26 3.29 3.26 3.17
クーポン 12.97 3.27 3.19 3.32 3.19
ポイント 14.29 3.64 3.58 3.47 3.59
合計 14.53 3.59 3.63 3.63 3.67
自由度 3 3 3 3 3
F 値 114.45 5.29 9.79 14.42 17.02
有意確率 0.000* 0.001* 0.000* 0.000* 0.000*
覚醒合計 刺激 興奮 敏感
気持ちが
高ぶる
現金割引 13.58 3.28 3.33 3.53 3.45
おまけ商品 12.00 3.11 3.00 2.97 2.91
クーポン 12.51 3.16 3.11 3.08 3.16
ポイント 12.97 3.29 3.15 3.31 3.22
合計 13.04 3.25 3.20 3.33 3.27
自由度 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00
F 値 27.65 0.96 3.76 8.52 6.47
有意確率 0.000* 0.412 0.011* 0.000* 0.000*
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現金割引が一番高く、刺激についてはポイントが一番高い評価であった。インセンティブ
間の平均値においては、興奮、敏感、気持ちが高ぶる3項目において5％水準で有意に差
があることを検証した。 
 感情状態要因8項目について主因子法にて因子分析（バリマックス回転）した結果につ
いて表4-5感情状態要因の因子分析結果に示す。また因子負荷量の値により第一因子快楽
4尺度項目、第二因子覚醒4尺度項目をプロットし図4-1感情状態要因の8項目因子負荷
量を示す。 
 
表4-5 感情状態要因の因子分析結果 
項目   第一因子 第ニ因子 
第一因子 ＜快楽＞ Cronbach α＝0.90 
うれしい 0.84 0.24 
満足 0.82 0.21 
喜び 0.82 0.30 
楽しい 0.72 0.25 
第二因子 ＜覚醒＞ Cronbach α＝0.75 
興奮 0.16 0.79 
気持ちが高ぶる 0.38 0.60 
敏感 0.43 0.51 
刺激 0.12 0.51 
説明分散   2.94 1.77 
累積寄与率 36.70 58.78 
 
 
表4-5感情状態要因の因子分析結果より、累積寄与率58.78にて2つの因子が抽出され
た。第一因子は「うれしい、満足、喜ぶ、楽しい」の4尺度項目であり快楽に関する因子
であり、第二因子は、「興奮、気持ちが高ぶる、敏感、刺激」の4尺度項目であり、「敏感」
に関して2つの因子にまたがって0.4以上のかかっている因子負荷量があるが、覚醒に関
する因子であることを検証した。内的整合性に関する信頼性については、Cronbach α係数
を算出した。第一因子のCronbach α係数は0.90、第二因子のCronbach α係数は0.75で
あり、十分な数値を示し信頼性を検証した。 
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図4-1感情状態要因の8項目因子負荷量 
 
感情状態項目に対する因子分析の因子得点平均値を使用して4インセンティブの快楽因
子得点平均値と覚醒因子得点平均値をプロットした図4-2インセンティブ間快楽覚醒因子
得点の平均値を示す。 
 図4-2インセンティブ間における快楽覚醒因子得点平均値より、現金割引、つぎにポイ
ントが他のインセンティブに比べ快楽、覚醒とも得点平均値が高い結果であった。現金割
引は、消費者の知覚する感情要因において高い評価であり、他のインセンティブに比べ感
情要因への影響が高いことを明らかにした。 
性別における快楽合計覚醒合計の記述統計結果を表4-6に示す。快楽合計、覚醒合計と
も女性が高い評価となったが、性別間の平均値においては5％水準で有意に差がなかった。 
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図4-2インセンティブ間における快楽覚醒因子得点の平均値 
 
表4-6 性別における快楽合計覚醒合計の記述統計結果 
 
 
4.2.2 非計画購買反応行動の調査結果 
 
 つぎに非計画購買反応行動の結果について分析する。予定外購買金額と予定外購買商品
の5件法による2設問に対する回答合計を予定外単価、予定外購買時間、予定外購買来店
頻度の5件法による2設問に対する回答結果を予定外機会として分析検証した。インセン
ティブごとの評価における記述統計結果について表4-7非計画購買反応行動の記述統計結
現金割引
快楽0.36
覚醒0.15
おまけ商品
快楽-0.44
覚醒-0.34
クーポン
快楽-0.49
覚醒-0.10
ポイント
快楽-0.09
覚醒-0.03
-0.6
-0.4
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
-0.6 -0.3 0.0 0.3 0.6
快楽
覚醒
度数 快楽合計 覚醒合計
男性 158 14.20 12.94
女性 146 14.88 13.16
合計 304 14.53 13.04
自由度 1 1
F 値 35.19 0.95
有意確率 0.051 0.331
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果に、性別における非計画購買反応行動の記述統計結果を表4-8に示す。 
 予定外単価ではクーポン（6.38）が高く評価され、予定外機会においては現金割引（6.48）
が一番高い評価となったが、インセンティブ間非計画購買反応行動結果平均値においては、
5％水準で有意に差はなく、インセンティブ間での反応行動に対する評価の相違は検証でき
なかった。ただし、性別属性においては、女性の評価が予定外単価（6.34）と予定外機会
（6.59）において男性より高い評価となり、性別属性による評価の相違があることを明ら
かにした。 
 
表4-7 非計画購買反応行動の記述統計結果 
 
 
表4-8 性別における非計画購買反応行動の記述統計結果 
 
＊＝5％水準で有意 
 
 
 
度数 予定外購買単価 予定外購買機会
現金割引 120 6.09 6.48
おまけ商品 35 5.94 6.14
クーポン 37 6.38 6.43
ポイント 112 6.17 6.29
合計 304 6.14 6.37
自由度 3 3
F 値 0.54 0.68
有意確率 0.654 0.567
度数 予定外購買単価 予定外購買機会
男性 158 5.96 6.16
女性 146 6.34 6.59
合計 304 6.14 6.37
自由度 1 1
F 値 4.72 7.51
有意確率 0.031* 0.007*
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4.2.3 感情状態と反応行動の相関 
 
消費者のインセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与える影響
構造について、反応要因である予定外単価、予定外機会と感情要因である快楽合計、覚醒
合計の変数同士の相関分析を行った。相関分析結果を表4-9に示す。 
 
表4-9 相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
分析結果より、予定外機会と覚醒合計（r=0.43）にやや強い正の相関が認められた。イ
ンセンティブに対する感情要因の覚醒次元と、非計画購買の予定外機会（予定外購買時間、
予定外購買頻度）に正の相関があることを明らかにした。 
これは覚醒次元が、消費時間にプラスの影響を与える（Donovan and Rossiter［1982］
の覚醒次元と消費時間の研究）とした先行研究を一部支持する結果であり、消費者のセー
ルス・プロモーションの手段であるインセンティブに対する感情要因・覚醒次元が非計画
購買の予定外機会に影響を与えることを明らかにした。 
 
表4-10 現金割引の相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
 
予定外単価 予定外機会 快楽合計 覚醒合計
予定外単価 1 .70** .20** .28**
予定外機会 .70** 1 .32** .43**
快楽合計 .20** .32** 1 .56**
覚醒合計 .28** .43** .56** 1
予定外単価 予定外機会 快楽合計 覚醒合計
予定外単価 1 .63** .16* .19**
予定外機会 .63** 1 .23* .33**
快楽合計 .16* .23* 1 .50**
覚醒合計 .19** .33** .50** 1
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表4-11 ポイントの相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
インセンティブにより、非計画購買である反応行動に与える影響について、現金割引と
ポイントの2インセンティブについて、予定外単価、予定外機会と感情要因である快楽合
計、覚醒合計の変数同士の相関分析を行った。相関分析結果を表4-10現金割引の相関分析
結果、表4-11ポイントの相関割引結果を示す。 
現金割引（N=120）の反応行動と感情要因の相関分析結果については、予定外機会と覚醒
合計との間の相関係数は、r=0.33であったが、強い相関は認められなかった。ポイント
（N=112）においては、予定外単価、予定外機会と覚醒合計（r=0.42、r=0.43）においてや
や強い相関が認められた。これは、ポイント利用に対する感情要因（覚醒合計）が、現金
割引に比べ反応行動である非計画購買へ影響しやすい傾向があることを示している。 
性別属性によるインセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与え
る影響を検証するため、予定外単価、予定外機会と感情要因である快楽合計、覚醒合計の
変数同士の相関分析を行った。男性の相関分析結果を表4-12、女性の相関分析結果を表
4-13に示す。 
 
表4-12 男性の相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
 
予定外単価 予定外機会 快楽合計 覚醒合計
予定外単価 1 .78** .16* .42**
予定外機会 .78** 1 .23* .43**
快楽合計 .16* .23* 1 .52**
覚醒合計 .42** .43** .52** 1
予定外単価 予定外機会 快楽合計 覚醒合計
予定外単価 1 .68** .10* .18**
予定外機会 .68** 1 .19* .34**
快楽合計 .10* .19* 1 .54**
覚醒合計 .18** .34** .54** 1
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表4-13 女性の相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
 男性（N=158）の反応行動と感情要因の相関分析結果については、予定外機会と覚醒合計
との間の相関係数は、r=0.34であったが、強い相関は認められず、それ以外の予定外単価
および快楽合計間にも、強い相関は認められなかった。女性（N=146）の相関分析結果は、
予定外機会と覚醒合計間（r=0.53）および予定外機会と快楽合計間（r=0.46）にやや強い
相関が認められた。 
非計画購買反応行動記述統計分析の性別属性においては、女性の評価が予定外単価（6.34）
と予定外機会（6.59）において男性より高い評価となり、性別属性による評価の相違があ
ることを明らかにしている。これらより同様に反応行動と感情要因の相関においても、男
性に比べ女性は、インセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与え
る影響を受けやすい傾向であることを示している。 
 
 
4.3 刺激要因と感情状態要因の分析 
4.3.1 刺激要因の調査結果 
 
 刺激要因尺度結果について、因子分析（バリマックス回転）を行い、2つの因子が抽出
された。第一回の因子分析により、刺激要因尺度「広告宣伝にきづく」は、どの因子にも
負荷量の絶対値が0.4未満の値をとったため除外し、改めて刺激要因14尺度にて因子分析
を行った。表4-14刺激要因の因子分析結果に示す。 
 調査結果より、累積寄与率53.73にて2つの因子が抽出された。第一因子は、「簡単、便
利、安心、確実、気軽、お得、安くなる、わかりやすい」の8刺激要因であった。これら
8刺激要因は、インセンティブ本来の機能に対する認知的な評価に基づく功利、機能面の
刺激要因であることから、功利的刺激要因とする。 
第二因子は、「貯めて利用、将来に利用、達成感、ゲーム感覚、愛着、特別な顧客」の6
刺激要因であった。これら刺激要因は、インセンティブを利用する際に、情緒、愛着を源
予定外単価 予定外機会 快楽合計 覚醒合計
予定外単価 1 .70** .30** .39**
予定外機会 .70** 1 .46** .53**
快楽合計 .30** .46** 1 .58**
覚醒合計 .39** .53** .58** 1
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泉とし、消費者の心理面に感情的に訴求する刺激であることより、感情的刺激要因とする。
これらより14刺激要因より、功利的刺激要因と感情的刺激要因の2つの因子が抽出され確
認された。 
 
表4-14 刺激要因の因子分析結果 
項目   第一因子 第ニ因子 
第一因子 ＜功利的刺激要因＞ Cronbach α＝0.93 
簡単 0.85 0.11 
便利 0.84 0.16 
安心 0.83 0.07 
確実 0.82 0.09 
気軽 0.76 0.13 
お得 0.75 0.22 
安くなる 0.72 0.14 
わかりやすい 0.63 0.04 
第二因子 ＜感情的刺激要因＞ Cronbach α＝0.80 
貯めて利用 0.04 0.81 
将来に利用 0.14 0.71 
達成感 0.27 0.66 
ゲーム感覚 -0.13 0.57 
愛着 0.21 0.49 
特別な顧客 0.11 0.47 
説明分散   5.00 2.53 
累積寄与率   35.68 53.73 
 
刺激要因において抽出された2因子功利的刺激要因と感情的刺激要因に基づくインセン
ティブごとの記述統計結果について表4-15刺激要因のインセンティブ間記述統計結果と
図4-3インセンティブ間の功利的刺激と感情的刺激結果を示す。功利的刺激合計において
は現金割引（32.75）が、感情的刺激合計においてはポイント（19.37）が高い評価であっ
た。なお功利的刺激要因と感情的刺激要因の性別間においては、男女間で平均値は相違し
たものの、有意差はなかった。 
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表4-15 刺激要因のインセンティブ間記述統計結果 
 
 
 
 
図4-3インセンティブ間の功利的刺激と感情的刺激結果 
 
4.3.2 刺激要因と感情状態の相関 
 
消費者のインセンティブに対する刺激要因が、感情状態に与える影響構造について、因
子分析（対象14刺激要因）にて抽出された功利的刺激要因、感情的刺激要因と感情要因で
ある快楽合計、覚醒合計の変数同士の相関分析を行った。相関分析結果を表4-16に示す。 
 
 
功利的刺激合計 快楽的刺激合計
現金割引 32.75 17.27
おまけ商品 25.11 17.23
クーポン 25.65 18.11
ポイント 28.15 19.37
自由度 3 3
Ｆ値 30.03 6.37
有意確率 0.000 0.000
32.75
25.11
25.65
28.13
17.27 17.23
18.11
19.37
16.00
20.00
24.00
28.00
32.00
現金割引 おまけ商品 クーポン ポイント
功利的刺激
感情的刺激
73 
 
表4-16 刺激要因と感情要因の相関分析結果 
 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
刺激要因と感情要因の相関分析結果より、功利的刺激要因と快楽合計（r=0.76）に強い
正の相関が、功利的刺激要因と覚醒合計（r=0.47）にやや強い正の相関が認められた。イ
ンセンティブに対する刺激要因のうち感情的刺激要因は、快楽合計、覚醒合計とも相関が
みられない結果となった。 
インセンティブ本来の機能に対する認知的な評価に基づく功利、機能面の刺激要因であ
る功利的刺激要因が、インセンティブに対する感情要因と正の相関があることを明らかに
した。これらより、インセンティブに対する消費者の感情要因に訴えるには、現金割引、
ポイントをはじめとするインセンティブの本来の功利的価値や、機能面を消費者に訴求す
ることが、愛着や感情面を訴求するより、インセンティブの感情要因に影響を与えること
を明らかにした。 
刺激要因が、感情状態に与える影響構造について、現金割引とポイントの2インセンテ
ィブに関して、功利的刺激要因、感情的刺激要因と感情要因である快楽合計、覚醒合計の
変数同士の相関分析を行った。相関分析結果を表4-17現金割引の刺激要因と感情要因の相
関分析結果、表4-18ポイントの刺激要因と感情要因の相関割引結果を示す。 
現金割引（N=120）の功利的刺激要因、感情的刺激要因と感情要因の相関分析結果につい
ては、功利的刺激要因と快楽合計（r=0.73）に強い正の相関が、功利的刺激要因と覚醒合
計（r=0.46）にやや強い正の相関が認められた。 
またポイント（N=112）の功利的刺激要因、感情的刺激要因と感情要因の相関分析結果に
ついては、功利的刺激要因と快楽合計（r=0.62）にやや強い正の相関が、また感情的刺激
要因においても快楽合計（r=0.47）とやや強い相関が認められた。 
インセンティブに対する刺激要因のうち功利的刺激要因は、現金割引（N=120）とポイン
ト（N=112）ともに、快楽合計（r=0.62）と正の相関が認められたが、感情的刺激要因につ
いては、ポイント（N=112）のみに快楽合計（r=0.47）とやや強い相関が認められた。これ
はインセンティブに対する刺激要因において、インセンティブにより感情要因に影響を与
える刺激要因が相違することを示している。ポイント（N=112）における感情的刺激要因が
功利的
刺激要因
感情的
刺激要因
快楽合計 覚醒合計
功利的
刺激要因 1 .27** .76** .47**
感情的
刺激要因 .27
** 1 .31** .35**
快楽合計 .76** .31** 1 .56**
覚醒合計 .47** .35** .56** 1
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感情要因（快楽合計（r=0.47）、覚醒合計（r=0.39））に相関が認められることから、現金
割引に比べ、消費者に訴求するには、功利的刺激要因とともに、感情的刺激要因も有効で
ある傾向を示しているものである。 
 
 
表4-17 現金割引の刺激要因と感情要因の相関分析結果 
  
功利的  
刺激要因 
感情的  
刺激要因 
快楽合計 覚醒合計 
功利的刺激要因 1 .06** .73** .46** 
感情的刺激要因 .06** 1 .09** .31** 
快楽合計 .73** .09** 1 .50** 
覚醒合計 .46** .31** .50** 1 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
表4-18 ポイントの刺激要因と感情要因の相関分析結果 
  
功利的  
刺激要因 
感情的  
刺激要因 
快楽合計 覚醒合計 
功利的刺激要因 1 .50** .62** .33** 
感情的刺激要因 .50** 1 .47** .39** 
快楽合計 .62** .47** 1 .52** 
覚醒合計 .33** .39** .52** 1 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
性別属性による刺激要因が、感情状態に与える影響構造について功利的刺激要因、感情
的刺激要因と感情要因である快楽合計、覚醒合計の変数同士の相関分析を行った。男性の
相関分析結果を表4-19、女性の相関分析結果を表4-20に示す。 
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表4-19 男性の刺激要因と感情要因の相関分析結果 
功利的  
刺激要因 
感情的  
刺激要因 
快楽合計 覚醒合計 
功利的刺激要因 1 .33** .77** .47** 
感情的刺激要因 .33** 1 .39** .31** 
快楽合計 .77** .39** 1 .54** 
覚醒合計 .47** .31** .54** 1 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
表4-20 女性の刺激要因と感情要因の相関分析結果 
功利的  
刺激要因 
感情的  
刺激要因 
快楽合計 覚醒合計 
功利的刺激要因 1 .19** .74** .47** 
感情的刺激要因 .19** 1 .19** .39** 
快楽合計 .74** .19** 1 .58** 
覚醒合計 .47** .39** .58** 1 
** 1% 水準で有意  * 5% 水準で有意 
 
男性（N=158）の功利的刺激要因、感情的刺激要因と感情要因である快楽合計、覚醒合計
の変数同士の相関分析結果については、功利的刺激要因と快楽合計（r=0.77）に強い正の
相関が、功利的刺激要因と覚醒合計（r=0.47）にやや強い正の相関が認められた。また女
性においても、男性（N=158）と同様に功利的刺激要因と快楽合計（r=0.74）に強い正の相
関が、功利的刺激要因と覚醒合計（r=0.47）にやや強い正の相関が認められた。功利的刺
激要因、感情的刺激要因と感情要因である快楽合計、覚醒合計の変数同士の相関分析にお
いては、男性、女性とも功利的刺激要因と快楽合計と覚醒合計に正の相関が認められた。
これは男性に比べ女性が、インセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行
動に与える影響を受けやすい傾向であることを示した反応行動と感情要因の相関とは相違
し、性別属性による評価の相違がないことが明らかにした。これらより性別により反応行
動と感情要因の相関と刺激要因と感情要因の相関は相違することを示している。 
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4.4 インセンティブに対する感情要因評価のまとめ 
 
本章における研究は、実際の店舗にて頻繁に行われているセールス・プロモーションの
インセンティブが、非計画購買に与える影響について、感情要因に着目し検証した。修正
版M-Rモデルを取り上げ、感情状態（Organism）が接近や回避等の反応行動（Response）
に影響を与える構造より、インセンティブに対する感情要因が非計画購買に与える影響に
ついて実証分析した。セールス・プロモーションの手段であるインセンティブに対する消
費者が抱く感情要因では、快楽、覚醒とも検証したインセンティブ間で相違し、ポイント
に比べ現金割引に対する感情要因に対する評価が高いことを明らかにした。 
消費者のインセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与える影響
の構造については、インセンティブに対する感情要因の覚醒次元と、非計画購買の予定外
機会（予定外購買時間、予定外購買頻度）に正の相関があることを明らかにした。 
現金割引とポイントのインセンティブ間では、現金割引の反応行動と感情要因の相関分
析結果について、強い相関は認められなかったが、ポイントにおいては、予定外単価、予
定外機会と覚醒合計においてやや強い相関が認められた。これは、ポイント利用に対する
感情要因（覚醒合計）が、現金割引に比べ反応行動である非計画購買へ影響しやすい傾向
があるといえる。性別属性による相関の相違について、男性に比べ女性は、インセンティ
ブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与える影響を受けやすい傾向である
ことを明らかにした。 
刺激要因と感情要因の相関分析結果より、功利的刺激要因と快楽合計に強い正の相関が、
功利的刺激要因と覚醒合計にやや強い正の相関が認められた。インセンティブ本来の機能
に対する認知的な評価に基づく功利、機能面の刺激要因である功利的刺激要因が、インセ
ンティブに対する感情要因と正の相関があることを明らかにした。 
これらより、インセンティブに対する消費者の感情要因に訴えるには、現金割引、ポイ
ントをはじめとするインセンティブの本来の功利的価値や、機能面を消費者に訴求するこ
とが、愛着や感情面を訴求するより、インセンティブの感情要因に影響を与えることを明
らかにした。現金割引とポイントのインセンティブ間の相違については、ポイントのみに
快楽合計とやや強い相関が認められ、インセンティブにより感情要因に影響を与える刺激
要因が相違することを示している。ポイントにおける感情的刺激要因が感情要因（快楽合
計、覚醒合計）に相関が認められることから、ポイントを消費者に訴求するには、功利的
刺激要因とともに、感情的刺激要因も有効である傾向を示しているといえる。 
性別属性については、反応行動と感情要因の相関分析結果について、男性は非計画購買
反応行動と感情要因間には強い相関は認められなかったが、女性の相関分析結果において、
予定外機会と覚醒合計間および予定外機会と快楽合計間にやや強い相関が認められた。男
性に比べ女性は、インセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与え
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る影響を受けやすい傾向であることを明らかにした。 
 
 
【注：第4章】 
 
（注4-1）選定したインセンティブに対する刺激特性はつぎの15刺激尺度であり、刺激尺
度の設問とともに示す。 
 
＜15刺激尺度＞ 
1. 気軽 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、気軽に利用できるからですか？ 
全く気軽に利用できない あまり気軽に利用できない どちらでもない 
やや気軽に利用できる 非常に気軽に利用できる 
2. ゲーム感覚 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、ゲーム感覚で利用できるからですか？ 
全くゲーム感覚で利用できない あまりゲーム感覚で利用できない  
どちらでもない ややゲーム感覚で利用できる 非常にゲーム感覚で利用できる 
3. 簡単 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、簡単に利用できるからですか？ 
全く簡単に利用できない  あまり簡単に利用できない  どちらでもない 
やや簡単に利用できる  非常に簡単に利用できる 
4. 安心 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、安心して利用できるからですか？ 
全く安心して利用できない  あまり安心して利用できない  どちらでもない 
やや安心して利用できる  非常に安心して利用できる 
5.確実 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、確実に利用できるからですか？ 
全く確実に利用できない  あまり確実に利用できない  どちらでもない 
やや確実に利用できる  非常に確実に利用できる 
6.便利 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、便利に利用できるからですか？ 
全く便利に利用できない  あまり便利に利用できない  どちらでもない 
やや便利に利用できる  非常に便利に利用できる 
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7.将来に利用 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、メリットを将来に利用できるからですか？ 
全くメリットを将来に利用できない  あまりメリットを将来に利用できない 
どちらでもない 
ややメリットを将来に利用できる  非常にメリットを将来に利用できる 
8.貯めて利用 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、メリットを貯めて利用できるからですか？ 
全くメリットを貯めて利用できない  あまりメリットを貯めて利用できない 
どちらでもない 
ややメリットを貯めて利用できる  非常にメリットを貯めて利用できる 
9.達成感 
（回答者が利用しているインセンティブ）の利用は、達成感をもって利用できるからで
すか？ 
全く達成感をもって利用できない  あまり達成感をもって利用できない 
どちらでもない 
やや達成感をもって利用できる  非常に達成感をもって利用できる 
10.お得 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、お得だからですか？ 
全く得ではない  あまり得ではない  どちらでもない 
やや得である  非常に得である 
11.わかりやすい 
（回答者が利用しているインセンティブ）は、インセンティブとしてわかりやすいから
ですか？ 
非常にわかりにくい  ややわかりにくい  どちらでもない 
ややわかりやすい  非常にわかりやすい 
12.特別な顧客 
（回答者が利用しているインセンティブ）の利用は、特別な顧客として扱われるからで
すか？ 
全く特別な顧客として扱われない  あまり特別な顧客として扱われない 
どちらでもない 
やや特別な顧客として扱われる  非常に特別な顧客として扱われる 
13.愛着 
（回答者が利用しているインセンティブ）の利用に、愛着があるからですか？ 
全く愛着がない  あまり愛着がない  どちらでもない 
やや愛着がある  非常に愛着がある 
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14.安くなる 
（回答者が利用しているインセンティブ）の利用は、安くなるからですか？ 
全く安くならない  あまり安くならない  どちらでもない 
やや安くなる  非常に安くなる 
15.広告宣伝 
（回答者が利用しているインセンティブ）の広告宣伝に、よく気づくからですか？ 
全く気づかない  あまり気づかない  どちらでもない 
やや気づく  非常に気づく 
 
 
（注 4-2）選定したインセンティブに対する感情状態尺度を構成する項目はつぎの 8 項目
であり、感情状態尺度の設問とともに示す。 
 
＜快楽4項目＞ 
1.楽しくない、楽しい 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
全く楽しくない あまり楽しくない どちらでもない やや楽しい 非常に楽しい 
2.いらいらする、喜びがある 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
非常にいらいらする ややいらいらする どちらでもない やや喜びがある  
非常に喜びがある 
3.満足できない、満足できる 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
全く満足できない あまり満足できない どちらでもない やや満足できる  
非常に満足できる 
4.うれしくない、うれしい 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
全くうれしくない あまりうれしくない どちらでもない ややうれしい  
非常にうれしい 
＜覚醒項目＞ 
1.リラックスする、刺激をうける 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
非常にリラックスする ややリラックスする どちらでもない やや刺激を受ける 
非常に刺激を受ける 
 
80 
 
2.落ち着く、興奮する 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
非常に落ち着く やや落ち着く どちらでもない やや興奮する 非常に興奮する 
3.敏感にならない、敏感になる 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
全く敏感にならない あまり敏感にならない どちらでもない やや敏感になる 
非常に敏感になる 
4.気持ちがたかぶらない、気持ちがたかぶる 
（回答者が利用しているインセンティブ）についての感情は？ 
全く気持ちが高ぶらない あまり気持ちが高ぶらない どちらでもない  
やや気持ちが高ぶる 非常に気持ちが高ぶる 
 
 
（注4-3）反応行動4尺度の設問とともにつぎに示す。 
 
＜非計画購買の項目＞ 
1.予定外購買金額 
ショッピング時（インターネットショッピングを除く）に店舗から（回答者が利用し
ているインセンティブ）の提供があると、予定していた金額以上の商品を購入するこ
とについて、多いですか少ないですか。 
非常に少ない やや少ない どちらでもない やや多い 非常に多い 
2.予定外購買商品 
ショッピング時（インターネットショッピングを除く）に店舗から（回答者が利用し
ているインセンティブ）の提供があると、予定外の商品まで購入することについて、
多いですか少ないですか。 
非常に少ない やや少ない どちらでもない やや多い 非常に多い 
3.予定外購買時間 
ショッピング時（インターネットショッピングを除く）に店舗から（回答者が利用し
ているインセンティブ）の提供があると、予定していた以上に長い時間ショッピング
することについて、多いですか少ないですか。 
非常に少ない やや少ない どちらでもない やや多い 非常に多い 
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4.予定外購買来店頻度 
ショッピング時（インターネットショッピングを除く）に店舗から（回答者が利用し
ているインセンティブ）の提供があると、予定していた以上に店舗を訪問（来店頻度）
することについて、多いですか少ないですか。 
非常に少ない やや少ない どちらでもない やや多い 非常に多い 
 
（注 4-4）調査は、株式会社ミクシィ・リサーチ（旧社名株式会社ネットマイル：本社東
京都渋谷区）にて登録している会員を対象に2012年12月実施した。 
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第5章 インセンティブに対する消費者態度評価 
5.1 インセンティブに対する消費者態度の研究の意義と課題 
 
企業間での連携拡大や事業多角化をめざす企業においては、経営戦略は多様な業種に跨
がり実行されている。流通業等における業種を跨ったプロモーション戦略では、多くの場
合統一した同一のメリットを消費者に提供し訴えている。しかしながら購買対象とする商
品に対する消費者関与やプロモーションに対する消費者態度は、業種ごとに多様であり、
消費者に適合した効果的なマーケティング戦略にむけては、検証が求められている。そこ
で流通業店頭購買で頻繁に行われる価格訴求型プロモーションのインセンティブについて、
商品に対する消費者の関与とインセンティブに対する知覚価値に着目し、業種間および消
費者属性間の視点より検証する。企業とのリレーションシップ形成に結び付く消費者の態
度につき、セールス・プロモーション手段ごとの影響について検証する。また店頭購買で
頻繁に行われる価格訴求型プロモーションの手段であるインセンティブについて、購買対
象となる商品・サービスに対する消費者の関与と、インセンティブに対する知覚価値に着
目し、業種間および消費者属性間の視点よりプロモーション手段であるインセンティブに
対する消費者態度を分析検証する。 
また外部環境のめまぐるしい変化のなか企業は、ITを活用し企業自身が成長できる市場
を求めている。どのような顧客に、どのような商品・サービスを、どのような手法で提供
するのかという最適なポジションを、明確にすることが重要である。 IT を活用した情報
に関する戦略は、新たな価値創造とIT投資対効果の最大化に向けて、どのように最適化を
図っていくかが求められている。  
データベース・マーケティング（Database Marketing）において、顧客識別マーケティ
ング（Customer Specific Marketing）を主張するWoolf[1996]は、成熟期の市場において、
顧客に適合させたサービスや店舗展開を行うマーケティングの重要性を示している。また
自社の顧客動向を把握する仕組み（フリクエンシー・プログラム）を構築し、利益をもた
らす優良顧客を把握選別する必要性を指摘している。  
しかしながら、 Kotler and Keller[2006]は、企業にとってカスタマー・リレーション
シップマネジメント（Customer Relationship Management）が有効性を発揮しえない理由
として、顧客データベースの構築維持に多大なコストと、スキルを備えた人材に多大な投
資が必要なことを示し、多大なコスト面を強調している。 
このような課題をかかえるデータベース・マーケティングであるが、一方で情報を収集
する手段としてポイントプログラム等のセールス･プロモーション（Sales Promotion）は、
消費者を囲い込むため、消費者へのベネフィットの提供することにより、消費者との絆を
形成している。 
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これらセールス・プロモーションによる消費者とのリレーションシップの形成は、デー
タベース・マーケティングにおける効果であり、競合先との差別化の源泉となる。そこで
もうひとつの効果として、消費者との絆を形成するセールス・プロモーションが消費者の
購買態度に与える影響について着目する。企業とのリレーションシップ形成に結び付く消
費者の態度につき、セールス・プロモーション手段ごとの影響について検証する。 
本章では、まず購買対象となる商品・サービスに対する消費者の関与と、インセンティ
ブに対する知覚価値に着目し、業種間および消費者属性間の視点よりプロモーション手段
であるインセンティブに対する消費者態度を分析検証する。つぎに企業とのリレーション
シップ形成に結び付くコミットメントをはじめとるす消費者態度につき、セールス・プロ
モーション手段ごとの影響について検証する。 
 
5.2 検証する消費者態度 
 
企業は、環境変化に対応し、競争優位なポジションを確立していくうえで、消費者との
安定的な関係に基づく確固たる顧客基盤を築くことが必要である。マーケティングにおい
ては、製品やサービスによるベネフィットを提供するだけでの関係に留まらず、消費者と
の関係性が志向され、消費者とブランドの関係を記述する概念としてブランド・ロイヤル
ティとブランド・コミットメントがある。 
青木[2004]は、ブランド・コミットメントとブランド・ロイヤルティを互いに密接に関
係するが別個の概念として捉えられ、その区別は態度的な概念と行動上の概念の違いに根
差していることを主張し、またブランド・コミットメントの概念を、真の意味でのブラン
ド・ロイヤルティと見せかけのロイヤルティ（惰性）とを区別する際の重要な指標である
と指摘している。 
井上[2008]は、ブランド・コミットメントを特定のブランドに向けられた情緒的ないし
心理的な愛着であるとし、ブランド・ロイヤルティを消費者の行動特性を捉えた概念であ
り、同一ブランドの継続的な反復購買をさすものと示している。また井上[2008]は、行動
的アプローチであるブランド・ロイヤルティでは反復購買の背景にある様々な消費者のモ
チベーションを把握できないことを指摘し、コミットメントは、ブランドが積極的な意味
で消費者から支持を得ているのか、あるいは単なる惰性であるのかを区別する重要な変数
であると主張している。 
寺本[2009]は、ロイヤルティとコミットメントの関係を考慮する場合、反復購買時の価
格や特別陳列等の状態を把握する必要性を示し、実際の店舗では頻繁にプロモーションが
行われていることから、最寄品における消費者の購買行動をプロモーションの影響を無視
して説明することは困難であることを指摘している。ブランド・コミットメントの消費者
の態度形成に対する効果について、久保田[2006]は、ヘアサロン利用者を対象に、計算的
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コミットメントと感情的コミットメントが関係貢献意向（関係へ貢献する意思）と関係継
続意向（関係を維持する意思）との間に正の有意な関係があることを実証分析している。
また清水[2007]は、野菜ジュース利用者のシングルソースデータを実証分析し、感情的コ
ミットメントが高ければ定番（通常）で購入しやすく、特売で購入しにくいこと、特売で
購入した消費者の感情的コミットメントは低下することを指摘している。 
しかしながら、スーパーやドラッグストアなど頻繁にプロモーションが行われているが、
これまでプロモーションがかかっている状況での消費者の態度に与える影響の研究につい
ては、参照価格に関する研究はあるものの、あまり検証されてこなかった。 
そこで本章の研究は、「消費者の態度的な概念であるブランド・コミットメントがセール
ス・プロモーション手段ごとに相違する」を仮説とし、態度的な概念であるブランド・コ
ミットメントにおいてセールス・プロモーション手段ごとの影響を検証する。検証するコ
ミットメントの次元について、井上[2009]は、ブランド・コミットメントを構成する3つ
の次元を特定し、各次元は消費者の行動に明確な影響を及ぼしていることをブランド・コ
ミットメント3次元で検証している。また佐藤[2006]は、消費者は過去の購買行動に基づ
いて当該ブランドに対する感情的コミットメントと計算的コミットッメントが影響を受け
ることを2次元で実証している。これら多次元でのコミットメントについての先行研究も
あるが、本研究において実証するブランド・コミットメントについては、佐藤[2006]をは
じめ先行研究（Amine[2009]）において妥当性が経験的に確認されている計算的コミットメ
ントと感情的コミットメントの2次元にて検証する。 
コミットメントの2次元尺度については、検証する店舗に対するコミットメント及びセ
ールス・プロモーションの3手段に対応するよう井上[2009]、清水[2007]が実証分析した
コミットメント尺度を参考に、計算的コミットメント3尺度、感情的コミットメント3尺
度の合計 6 尺度をインセンティブに対する尺度と店舗に対する尺度（注 5-1）を作成し分
析した。  
セールス・プロモーションの手段に対する知覚価値についてはO’Brien and Jones[1995]
が示した特典制度、プログラム制度における5つの価値尺度を参考に、本研究のセールス・
プロモーション手段に対応するよう著者が4尺度を作成し分析した。 
また商品サービスに対する関与の測定尺度は、青木［1990］の低関与型の製品クラスや
購買行動を対象とした尺度開発に関する研究を参考とした。青木［1990］の研究において
消費者関与を対象や状況といった諸要因によって活性化された消費者個人内の目的志向的
な状態と示し、活性化の契機となる要因に着目して「対象特定的関与」である製品関与と
「状況（課題）特定的関与」である購買意思決定関与に区分している。そこでこれら青木
［1990］の区分した製品関与、購買意思決定関与の尺度より、本研究に対応するよう 10
尺度を修正し分析に使用した。検証には、作成した知覚価値についての5尺度および関与
に関する10尺度（注5-2）にて分析した。 
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5.3 商品に対する消費者の関与とインセンティブに対する知覚価値 
5.3.1 先行研究と調査の内容 
 
セールス・プロモーションに関する研究がどのような発展過程をたどってきたかの先行
研究成果について、恩蔵［1990］は消費財メーカーによるセールス・プロモーションを取
り上げ、先行研究を「売上への効果」と「消費者間の識別」の分類次元で整理している。
恩蔵［1990］はこれら分類枠組みの「売上への効果」では、セールス・プロモーションを
実施した場合の効果を、売上高や利益高をどれだけ変化させたかという量的効果と、売上
高の増加がなぜ生じるのかを解明する質的効果にさらに区分し、分類している。また「消
費者間の識別」では、どのような属性を有した消費者が、セールス・プロモーションによ
く反応するのかという観点や、セールス・プロモーションが有効なセグメントとそうでな
いセグメントを理解する観点から先行研究を分類している。 
米国においても Blattberg et al.［1978］ は、洗剤やティシュ等購買頻度の高い商品
では、乗用車所有や持ち家の世帯においてセールス・プロモーションによく反応する傾向
が強いことを示している。またBawa and Shoemaker［1987］は、クーポン利用率の高い世
帯は、 高所得で夫の学歴が高く、都市部に居住している特徴があることを示している。 
流通業界を中心に経営統合や業務提携、また同業種間だけでなく、異業種間でも業態に
囚われない事業への取組、異業種等との積極的な連携等展開が行われている。業種間の視
点よりインセンティブに対する消費者態度を分析するのは、これら異業種、多業種との連
携進展とともに業種・業態を跨ったセールス・プロモーションが消費者に対して行われて
おり、消費者は業種・業態ごとに多様な反応を示しているからである。 
小川［2013］は、個々の消費者が「同一業種内」ばかりで比べているのではなく、消費
者自身が接している様々な商品・サービスを比べて選択をしていることを指摘し、顧客満
足度指数 は業種を超えた評価システムであることを示している。図5-1に公益財団法人日
本生産性法部サービス産業生産性協議会［2014］日本版顧客満足度指数より引用し「2014
年度JCSI 業種・業態別顧客満足度指数」を示す。顧客満足度において、トップ企業と下
位企業のCSI のスコアに余り差がなく、ばらつきが小さい業種と大きい業種が存在するの
が示されており、消費者は業種・業態ごとに多様な反応を示している。 
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図5-1 2014年度 JCSI 業種・業態別顧客満足度指数 
公益財団法人日本生産性法部サービス産業生産性協議会（日本版顧客満足度指数）より引用 
http://activity.jpc-net.jp/detail/srv/activity001439/attached.pdf 
 
 本研究は、消費者が流通を中心とする業種店舗で購入する商品・サービスに対する消費
者関与（製品関与と購買意思決定関与）と消費者態度（インセンティブに対する知覚価値）
を5件法間隔尺度で検証し、業種間および消費者属性間にプロモーション効果が与える影
響について実証分析した。  
セールス・プロモーション手段に対する知覚価値等の消費者態度に関するアンケート調
査（注5-3）は、インターネット調査にて行った。調査は、まず（1）インターネットショ
ッピングを除くショピング利用状況（業種選択肢群（注 5-4）から訪れてよく利用する業
種店舗を一つ選択回答）、（2）セールス・プロモーション利用状況設問（注 5-5）（同じ価
値の現金割引、クーポン、ポイントのセールス・プロモーションの3インセンティブが提
供される場合、よく利用するインセンティブを一つ選択回答）、の2つの利用状況について
の回答をもとめた。（1）ショピング利用状況結果を表5-1に、（2）セールス・プロモーシ
ョン利用状況の性別、年代別の結果を表5-2、表5-3に示す。 
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表5-1 ショピング利用状況 
  合計 男性 女性 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 以上 
家電量販店 313  253 60 53 63 64 64 69 
ガソリンスタンド店 198  149 49 41 34 38 50 35 
総合スーパー 1,365  603 762 202 205 259 321 378 
食品スーパー 2,368  904 1,464 368 475 463 503 559 
百貨店 143  45 98 19 27 22 39 36 
コンビニエンス・ストア 998  766 232 329 230 200 159 80 
ドラッグストア 659  243 416 149 172 142 111 85 
外食店 145  88 57 40 23 26 32 24 
ホームセンター 232  186 46 15 37 54 49 77 
生活関連用品店 51  26 25 13 12 10 10 6 
旅行代理店 31  17 14 6 3 4 9 9 
衣料品店 95  26 69 39 23 14 6 13 
ショッピングセンター 337  141 196 84 72 91 48 42 
美容・理容店 20  4 16 4 3 5 3 5 
映像ソフト・書籍店 123  90 33 47 25 22 19 10 
化粧品店 38  3 35 14 9 7 4 4 
その他の小売店舗 59  36 23 8 18 15 7 11 
合計 7,175  3,580 3,595 1431 1431 1436 1434 1443 
 
表5-1ショピング利用状況より、ショッピング利用先別では、食品スーパー（N=2,368）
が最も多く、上位3利用先は、総合スーパ （ーN=1,365）、コンビニエンス・ストア（N=998）
であった。性別においては、男性が家電量販店（N=253）、ガソリンスタンド（N=149）、コ
ンビニエンス・ストア（N=766）、ホームセンター（N=186）で女性より多く、女性は食品ス
ーパ （ーN=1,464）、百貨店（N=98）、ドラッグストア（N=416）、ショッピングセンタ （ーN=196）
で男性より多い結果となり、性別による利用先の選好傾向があることを示した。 
年代においては、20 歳代から 60 歳以上に 5 区分した年代間属性の結果より、各年代に
比べ20歳代の利用が多いショッピング利用先は、コンビニエンス・ストア（N=329）、外食
店（N=40）であり、60歳以上の利用が多い利用先は、総合スーパー、食品スーパー、ホー
ムセンターであった。年代間においても、利用先の選好に特徴があることを示した。 
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表5-2 セールス・プロモーション性別の利用状況 
利用インセンティブ 
  現金割引 クーポン ポイント 合計 
男性 2,112 141 1,327 3,580  
女性 2,161 155 1,279 3,595  
合計 4,273 296 2,606 7,175  
 
表5-3 セールス・プロモーション年代別の利用状況 
利用インセンティブ 
  現金割引 クーポン ポイント 合計 
20 歳代 867 82 482 1,431  
30 歳代 859 65 507 1,431  
40 歳代 838 49 549 1,436  
50 歳代 819 51 564 1,434  
60 歳以上 890 49 504 1,443  
合計 4,273 296 2,606 7,175  
 
表 5-2、表 5-3 よりセールス・プロモーション手段の利用状況につき、性別においては
各インセンティブ利用に特徴は見られなかった。年代においては現金割引においては、60
歳以上（N=890）が、ポイントにおいては50歳代（N=564）の利用が、各年代より多く年代
間において、利用するインセンティブが相違する傾向があることを示した。 
 
これら（1）、（2）の利用状況想定のもと、①「利用する業種店舗で購入する商品・サー
ビスに対する関与」に関する設問、および②「利用するインセンティブに対する知覚価値」
に関する設問により、合計7,175名（男性比率49.90%、平均年齢45.06歳）より回答を得
た。調査には、①「利用する業種店舗で購入する商品・サービスに対する関与」に関する
10設問（製品関与、購買意思決定関与）および②「利用するインセンティブに対する知覚
価値」に関する4設問、③「利用するインセンティブに対するコミットメント」に関する
12設問が含まれる。 
関与の測定尺度は、前述の青木［1990］の低関与型の製品クラスや購買行動を対象とし
た尺度開発に関する研究における製品関与、購買意思決定関与の尺度より、本研究に対応
するよう10尺度を修正し分析した。 
また知覚価値の測定尺度についてはO’Brien and Jones［1995］が示したセールス・プ
ロモーションの特典・プログラム制度における5つの価値評価を参考に、本研究のセール
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ス・プロモーション手段であるインセンティブに対応するよう著者が知覚価値4尺度を作
成し分析した。 
 
5.3.2 調査による関与、知覚価値結果 
 
関与と知覚価値の業種間の調査分析結果について表5-4に示す。それぞれの設問に対し
て、 5件法間隔尺度で回答を求めた。検証するデータの数値は、5件法で得た回答の数字
をそのまま分析に使用し、関与については、10設問の回答合計値を、知覚価値については
4設問合計値をそれぞれ被験者間で分散分析を行った。 
 
表5-4 ショッピング利用先別の関与、知覚価値結果 
  回答者数 関与 知覚価値 
家電量販店 313 33.51 13.88 
ガソリンスタンド店 198 29.54 13.25 
総合スーパー 1,365 32.19 13.67 
食品スーパー 2,368 31.84 13.67 
百貨店 143 34.76 14.57 
コンビニエンス・ストア 998 30.35 13.10 
ドラッグストア 659 32.23 13.90 
外食店 145 33.17 13.88 
ホームセンター 232 31.74 12.64 
生活関連用品店 51 32.82 13.12 
旅行代理店 31 35.71 14.61 
衣料品店 95 34.98 14.00 
ショッピングセンター 337 33.06 13.50 
美容・理容店 20 34.25 13.50 
映像ソフト・書籍店 123 33.99 13.86 
化粧品店 38 33.29 14.42 
その他の小売店舗 59 31.90 13.20 
合計 7,175 32.00 13.60 
 
関与（F値＝15.76、自由度16、有意確率＝0.000）と知覚価値（F値＝7.17、自由度16、
有意確率＝0.000）、それぞれにおいて5％水準で有意に差があり、関与についてはガソリ
ンスタンド（29.54、N=198）利用者の評価が、知覚価値についてはホームセンタ （ー12.64、
N=232）利用者の評価が最も低い評価であった。関与と知覚価値の影響構造について、相関
90 
 
分析を行った。相関分析結果より、関与と知覚価値（r=0.41）にやや強い正の相関が認め
られ、これらより業種店舗で購入する商品・サービスに対する関与が低ければ、店舗より
提供されるインセンティブに対する知覚価値も低い評価傾向であることを明らかにした。
図5－2に示す。 
 
 
図5-2 ショッピング利用先別の関与、知覚価値 
 
知覚価値についてTukeyのHSD法による多重比較の結果、最も低い評価であったホーム
センター（12.64、N=232）とガソリンスタンド、コンビニエンス・ストア、生活関連用品
店、美容・理容店、その他小売店との組み合わせは有意とならなかったが、これ以外のホ
ームセンターとのすべての組み合わせにおいて、5％水準で有意に差があることが認められ
た。 
ホームセンターとともに、企業の事業多角化や事業連携などにより、企業体によれば同
一のマーケティングが実行されるドラッグストア（13.90、N=659）、食品スーパ （ー13.67、
N=2,368）、総合スーパー（13.67、N=1,365）の知覚価値の評価は、ホームセンターに比べ
高い評価であり、業種間で評価が相違することを明らかにした。  
 次にポイント利用者（N=2,605）の関与と知覚価値の業種間の調査分析結果について表
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5-5に示す。 
 
表5-5 ポイント利用者のショッピング利用先別の関与、知覚価値結果 
  回答者数 関与 知覚価値 
家電量販店 142 33.80 14.24 
ガソリンスタンド店 57 30.33 13.63 
総合スーパー 458 32.10 13.52 
食品スーパー 751 31.80 13.52 
百貨店 43 34.84 14.51 
コンビニエンス・ストア 457 30.71 13.06 
ドラッグストア 316 32.08 13.82 
外食店 26 33.65 13.65 
ホームセンター 94 31.96 12.37 
生活関連用品店 16 33.00 13.06 
旅行代理店 10 36.00 15.30 
衣料品店 19 35.00 13.74 
ショッピングセンター 126 32.77 13.27 
美容・理容店 9 33.78 13.44 
映像ソフト・書籍店 51 33.24 13.47 
化粧品店 12 30.33 13.92 
その他の小売店舗 19 30.32 12.47 
合計 2,606 31.96 13.48 
 
関与（F値＝4.82、自由度16、有意確率＝0.000）と知覚価値（F値＝4.07、自由度16、
有意確率＝0.000）、それぞれにおいて 5％水準で有意に差があり、関与についてはガソリ
ンスタンド（30.33、N=57）、化粧品店（30.33、N=12）、その他の小売店舗（30.32、N=19）
利用者の評価が、知覚価値についてはホームセンタ （ー12.37、N=94）利用者の評価が最も
低い評価であった。関与と知覚価値の影響構造について、相関分析を行った。相関分析結
果より、全体（N=7,175）と同様に関与と知覚価値（r=0.44）にやや強い正の相関が認めら
れ、これらよりポイント利用者においても業種店舗で購入する商品・サービスに対する関
与が低ければ、店舗より提供されるインセンティブに対する知覚価値も低い評価傾向であ
ることを明らかにした。図5－3にポイント利用者の利用先別関与、知覚価値を示す。 
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図5－3 ポイント利用者の利用先別の関与、知覚価値 
 
知覚価値についてTukeyのHSD法による多重比較の結果、最も低い評価であったホーム
センタ （ー12.37、N=94）と企業体によれば同一のマーケティングが実行されるドラッグス
トア（13.82、N=316）、食品スーパー（13.52、N=751）、総合スーパー（13.52、N=458）と
の組み合わせにおいて、5％水準で有意に差があることが認められた。 
4 業種の知覚価値の評価は、ホームセンターに比べ高い評価であり、業種間で評価が相
違することを明らかにした。これら4業種においては共通ポイントによる価格訴求型プロ
モーションも浸透しており、業種間でのインセンティブに対する知覚価値の消費者評価が
相違することを把握したプロモーション戦略が必要であるといえる。 
 
5.3.3 知覚価値の属性間結果 
 
総合計（N=7,175）の知覚価値の消費者属性間の調査分析結果については、性別（F値＝
123.38、自由度1、有意確率＝0.000）、未婚既婚（F値＝25.13、自由度1、有意確率＝0.000）、
子供有無（F値＝17.80、自由度1、有意確率＝0.000）それぞれにおいて5％水準で有意に
差があり、消費者属性において、女性（13.95、N=3,595）、既婚（13.72、N=4,481）、子供
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有（13.73、N=3,824）の属性がそれぞれ高い評価であった。表5-6、図5-4に示す。 
 
表5-6 性別間、未婚既婚間、子供有無間の回答者数 
    回答者数   回答者数 
性別 男性 3,580  女性 3,595  
未婚既婚 未婚 2,694  既婚 4,481  
子供有無 子供無 3,351  子供有 3,824  
 
 
図5-4 性別間、未婚既婚間、子供有無間の知覚価値平均値 
 
年代属性については、合計（N=7,175）では有意差が認められなかったが、性別女性
（N=3,595、F値＝2.85、自由度4、有意確率＝0.023）において5％水準で有意に差が認め
られ20歳代に比べ60歳以上の知覚価値評価が高く、高齢な消費者ほど高い評価となる傾
向が示された。また正規雇用、非正規雇用、主婦・学生、自営その他、に区分した働き方
属性（F値＝25.31、自由度3、有意確率＝0.000）については、5％水準で有意に差が認め
られた。TukeyのHSD法による多重比較の結果、最も高い評価であった主婦・学生（14.05、
N=1,830）とすべての組み合わせにおいて5％水準で有意に差があることが認められた。こ
れらの検証結果より、消費主体自体の家族や世帯構成、および働き方の属性相違により、
インセンティブに対する知覚価値評価が相違することを明らかにした。女性の年代別知覚
価値の平均値を表5-7、図5-5に、および働き方属性の知覚価値の平均値を表5-8、図5-6
に示す。 
 
男性13.24
女性13.95
未婚13.39
既婚13.72
子供無13.45
子供有13.73
13.00
13.50
14.00
男性 未婚 子供無 女性 既婚 子供有
性別 未婚・既婚 子供有・無
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表5-7女性の年代別知覚価値の平均値 
女性 回答者数 知覚価値平均 標準偏差 
20 歳代 721 13.69 2.93 
30 歳代 716 13.95 2.90 
40 歳代 718 13.91 2.70 
50 歳代 722 14.11 2.71 
60 歳以上 718 14.11 2.49 
合計 3,595 13.95 2.76 
 
 
図5-5 女性の年代別知覚価値 
 
 
表5-8 働き方属性間の知覚価値の平均値 
働き方 回答者数 知覚価値平均
正規雇用 2,607 13.44 
非正規雇用 940 13.64 
主婦学生 1,830 14.05 
自営その他 1,798 13.34 
合計 7,175 13.60 
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図5-6 働き方属性間の知覚価値 
 
 
5.4 プロモーション手段間の消費者態度に対する影響 
5.4.1 調査によるコミットメント分析結果 
 
企業とのリレーションシップ形成に結び付くコミットメントや知覚価値の消費者態度に
つき、セールス・プロモーション手段ごとの影響について検証する。コミットメントにつ
いては、セールス・プロモーション手段であるインセンティブ（現金割引、クーポン、ポ
イント）に対するコミットメントと、商品・サービスの購買利用先でありインセンティブ
を提供する店舗に対するコミットメントを検証する。検証するコミットメントは、本研究
に対応するよう計算的コミットメント3尺度、感情的コミットメント3尺度の合計6尺度
にて分析検証する。それぞれの設問に対して、 前節5.3と同様に5件法間隔尺度で回答を
求めた。検証するデータの数値は、5 件法で得た回答の数字をそのまま分析に使用し、イ
ンセンティブに対するコミットメントおよび店舗に対するコミットメントについては、6
設問の回答合計値を、知覚価値については前節5.3で検証分析した4設問合計値を使用し、
それぞれ被験者間で分散分析を行った。インセンティブ間（現金割引、クーポン、ポイン
ト）の知覚価値分析結果について表5-9、図5-7に示す。 
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表5-9 インセンティブ間の知覚価値平均値の記述統計結果 
インセンティブ 回答者数 知覚価値平均値 標準偏差 
現金割引 4,273 13.70  2.82  
クーポン 296 13.15  2.65  
ポイント 2,606 13.48  2.59  
合計 7,175 13.60  2.74  
 
 
 
図5-7 インセンティブ間の知覚価値平均値 
 
インセンティブ間の知覚価値平均値の記述統計結果（F値＝9.54、自由度2、有意確率＝
0.000）より、 5％水準で有意に差があり、インセンティブに対する知覚価値については現
金割引（13.70）を選択し利用する消費者がそれぞれ高い評価であった。これら結果より知
覚価値が、セールス・プロモーション手段ごとに相違することを明らかにした。 
 インセンティブに対するコミットメントおよび店舗に対するコミットメントの計算的コ
ミットメントと感情的コミットメントについて分析結果についてそれぞれ表5-10、表5-11
に示す。 
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表5-10 インセンティブに対するコミットメントの平均値 
    
計算的       
コミットメント 
感情的       
コミットメント 
合計        
コミットメント 
インセンティブ 回答者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
現金割引 4,273 8.75 1.99 9.30 1.79 18.05 2.95
クーポン 296 9.01 1.92 9.21 1.90 18.22 3.15
ポイント 2,606 8.82 1.93 9.41 1.78 18.23 2.85
合計 7,175 8.78 1.96 9.34 1.79 18.12 2.92
 
表5-11 店舗に対するコミットメントの平均値 
    
計算的       
コミットメント 
感情的       
コミットメント 
合計        
コミットメント 
インセンティブ 回答者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
現金割引 4,273 8.68 2.12 9.39 1.92 18.06 2.94
クーポン 296 8.83 2.15 9.57 1.98 18.41 3.24
ポイント 2,606 8.74 2.07 9.53 1.92 18.27 2.92
合計 7,175 8.71 2.10 9.45 1.92 18.15 2.95
 
表 5-10、表 5-11 よりインセンティブに対するコミットメントの平均値、店舗に対する
コミットメントの平均値とも計算的コミットメントに比べ感情的コミットメントが高い評
価であった。インセンティブに対する合計コミットメントの平均値（F値＝3.25、自由度2、
有意確率＝0.039）について 5％水準で有意に差があり、現金割引（18.05）に比べ、ポイ
ント（18.23）、クーポン（18.22）が高い評価であった。店舗に対する合計コミットメント
（F 値＝5.17、自由度 2、有意確率＝0.006）について 5％水準で有意に差があり、現金割
引（18.06）に比べ、クーポン（18.41）、ポイント（18.27）が高い評価であり、前節の現
金割引が最も高い評価であった知覚価値結果と相違し、インセンティブおよび店舗に対す
るコミットメントに関しては、現金割引に比べポイント、クーポンが高い評価であり、イ
ンセンティブ間で相違することを明らかにした。図5-8にインセンティブ間のコミットメ
ントの平均値を示す。 
 インセンティブに対するコミットメントの平均値、店舗に対するコミットメントの平均
値の業種間の調査分析結果について表5-12、図5-9に示す。 
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図5-8 インセンティブ間のコミットメントの平均値 
 
表5-12ショッピング利用先別のコミットメントの平均値結果 
  回答者数 インセンティブ 店舗 
家電量販店 313 18.31 18.13 
ガソリンスタンド店 198 18.12 18.19 
総合スーパー 1,365 18.24 18.35 
食品スーパー 2,368 17.95 17.96 
百貨店 143 18.97 19.40 
コンビニエンス・ストア 998 18.15 18.17 
ドラッグストア 659 18.08 17.95 
外食店 145 18.24 18.44 
ホームセンター 232 17.71 17.74 
生活関連用品店 51 18.18 17.96 
旅行代理店 31 18.68 18.29 
衣料品店 95 18.72 18.44 
ショッピングセンター 337 18.21 18.48 
美容・理容店 20 18.00 19.90 
映像ソフト・書籍店 123 18.14 17.85 
化粧品店 38 19.03 18.74 
その他の小売店舗 59 18.08 18.66 
合計 7,175 18.12 18.15 
 
現金割引
クーポンポイント
18.00
18.10
18.20
18.30
18.40
18.50
18.00 18.10 18.20 18.30 18.40 18.50
店舗に対するコミットメント
インセンティブに対
するコミットメント
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図5-9ショッピング利用先別のコミットメントの平均値 
 
インセンティブに対するコミットメントの平均値と店舗に対するコミットメントの平均
値の影響構造について、相関分析を行った。相関分析結果より、インセンティブに対する
コミットメントと店舗に対するコミットメント（r=0.54）にやや強い正の相関が認められ、
これらより利用者において商品・サービスを購入する店舗に対する関与が高ければ、店舗
より提供されるインセンティブに対するコミットメントも高い評価傾向であることを明ら
かにした。 
インセンティブに対するコミットメントについてTukeyのHSD法による多重比較の結果、
最も低い評価であったホームセンター（17.71、N=232）と百貨店（18.97、N=143）との組
み合わせにおいて有意となったが、これ以外のホームセンターとのすべての組み合わせに
おいて、5％水準で有意に差があることが認められなかった。 
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5.4.2 コミットメント分析の属性間結果 
 
総合計（N=7,175）のインセンティブに対するコミットメントの消費者属性間の調査分析
結果については、性別については、有意差が認められなかったが、未婚既婚（F値＝6.63、
自由度1、有意確率＝0.010）、子供有無（F値＝12.61、自由度1、有意確率＝0.000）それ
ぞれにおいて 5％水準で有意に差があり、消費者属性において、既婚（18.19、N=4,694）、
子供有（18.23、N=3,824）の属性がそれぞれ高い評価であった。表5-13、図5-10に示す。 
 
表5-13 未婚既婚間および子供有無間のインセンティブに対するコミットメント平均値 
  回答者数 ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ平均 標準偏差 
未婚 2,694  18.01 3.03 
既婚 4,481  18.19 2.86 
  回答者数 ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ平均 標準偏差 
子供無 3,351  17.99 3.05 
子供有 3,824  18.23 2.80 
 
 
図5-10 未婚既婚間および子供有無間のインセンティブに対するコミットメント 
 
年代属性については、合計（N=7,175、F値＝4.85、自由度4、有意確率＝0.001）におい
て 5％水準で有意に差が認められたが、20 歳代と 30 歳代、50 歳代のインセンティブに対
するコミットメントに対する評価に際立った評価差はなく、年代による傾向は示されなか
った。 
未婚18.01
既婚18.19
子供無17.99
子供有18.23
17.8
18.3
未婚 子供無 既婚 子供有
未婚・既婚 子供有・無
101 
 
また正規雇用、非正規雇用、主婦・学生、自営その他、に区分した働き方属性（F 値＝
3.83、自由度3、有意確率＝0.009）については、5％水準で有意に差が認められた。Tukey
のHSD法による多重比較の結果、最も高い評価であった主婦・学生（18.28、N=1,830）と
自営その他（17.96、N=1,798）の組み合わせにおいて 5％水準で有意に差があることが認
められた。これらの検証結果より、働き方の属性相違により、インセンティブに対するコ
ミットメントが相違することを明らかにした。年代別のインセンティブに対するコミット
メント平均値を表 5-14、図 5-11 に、および働き方属性間のインセンティブに対するコミ
ットメント平均値を表5-15、図5-12に示す。 
 
表5-14 年代別のインセンティブに対するコミットメント平均値 
  回答者数 コミットメント平均 標準偏差 
20 歳代 1,431  18.10 3.15 
30 歳代 1,431  18.13 3.09 
40 歳代 1,436  17.89 2.92 
50 歳代 1,434  18.11 2.73 
60 歳以上 1,443  18.37 2.67 
合計 7,175  18.12 2.92 
 
 
図5-11 年代別のインセンティブに対するコミットメント 
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表5-15 働き方属性間のインセンティブに対するコミットメント平均値 
働き方 回答者数 コミットメント平均 標準偏差 
正規雇用 2,607 18.09 3.04 
非正規雇用 940 18.20 2.95 
主婦学生 1,830 18.28 2.85 
自営その他 1,798 17.96 2.80 
合計 7,175 18.12 2.92 
 
 
図5-12 働き方属性間のインセンティブに対するコミットメント 
 
 
5.5 インセンティブに対する消費者態度評価のまとめ 
 
購買対象とする商品に対する関与とインセンティブに対する知覚価値の影響構造につい
て、相関分析結果より、関与と知覚価値にやや強い正の相関が認められた。これらより業
種店舗で購入する商品・サービスに対する関与が低ければ、店舗より提供されるインセン
ティブに対する知覚価値も低い評価傾向であることを明らかにした。 
ポイント利用者においても業種店舗で購入する商品・サービスに対する関与が低ければ、
店舗より提供されるインセンティブに対する知覚価値も低い評価傾向であることを明らか
にした。 
ポイント利用者の業種間の知覚価値については、ホームセンターと同一のマーケティン
グが実行されることがある3業種（ドラッグストア、食品スーパー、総合スーパー）の知
覚価値の評価は、ホームセンターに比べ高い評価であり、業種間で評価が相違することを
正規雇用
13.75
非正規雇用
13.92
主婦学生
14.14
自営その他
13.71
17.50
18.00
18.50
正規雇用 非正規雇用 主婦学生 自営その他
働き方
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明らかにした。これら4業種については、同一企業体等では共通ポイントによる価格訴求
型プロモーションも浸透しており、業種間でのインセンティブに対する知覚価値の消費者
評価が相違することを把握したプロモーション戦略が必要であるといえる。 
インセンティブ自体に対する消費者の知覚価値は、現金割引がいちばん高い評価結果で
あった。またポイント、クーポンは、店舗に対するコミットメント及びセールス・プロモ
ーションの手段であるインセンティブに対するコミットメントにおいて、現金割引に比べ
高い評価であることを明らかにした。これらより現金割引は、消費者を誘引し購買行動へ
訴求する「お買い得感」は高いが、店舗およびインセンティブに対するコミットメントが
ポイント、クーポンに比べ低いことを示した。 
現金割引は、短期的な売上増加には効果を発揮するが、長期的な視点にたった消費者と
の情緒的ないし心理的な愛着の関係を構築するには、ポイント、クーポンが、現金割引に
比べ消費者の態度に影響を与えていることを検証した。データベース・マーケティングに
利用されるポイント、クーポンは、現金割引に比べ、消費者との絆を形成する心理的な影
響を与えていることを明らかにした。 
業種間および消費主体自体の家族や働き方の属性の検証より、インセンティブに対する
知覚価値評価が相違することを明らかにした。消費者属性において、女性、既婚、子供有
の属性および働き方属性の主婦学生の知覚価値平均値がそれぞれ高い評価であった。また
インセンティブに対するコミットメントの属性間の検証では、性別に有意差は認められな
かったが、知覚価値と同様に既婚、子供有の属性および働き方属性の主婦学生のコミット
メント平均値がそれぞれ高い評価であった。これらより業種間および消費者属性間の消費
者態度評価が相違することを把握したプロモーション戦略の必要性を明らかにした。 
 
 
【注：第5章】 
 
（注 5-1）作成したインセンティブおよび店舗に対する計算的コミットメント、感情的コ
ミットメントは次のとおりである。 
＜インセンティブに対する計算的コミットメント3尺度＞ 
①利用するのは、他のインセンティブを検討するのが面倒だからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②利用しているインセンティブから他のインセンティブに切り替えて失敗したくないか
らですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
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③利用についてあまり深く考えていない。何となくこのインセンティブを利用している
からですか。  
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
＜インセンティブに対する感情的コミットメント3尺度＞ 
①利用するのは、インセンティブを信頼しているからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②利用するのは、インセンティブに対して愛着や親しみをいだいているからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
③他のインセンティブより、多少条件が悪くても、この「インセンティブ」を利用した
いですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
＜店舗に対する計算的コミットメント3尺度＞ 
①利用するのは、 他の店舗を検討するのが面倒だからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②利用している店舗から 他の店舗に切り替えて失敗したくないからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
③ 店舗利用についてあまり深く考えていない。何となく店舗を利用しているからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
＜店舗に対する感情的コミットメント3尺度＞ 
①利用するのは、 店舗を信頼しているからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②利用するのは、店舗に対して愛着や親しみをいだいているからですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
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③他の店舗より、多少高くてもこの「店舗」を利用したいですか。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
（注5-2）分析に使用した知覚価値についての5尺度および関与に関する10尺度は次のと
おりである。 
 
＜インセンティブに対する知覚価値4尺度＞ 
①利用するインセンティブに、高い価値を感じますか 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②利用するインセンティブは、あなたにとって魅力があるものですか 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
③利用するインセンティブは、期待できるものですか 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
④利用するインセンティブは、簡単に利用できるものですか 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
＜関与：製品関与5尺度＞ 
①使用していて楽しい気分になれる「商品・サービス」である。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②使っている銘柄に 愛着のわく  「商品・サービス」である 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
③使用する銘柄によって 個性が反映される  「商品・サービス」である 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
④自分らしさを表現するのに 必要な「商品・サービス」である 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
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⑤「商品・サービス」について 情報を集めたい  「商品・サービス」である 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
＜関与：購買意思決定関与5尺度＞ 
①この「商品・サービス」について豊富な知識をもっている 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
②銘柄間で特徴を比較してから購入利用する「商品・サービス」である。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
③多少時間や金をかけても品質のよい「商品・サービス」を購入、利用したい。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
④いつもとは違う銘柄を購入する時 期待通りであるかどうかが心配である。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
⑤できる限り時間をかけて慎重に「商品・サービス」の銘柄を選でいる。 
1.そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う  
5.そう思う 
 
（注 5-3）調査は、株式会社ボーダーズ（本社東京都新宿区）にて登録している会員を対
象に2013年12月に2日間実施した。 
 
（注5-4）業種選択肢群はつぎのとおりである。 
家電量販店、ガソリンスタンド店、総合スーパー、食品スーパー、百貨店 
コンビニエンス・ストア、ドラッグストア、外食店、ホームセンター 
生活関連用品店、旅行代理店、衣料品店、ショッピングセンター 
美容・理容店、映像ソフト・書籍店、化粧品店、その他の小売店舗 
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（注5-5）セールス・プロモーション利用状況の設問は、つぎのとおりである。 
＜インターネットショッピングを除くショピング利用状況の設問＞ 
訪れてよく利用する店舗でのショッピングにおいて、商品を購入、サービスの提供を
受けるにあたり、店舗から次の 3 つのプロモーションのインセンティブ（現金割引、
クーポン、ポイント）が提供される場合、あなたは、どのプロモーションの「インセ
ンティブ」を選んで利用しますか。選んで利用する「インセンティブ」をひとつお答
えください。 
 
－提供される各プロモーションのインセンティブ－ 
現金割引：商品代金の 10％分が 現金割引 されます。 
クーポン ：商品代金の 10％分の クーポン  がもらえます。 
ポイント：商品代金の 10％分の ポイント  がもらえます。 
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第6章 インターネットショッピングにおける消費者態度評価 
6.1 インターネットショッピングの拡大と課題 
 
インターネット全般にわたるスマートフォンの利用拡大や、物流事業者を巻き込んだ販
売事業者による「商品を届ける配送スピード」の向上もあり、インターネットショッピン
グの利便性が拡大している。また実店舗を構える小売業がインターネットを含め、あらゆ
る販売チャネル・情報流通チャネルを経由する統合的なチャネル戦略であるオムニチャネ
ルを推進しようとする企業動向もあり、インターネットショッピングは急速に消費者に浸
透し活性化している。インターネットショピングは、ライフスタイルの変化や利便性をも
とめる消費者に支持され、消費社会に浸透している。 
経済産業省商務情報政策局情報経済課［2014］の平成25年度我が国経済社会の情報化・
サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報告書によると、消費者を対
象とする電子商取引市場規模は、小売・サービス業において7.8兆円であり、全小売・サ
ービス業商取引金額に対する電子商取引市場規模の割合である EC 化比率は 3.67％を占め
ている。インターネットショピングで平成25年度に消費者が購入を経験した物販系分野商
品としては、書籍、雑誌（電子書籍は除く）や 衣類、アクセサリーおよび食品、飲料、酒
類の商品購入が多く、特に衣料、アクセサリー小売業分野においては、対前年比で20％以
上と高い伸びを示し消費者に浸透している。消費者の性別年代において購入経験商品に選
好があり、男性で「コンピュータ、ゲームソフト」、「パソコン、通信機器、周辺機器」の
購入経験の割合が多く、女性では、30代～50代を中心にして「衣類、アクセサリー」、「医
薬、化粧品」、「食品、飲料、酒類」の購入経験の割合が多いという傾向が示されている。 
また翌年度の経済産業省商務情報政策局情報経済課［2015］平成26年度我が国経済社会
の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報告書によると、
国内の消費者むけ電子取引市場規模は、前年比 14.6％の増加の 12.8 兆円であり、インタ
ーネットショピングの物販系分野の市場規模は、前年比13.7％の増加の6兆8,042億円と
拡大している。また電子商取引の浸透度合を示す指標である平成26年度EC化率（全ての
物販系分野商取引における、電子商取引による取引の割合）は、前年比0.52ポイント上昇
し4.37％となっている。市場規模が1兆円以上の商品カテゴリーは「衣類・服装雑貨等」、
「生活家電・AV機器・PC・周辺機器等」「食品、飲料、酒類」、「雑貨、家具、インテリア」
の4カテゴリーあり、特に「生活家電・AV機器・PC・周辺機器等」（市場規模は1兆2,706
億円）のEC化率は、24.13％と高く消費社会に浸透している。これら拡大するインターネ
ットショッピングにおいて、商品・サービスの価格を訴求する価格訴求型セールス・プロ
モーション（現金割引、ポイント、クーポン等）は店頭購買と同様にインターネットショ
ッピングにおいても常態化しており、消費者はセールス・プロモーションの影響を受けイ
ンターネットショッピング行動に至っている。 
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前出の経済産業省商務情報政策局情報経済課［2014］報告書においても、消費者の電子
商取引を利用する理由として「実店舗で買うより価格が安いから」や、「ポイントがたまる
などの特典があるから」等の価格やプロモーションに関する利用理由が、報告されている。
消費者に対して商品・サービスの価格を訴求する価格訴求型セールス・プロモーション（現
金割引、ポイント、クーポン等）はインターネットショッピングにおいて常態化しており、
消費者はセールス・プロモーションの影響を受け購買行動に至っている。 
一方インターネットショッピングが消費者に浸透するに従い、商品・サービス購入後に
買いすぎた購買に対して後悔する事象や、その利便性から不必要な商品・サービスの購入
が消費生活のうえで課題となっている。また消費者を取り巻く環境が急速に変化する消費
社会において、若い世代におけるインターネット取引に関するトラブルも増加とともに、
消費者の信頼を揺るがす事件や高齢者の資産をねらった悪質商法が問題となっている。 
文部科学省消費者教育推進委員会［2011］は、これら消費者被害の現状にどのように対
処するかとの観点だけではなく、消費者自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理
的に行動することができるよう消費者の自立を支援するための教育を推進する観点から
「大学等及び社会教育における消費者教育の指針」を示している。「大学等及び社会教育に
おける消費者教育の指針」は、消費者教育の目的を3点掲げており、この3点の消費者教
育の目的のうち一つとして「はぐくむ能力」を示している。消費者教育が目的とする「は
ぐくむ能力」とは、①消費に関する基礎的・基本的な知識及び技能を習得し、これらを活
用して消費者被害等の危機を自ら回避する能力、②将来を見通した生活設計を行う能力、
そして③課題を解決する実践的な問題解決能力である。 
本研究は、「大学等及び社会教育における消費者教育の指針」において消費者教育の目標
のひとつとして示された①消費に関する基礎的・基本的な知識及び技能を習得し、これら
を活用して消費者被害等の危機を自ら回避する能力である「はぐくむ能力」と、消費者庁
消費者教育推進のための体系的プログラム研究会［2013］「消費者教育の体系イメージマッ
プ～消費者力ステップアップのために～」の「選択し契約することへの理解と考える態度」
に着目しインターネットショッピングの消費者行動を検証する。図6-1の消費者庁消費者
教育推進のための体系的プログラム研究会［2013］「消費者教育の体系イメージマップ～消
費者力ステップアップのために～」を示す。 
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図6-1 消費者庁消費者教育推進のための体系的プログラム研究会［2013］「消費者教育の
体系イメージマップ～消費者力ステップアップのために～」 
消費者庁消費者教育推進のための体系的プログラム研究会［2013］より引用 
 
合理的な意思決定を行うために、常態化したセールス・プロモーションのもとでの消費
者心理や行動の特徴を、消費者の態度的概念であるブランド・コミットメントとプロモー
ションの影響のもとでの不必要な購買にフォーカスし、これら「適切な意思決定」に関連
する基礎研究として実証分析する。インターネットショッピングにおけるプロモーション
手段に対する消費者の心理的バイアスや消費者行動の特徴を分析検証することにより、消
費者の合理的で適切な意思決定にむけての消費者教育に貢献できるものである。 
 
6.2 インターネットショッピングの消費者特性と消費者態度 
6.2.1 インターネットショッピングにおける消費者の特性 
 
インターネット利用に関して総務省［2014］平成26年版情報通信白書によると端末別イ
ンターネット利用状況において自宅のパソコン（58.4％）の次にスマートフォン（42.4％）
が利用される状況となりスマートフォン利用が浸透している。また拡大するインターネッ
ト利用は、利用する世代間（13歳〜59歳までは9割を超える利用）や利用者の年収間（400
万円以上で8割を超える利用）での利用格差も存在している。これらインターネットやス
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マートフォンの急速な活用による取引の増加や、インターネット利用者の情報活用・利用
リテラシーの格差から、インターネットショッピングにおける消費トラブルや消費生活相
談は増加し多様化している。 
独立行政法人国民生活センターと全国の消費生活センターに寄せられたインターネット
通販全体（出会い系サイトなど有料サイト等のサービスも含）の相談件数は、全国消費生
活情報ネットワーク・システム（PIO-NET：パイオネット）（注 6-1）によれば、インター
ネット利用拡大とともに増加している。インターネット通販全体の相談件数の推移をみる
と 2010 年度 155,963 件であったものが、2013 年 203,328 件、2014 年 243,912 件と 2010
年度から 56.39％も増加している。またインターネット通販全体相談件数のうち商品の取
引に関する相談件数の推移は、2010年度21,637件であったが、2014年度には57,121件と
なり2010年度の266.76％と大きく増加している。 
加齢による判断力の衰えから、惹起するトラブルが増加する高齢化進行など社会経済情
勢の変化のもとで、消費生活相談はインターネット利用そのものの消費者間相違と同様に、
消費者属性間に相違がみられる。前記の全国消費生活情報ネットワーク・システム
（PIO-NET：パイオネット）の通信販売に関する相談件数によると、性別、年代、就業の状
態において消費者の特性間の相違が確認できる。2014年度通信販売に関する消費生活相談
件数において、性別では女性（143,850件）に比べ男性（171,206件）の相談件数が多く、
年代別では 20 歳未満から 70 歳以上の 7 つのカテゴリー年代において、40 歳代相談件数
（66,244 件）が最も多い結果であった。また 5 カテゴリー（給与生活者、自営・自由業、
家事従事者：主婦、学生、無職）の就業の状態では、給与生活者相談件数（150,069 件）
が最も多い結果であり、これら結果より消費生活相談において消費者属性間の相違がみら
れた。全国消費生活情報ネットワーク・システムの2014年度通信販売に関する相談件数を
表6-1、表6-2に示す。 
 
表6-1 2014年度通信販売に関する相談件数 
20 歳未満 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳以上 合計 
14,174 16,901 25,281 32,600 27,809 27,139 19,510 163,414
7,518 18,863 28,765 33,563 20,007 14,640 14,307 137,663
21,692 35,764 54,046 66,163 47,816 41,779 33,817 301,077
 
表6-2 就業の状態別の通信販売に関する相談件数 
給与生活者 自営・自由業 主婦 学生 無職 
150,069 15,664 46,758 26,254 57,034 
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平成25年6月閣議決定された消費者庁［2014］「消費者教育の推進に関する基本的な方
針」のⅡ消費者教育の推進の基本的な方向においても、「消費者教育を効果的に進めるため
に、消費者の特性に対する配慮が重要である」とつぎの例示とともに指摘している。消費
者特性の例示として消費者の年齢、性別、障害の有無のほか、および消費生活に関する知
識の量、就業の状態等、居住形態、時間的余裕の有無、情報通信機器の利用可能の状況等
を示している。 
そこで本研究は、インターネットショッピングにおける消費者心理や購買行動の特徴を
理解し、適切な意思決定を行うための基礎研究として、インターネットショッピングのプ
ロモーションの影響のもとでの不必要な購買を消費者の特性にフォーカスして分析する。
インターネット利用そのものの消費者間相違と同様に、消費生活相談においても消費者属
性間に相違がみられることより、消費者属性間の相違にフォーカスし、インターネットシ
ョッピングにおける不必要な購買についての消費者属性に関して分析検証する。 
検証する消費者属性については、「消費者教育の推進に関する基本的な方針」において消
費者教育を効果的に進めるために配慮が重要であるとして例示した消費者の特性より、イ
ンターネット利用と消費者相談の消費者間相違を参考に、3 つの消費者属性について検証
する。消費者の年代（20 歳代から 60 歳以上まで 5 年代）、性別（男性、女性）、および就
業の状態（正規雇用、非正規雇用、主婦学生、自営その他）の消費者属性の相違よりイン
ターネットショッピングのプロモーションの影響のもとでの不必要な購買に関して分析検
証する。 
 
6.2.2 消費者態度に関する先行研究 
 
インターネットショッピングに限らず、企業は消費者との安定的な関係に基づく確固た
る顧客基盤を築くことを求めて行動している。商品やサービスによる本来のベネフィット
を消費者に提供するだけの関係に留まらず、消費者との関係性がマーケティングにおいて
志向されている。これら消費者との関係性を記述する概念としてブランド・ロイヤルティ
と本研究で着目するブランド・コミットメントがこれまで研究されてきた。先行研究にお
いて、井上［2008］は、行動的アプローチであるブランド・ロイヤルティでは、購買行動
における反復購買の背景にある様々な消費者のモチベーションを把握できないことを指摘
している。青木［2004］は、消費者との関係性を記述する概念であるブランド・コミット
メントとブランド・ロイヤルティを互いに密接に関係するが別個の概念として捉え、その
区別は態度的な概念（ブランド・コミットメント）と行動上の概念（ブランド・ロイヤル
ティ）の違いに根差していることを主張している。 
これら消費者の態度的概念であるブランド・コミットメントについて、消費者の態度形
成、消費者行動に対する効果の先行研究として、久保田［2006］はヘアサロン利用者を対
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象に、ブランド・コミットメントを2次元にて分析し、計算的コミットメントと感情的コ
ミットメントが関係貢献意向（関係へ貢献する意思）と関係継続意向（関係を維持する意
思）との間に正の有意な関係があることを実証分析している。 
インターネットショッピングをはじめ店頭のスーパーやドラッグストアなど消費者に対
して頻繁にセールス・プロモーションが行われている。価格訴求型プロモーションは常態
化しているが、これまでプロモーションがかかっている状況での消費者態度に与える影響
の研究については、商品の参照価格に関する研究はあるものの、多くは検証されてこなか
った。またセールス・プロモーションのインセンティブについて、スーパーやドラッグス
トア等の店頭購買を対象としてブランド・コミットメントの分析を前章では検証している
が、消費生活に浸透するインターネットショッピングを対象とした不必要な購買に関する
研究は、多くは見られない。 
そこで本研究は、消費者心理や行動の特徴を理解し、合理的な意思決定を行うための基
礎研究として、消費者の態度的概念であるブランド・コミットメントに着目し、インター
ネットショッピングにおける消費者の不必要な購買に関して検証する。検証する態度的概
念であるコミットメントの次元について、佐藤［2006］をはじめ先行研究において妥当性
が経験的に確認されていることより、本研究においてコミットメントを計算的コミットメ
ントと感情的コミットメントの2次元にて検証する。これら2次元のコミットメントにつ
いて井上［2008］は、計算的コミットメントを認知的な評価を源泉とする、損得勘定に基
づく次元であり、感情的コミットメントを愛着、感情を源泉とする、愛着のような感情に
基づく次元であると示している。 
検証するコミットメントの2次元の尺度については、対象とするセールス・プロモーシ
ョンの手段である3インセンティブ（現金割引、ポイント、クーポン）に対応するよう井
上［2009］、清水［2007］が実証分析したコミットメント尺度を参考に、著者が計算的コミ
ットメント3尺度、感情的コミットメント3尺度を作成し分析検証する。 
 
6.2.3 調査の内容 
 
本研究は、インターネットショッピングにおける消費者の不必要な購買に関して価格訴
求型プロモーションのインセンティブが、消費者態度に与える影響について、 2つのイン
ターネット調査（注6-2）により実証分析した。 
第一の調査は、インターネットショッピングにおける消費者の不必要な購買に関して
2014年10月インターネット調査（回答者全国5,982名、男性比率49.2％）を行い分析検
証した。調査は、①インターネットショッピングの状況：10の商品・サービス選択肢群か
らよく利用する商品・サービスを一つ選択回答、②第一のインターネット調査と同様に、
セールス・プロモーション状況として3つのセールス・プロモーションのインセンティブ
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が提供される場合に、回答者がよく利用するインセンティブを一つ選択し、これら選択回
答した①、②の想定のもとでコミットメント設問、不必要な購買についての設問に対して
回答を求めた。調査には、インセンティブに対するコミットメント設問および不必要な購
買に関する設問以外の設問も含まれるが、本研究についてこれら設問のみを取り上げる。 
インターネットショッピングにおけるセールス・プロモーションのインセンティブが与
える不必要な購買への影響設問について、インセンティブが提供された場合の「不必要な
購買の多さ」および「購入に対する後悔の多さ」の消費者購買行動状況を「不必要購買影
響度」と定義し、影響度を3消費者層（高影響層、中影響層、低影響層）に区分し消費者
態度を不必要購買影響度2設問（注6-3）にて分析した。 
これら不必要購買影響度2設問それぞれに対して「1.非常に少ない 2.やや少ない 3.
どちらでもない 4.やや多い 5.非常に多い」の 5 件法間隔尺度で回答を求め、これら 2
設問の回答合計値（2 設問の選択肢の 2～10 の合計値）を不必要購買影響度とし 3 消費者
層に区分し分析した。 
不必要購買影響度の3消費者層は、高影響層（5件法2設問回答選択肢の合計値が8、9、
10）、中影響層（5件法2設問回答選択肢の合計値が5、6、7）、低影響層（5件法2設問回
答選択肢の合計値が2、3、4）とした。 
第二の調査は、インターネットショッピングにおいて利用するインセンティブが、消費
者の態度的概念であるブランド・コミットメントに与える影響について、2014 年 2 月イ
ンターネット調査（回答者全国2,180 名、男性比率53.2％）を行い分析検証した。調査は、
セールス・プロモーション状況として3つのセールス・プロモーションのインセンティブ
（経済的に同じ価値の現金割引、クーポンおよびポイント）が提供される場合に、回答者
がよく利用するインセンティブを設問（注 6-4）より一つ選択し、その選択したインセン
ティブが提供される想定のもとで行った。 
調査には、利用するインセンティブに対するコミットメント6設問（計算的コミットメ
ント3設問、感情的コミットメント3設問）、店舗に対するコミットメント6設問（計算的
コミットメント3設問、感情的コミットメント3設問）およびインセンティブに対する知
覚価値4設問以外の設問も含まれるが、本研究についてこれらコミットメント、知覚価値
設問のみを取り上げる。インセンティブに対するコミットメント6設問、店舗に対するコ
ミットメント6設問、インセンティブに対する知覚価値4設問の合計16設問（注6-5）は、
「1. そう思わない 2.あまりそう思わない 3.どちらでもない 4.ややそう思う 5.そ
う思う」の5件法間隔尺度で回答を求め分析を行った。 
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6.3 不必要購買影響度の調査結果 
6.3.1 不必要購買影響度消費者層間のコミットメント結果 
 
第一のインターネット調査（2014年10月：回答者5,982名、男性比率49.2％）におい
て、インセンティブが提供された場合の「不必要な購買の多さ」および「購入に対する後
悔の多さ」の消費者購買行動状況を不必要購買影響度と定義し分析検証した。 
消費者層間における評価を確認するため、不必要購買影響度を、高低から3つの消費者
層（高影響層、中影響層、低影響層）に区分し検証した。まずコミットメント評価を対象
とした調査結果を、表6-3不必要購買影響度についての消費者層間のコミットメント評価
分析結果に示す。 
 
表6-3 不必要購買影響度についての消費者層間のコミットメント評価分析結果 
 
    
計算的    
コミットメント 
感情的    
コミットメント 
合計     
コミットメント 
消費者層 回答者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
低影響層 2,257 8.56 2.40 9.40 2.09 17.96 3.51 
中影響層 3,201 9.26 1.85 9.52 1.73 18.78 2.95 
高影響層 524 10.42 2.58 10.67 2.28 21.10 4.23 
合計 5,982 9.10 2.20 9.58 1.96 18.68 3.40 
F値 179.72 95.47 195.56 
自由度 2 2 2 
有意確率   0.000 0.000 0.000 
 
 分散分析結果より、分析対象とする3つのコミットメント評価とも、5％水準で有意とな
り、不必要購買影響度の消費者層間の主効果が認められた。Tukey の HSD 法による多重比
較の結果、感情的コミットメントにおける低影響層と中影響層の組み合わせは、有意とな
らなかったが、これ以外の3つのコミットメント評価のすべての組み合わせにおいて、5％
水準で有意に差があることが認められた。これらより不必要購買影響度において中影響層
（N=3,201）、低影響層（N=2,257）に比べ、高影響層（N=524）が、高い評価であることを
検証した。インターネットショッピングにおいて、不必要購買影響度が高い消費者層ほど、
インセンティブに対する消費者の態度的な概念であるブランド・コミットメント評価が高
いことを明らかにした。 
次に不必要購買影響度の3つの消費者層間のよく利用する商品・サービスについての調
査結果を表6-4に、商品・サービスごとの性別間の結果を表6-5に示す。全体合計（N=5,982）
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結果より、食品・飲料・酒類（N=1,481：24.8％）の利用がもっとも多く、次に書籍・雑誌
（N=1,142：19.1％）、衣服・アクセサリー（N=835：14.0％）の利用となり、これら上位の
3 商品・サービスは、前出の経済産業省商務情報政策局情報経済課［2014］報告書におけ
る平成25年度に消費者が購入を経験した上位3商品・サービスと同様な結果であった。ま
た上位3商品・サービスについて、高影響層の衣服・アクセサリー（N=116：22.1％）は、
全体合計の衣服・アクセサリー（N=835：14.0％）の割合に比べ高かった。衣服・アクセサ
リー利用者は、不必要購買の影響度が高い傾向にあることを示している。 
 
 
表6-4 インターネットショッピングにおいてよく利用する商品・サービス 
  全体合計 低影響層 中影響層 高影響層 
利用する商品・サービス 
回答者
数 
割合
(%) 
回答者
数 
割合
(%) 
回答者
数 
割合
(%) 
回答者
数 
割合
(%) 
書籍・雑誌 1,142 19.1 451 20.0 604  18.9  87 16.6 
衣服・アクセサリー 835 14.0 260 11.5 459  14.3  116 22.1 
食品・飲料・酒類 1,481 24.8 570 25.3 786  24.6  125 23.9 
音楽・映像ソフト 523 8.7 190 8.4 291  9.1  42 8.0 
パソコン・通信機器・周辺機器 413 6.9 168 7.4 225  7.0  20 3.8 
雑貨・家具・インテリア 284 4.7 107 4.7 157  4.9  20 3.8 
医薬・化粧品 382 6.4 171 7.6 177  5.5  34 6.5 
生活家電 169 2.8 48 2.1 101  3.2  20 3.8 
旅行サービス 308 5.1 114 5.1 166  5.2  28 5.3 
その他の商品･サービス 445 7.4 178 7.9 235  7.3  32 6.1 
合 計 5,982 100.0 2,257 100.0 3,201  100.0  524 100.0 
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表6-5 利用する商品・サービスごとの性別間の結果 
利用する商品・サービス 男性 女性 合計 
書籍・雑誌 630 512 1,142  
衣服・アクセサリー 230 605 835  
食品・飲料・酒類 708 773 1,481  
音楽・映像ソフト 303 220 523  
パソコン・通信機器・周辺機器 369 44 413  
雑貨・家具・インテリア 117 167 284  
医薬・化粧品 56 326 382  
生活家電 108 61 169  
旅行サービス 167 141 308  
その他の商品･サービス 257 188 445  
合 計 2,945 3,037 5,982  
 
表 6-5の性別間の結果より、パソコン・通信機器・周辺機器および生活家電については
男性が多く、衣服・アクセサリーおよび医薬・化粧品については女性が多く、利用する商
品・サービスにより、性別間により相違することが示された。 
  
6.3.2 不必要購買影響度の商品・サービス間、消費者属性間の結果 
 
 不必要購買影響度について、利用する商品・サービスにより、「不必要な購買の多さ」お
よび「購入に対する後悔の多さ」に影響の相違があるかを、利用する商品・サービス間で
分析検証した。結果を表6-6、および図6-2に示す。 
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表6-6利用する商品・サービス間の不必要購買影響度 
    不必要な 購入に対する 不必要購買
  回答者数 購買 後悔 影響度
書籍・雑誌 1,142 2.43 2.51 4.93
衣服・アクセサリー 835 2.68 2.74 5.42
食品・飲料・酒類 1,481 2.48 2.53 5.02
音楽・映像ソフト 523 2.46 2.61 5.07
パソコン・通信機器・周辺機器 413 2.42 2.48 4.90
雑貨・家具・インテリア 284 2.50 2.52 5.02
医薬・化粧品 382 2.40 2.43 4.82
生活家電 169 2.58 2.80 5.38
旅行サービス 308 2.49 2.56 5.05
その他の商品･サービス 445 2.43 2.51 4.93
合計 5,982       
 
 
図6-2 利用する商品・サービス間における不必要な購買、購入に対する後悔 
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利用する商品・サービス間で分析検証結果より、不必要な購買と購入に対する後悔とも、
5％水準で有意となり、不必要な購買（F値＝4.80、自由度9、有意確率＝0.000）について
は衣服・アクセサリー（2.68）が最も評価が高く、購入に対する後悔（F 値＝6.42、自由
度9、有意確率＝0.000）については生活家電（2.80）の評価が最も高く、インターネット
ショッピングにおいて、利用する商品・サービス（業種間）で不必要購買に関する消費者
評価が相違することを明らかにした。これらよりプロモーション実施されているインター
ネットショッピングにおいて消費者は、購買単価や購買頻度も関係するものであるが、利
用対象とする商品・サービスごとに、不必要な購買にバイアスが相違することを意識した
購買行動が望まれる。 
総合計（N=5,982）の不必要購買影響度の消費者属性間の調査分析結果について、性別（F
値＝4.10、自由度1、有意確率＝0.043）、未婚既婚（F値＝4.11、自由度1、有意確率＝0.043）
において5％水準で有意に差があり、消費者属性において、男性に比べ女性（5.09、N=3,037）
が、未婚既婚において未婚（5.11、N=2,400）の属性がそれぞれ高い評価であった。表6-7、
表6-8、図6-3に示す。 
 
表6-7 性別間の不必要購買影響度の平均値 
  回答者数 不必要購買影響度 標準偏差 
男性 2,945 5.00 1.78  
女性 3,037 5.09 1.85  
 
 
表6-8 未婚既婚間の不必要購買影響度の平均値 
  回答者数 不必要購買影響度 標準偏差 
未婚 2,400 5.11 1.78  
既婚 3,582 5.01 1.83  
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図6-3 性別間および未婚既婚間の不必要購買影響度 
 
利用する商品・サービスにおける男女の不必要購買に関する消費者評価は、男性（N=2，
945、F値＝3.27、自由度9、有意確率＝0.001）、女性（N=3,037、F値＝3.58、自由度1、
有意確率＝0.000）においてそれぞれ5％水準で有意に差があった。表6-9、図6-4に示す。 
 
表6-9 男性および女性の利用する商品・サービス間回答者数と不必要購買影響度 
  男性 女性 
  不必要購買度 回答者数 不必要購買度 回答者数
書籍・雑誌 4.84 630 5.05 512
衣服・アクセサリー 5.43 230 5.41 605
食品・飲料・酒類 4.97 708 5.06 773
音楽・映像ソフト 5.09 303 5.05 220
パソコン・通信機器・周辺機器 4.87 369 5.14 44
雑貨・家具・インテリア 5.08 117 4.98 167
医薬・化粧品 5.07 56 4.78 326
生活家電 5.44 108 5.28 61
旅行サービス 4.95 167 5.18 141
その他の商品･サービス 4.96 257 4.89 188
合計 5.00 2,945 5.09 3,037
 
男性5.00
女性5.09
未婚5.11
既婚5.01
4.90
5.20
男性/未婚 女性/既婚
性別 未婚・既婚
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図6-4 男性および女性の利用する商品・サービス間の不必要購買影響度 
 
男性、女性とも衣服・アクセサリーが、高い評価であった。不必要購買度の低い商品・
サービスは、男性においては書籍・雑誌（4.84、N=630）、女性は医薬・化粧品（4.78、N=326）
であり、性別間において利用する商品・サービス間で不必要購買影響度が相違する傾向が
あることを示した。 
年代属性については、総合計（N=5,982、F値＝24.83、自由度4、有意確率＝0.000）に
おいて5％水準で有意に差が認められ、20歳代（5.28、N=1，213）と30歳代（5.28、N=1,197）
の不必要購買影響度が高かった。表6-10、図6-5に示す。TukeyのHSD法による多重比較
の結果、最も低い評価であった60歳以上（4.65、N=1,086）と他の4年代の組み合わせに
おいて 5％水準で有意に差があることが認められた．高齢の年代に進むほど不必要購買影
響度の評価が低くなることを明らかにした。 
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表6-10 年代間の回答者数と不必要購買影響度 
  回答者数 不必要購買影響度 標準偏差 
20 歳代 1,213 5.28 1.82  
30 歳代 1,197 5.28 1.79  
40 歳代 1,227 5.06 1.78 
50 歳代 1,259 4.93 1.81 
60 歳以上 1,086 4.65 1.79 
合計 5,982 5.05 1.81 
 
 
図6-5 年代間の回答者数と不必要購買影響度 
 
男性女性の年代に関する不必要購買影響度評価は、男性（N=2,945、F 値＝15.65、自由
度4、有意確率＝0.000）、女性（N=3,037、F値＝9.62、自由度4、有意確率＝0.000）にお
いてそれぞれ5％水準で有意に差があった。表6-11、図6-6に示す。女性は20歳代に比べ
30歳代が最も高い評価の年代であった。男性と女性の年代に関する不必要購買影響度にお
いては、大きな相違がなく高齢の年代に進むほど不必要購買影響度の評価が低くなる傾向
示した。 
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表6-11 男性および女性の年代間の回答者数と不必要購買影響度 
    男性     女性   
  回答者数 不必要購買度 標準偏差 回答者数 不必要購買度 標準偏差 
20 歳代 586 5.29 1.78 627 5.28 1.85 
30 歳代 578 5.24 1.82 619 5.32 1.77 
40 歳代 595 5.03 1.72 632 5.09 1.82 
50 歳代 627 4.85 1.71 632 5.00 1.90 
60 歳以上 559 4.58 1.76 527 4.73 1.83 
合計 2,945 5.00 1.78 3,037 5.09 1.85 
 
 
図6-6 男性および女性の年代間の不必要購買影響度 
 
利用する商品・サービスにおける年代に関する不必要購買影響度評価を、他の年代に比
べ高い評価であった20歳代（5.28、N=1,213）と30歳代（5.28、N=1,197）の合算し、総
合計（N=5,982、F値＝6.33、自由度9、有意確率＝0.000）と比較した。20歳代と30歳代
合算（F 値＝2.86、自由度 9、有意確率＝0.002）において 5％水準で有意に差が確認でき
た。総合計（N=5,982）との比較を図6-7に示し、20代30代合算を表6-12に示す。20歳
代30歳代合算の生活家電（5.94、N=63）が最も高い評価であり、若年代と総合計の年代に
おいて利用する商品・サービス間に相違する傾向があることが示された。 
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表6-12  20歳代と30歳代合算の利用する商品・サービス別の不必要購買影響度 
  回答者数 不必要購買度 標準偏差 
書籍・雑誌 525 5.11 1.76 
衣服・アクセサリー 435 5.54 1.82 
食品・飲料・酒類 398 5.31 1.79 
音楽・映像ソフト 284 5.24 1.73 
パソコン・通信機器・周辺機器 154 5.19 1.71 
雑貨・家具・インテリア 146 5.33 1.83 
医薬・化粧品 134 5.06 1.86 
生活家電 63 5.94 1.49 
旅行サービス 90 5.14 2.07 
その他の商品･サービス 181 5.24 1.95 
合計 2,410 5.28 1.81 
 
 
図6-7 20歳代と30歳代合算と総合計の利用する商品・サービス別の不必要購買影響度 
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また正規雇用、非正規雇用、主婦・学生、自営その他、に区分した働き方属性（F 値＝
18.03、自由度3、有意確率＝0.000）については、5％水準で有意に差が認められた。正規
雇用が最も高く、つぎに非正規雇用、主婦学生、自営その他の順序の評価結果であった。
TukeyのHSD法による多重比較の結果、最も高い評価であった正規雇用者（5.23、N=2,281）
と主婦・学生（4.96、N=1,456）、自営その他（4.81、N=1,419）の組み合わせにおいて5％
水準で有意に差があることが認められた。これらの検証結果より、働き方の属性相違によ
り、不必要購買影響度が相違することを明らかにした。表6-13、図6-8に、働き方属性間
評価をに示す。 
 
表6-13 働き方別の回答者数と不必要購買影響度 
  回答者数 不必要購買度 標準偏差 
正規雇用 2,281 5.23 1.79 
非正規雇用 826 5.11 1.85 
主婦学生 1,456 4.96 1.84 
自営その他 1,419 4.81 1.76 
合計 5,982 5.05 1.81 
 
 
図6-8 働き方別の不必要購買影響度 
 
働き方属性における商品・サービス利用に関する不必要購買影響度評価を、他の働き方
に比べ高い評価であり、回答者数が最も多かった正規雇用（N=2,281、F値＝4.52、自由度
9、有意確率＝0.000）と回答者数がつぎに多かった主婦・学生（N=1,456、F値＝2.57、自
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非正規雇用5.11
主婦学生4.96
自営その他4.81
4.70
4.90
5.10
5.30
正規雇用 非正規雇用 主婦学生 自営その他
働き方
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由度9、有意確率＝0.002）とを比較検証した。正規雇用、主婦・学生についてそれぞれ5％
水準で有意に差が確認できた。 
正規雇用と主婦学生の比較を図6-9に示し、正規雇用と主婦学生の利用する商品・サー
ビス間不必要購買影響度を表6-14に示す。正規雇用と主婦学生の双方において利用する商
品・サービス間では、衣服・アクセサリーと生活家電がともに高い評価であった。正規雇
用のパソコン・通信機器・周辺機器（4.94、N=200）は正規雇用においてはもっとも低い評
価であったが、主婦学生におけるパソコン・通信機器・周辺機器（5.00、N=29）は主婦学
生の5番目の高い評価であった。正規雇用と主婦学生の働き方属おいて利用する商品・サ
ービス間に相違する傾向があることが示された。 
 
表6-14 正規雇用と主婦学生の商品・サービス別の回答者数と不必要購買影響度 
    正規雇用     主婦学生   
  回答者数 不必要購買度 標準偏差 回答者数 不必要購買度 標準偏差
書籍・雑誌 456 5.02 1.76 246 4.89 1.94
衣服・アクセサリー 288 5.67 1.77 269 5.30 1.88
食品・飲料・酒類 482 5.27 1.74 402 5.02 1.77
音楽・映像ソフト 232 5.29 1.68 96 4.79 1.70
パソコン・通信機器・周辺機器 200 4.94 1.68 29 5.00 1.83
雑貨・家具・インテリア 99 5.16 1.88 86 4.81 1.73
医薬・化粧品 106 4.94 1.86 135 4.67 1.82
生活家電 79 5.77 1.75 32 5.34 1.79
旅行サービス 147 5.14 2.01 67 5.04 1.87
その他の商品･サービス 192 5.27 1.88 94 4.47 1.84
合計 2,281 5.23 1.79 1,456 4.96 1.84
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図6-9 正規雇用と主婦学生の商品・サービス別の不必要購買影響度 
 
本章で検証した不必要購買影度のこれまでの消費者属性間の傾向について図 6-10 に示
す。これらの検証結果より、インターネットショッピングにおいて、購買対象とする商品･
サービス（業種）間、消費主体自体の属性である家族構成、就業の状態の消費者属性間よ
り不必要な購買消費者特性が相違することが明らかになった。不必要購買影響度は性別で
は、男性に比べ女性が、年代では高齢年代に比べ若齢年代が、働き方である就業の状態で
は、主婦学生にくらべ正規雇用が不必要購買影響度において高い結果となり、購買対象の
商品・サービス（業種）間、および就業の状態を含めた消費者属性間で評価が相違するこ
とを明らかにした。 
 
不必要購買影響度 小   不必要購買影響度 大 
男性 ＜ 女性  
高齢年代 ＜ 若齢年代  
主婦学生 ＜ 正規雇用  
       
図6-10 不必要購買度消費者属性間の結果 
主婦学生5.02
正規雇用5.67
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音楽・ 映像ソ フ トパ ソ コ ン ・ 通信機器・ 周辺機器雑貨 家具・ イン テリア医薬・ 化粧品生活家電旅行サービ スその 他の 商品
･サービ ス
正規雇用 主婦学生
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6.3.3 不必要購買影響度インセンティブ間の結果 
 
消費者購買行動状況である不必要購買影響度について、利用するインセンティブにより、
「不必要な購買の多さ」および「購入に対する後悔の多さ」に影響の相違があるかを、3
つのインセンティブ間で分析検証した。結果を表6-15、および図6-11に示す。 
分析結果より、3つのインセンティブ間において5％水準で有意となり、インセンティブ
間の主効果が認められた。TukeyのHSD法による多重比較の結果、ポイント利用者（N=2,115）
とクーポン利用者（N=216）の組み合わせは、有意とならなかったが、これ以外のすべての
組み合わせにおいて、5％水準で有意に差があることが認められた。これらよりインターネ
ットショッピングにおけるプロモーション手段であるインセンティブに関して、不必要購
買への影響は、現金割引利用者（N=3,651）に比べ、クーポン利用者（N=216）、ポイント利
用者（N=2,115）が高いことを明らかにした。前述の分析結果においてプロモーション手段
の利用するインセンティブにより消費者のコミットメント評価が相違することと同様に、
インターネットショッピングにおける消費者は、プロモーション手段の利用するインセン
ティブにより、不必要な購買への影響が相違するといえる。 
 
表6-15 インセンティブ間の不必要購買影響度の分析結果 
    不必要購買影響度 
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 回答者数 平均値 標準偏差
現金割引 3,651 4.91 1.81 
ポイント 2,115 5.25 1.78 
クーポン 216 5.51 1.85 
合計 5,982 5.05 1.81 
F値 31.25 
自由度 2 
有意確率   0.000 
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図6-11 インセンティブ間の不必要購買影響度 
 
 
6.4 消費者態度の調査結果 
6.4.1 インセンティブに対するコミットメントと知覚価値の結果 
 
インターネットショッピングにおいて利用するインセンティブが、消費者の態度的概念
であるブランド・コミットメントに与える影響についての第二のインターネット調査（2014 
年2月：回答者2,180 名、男性比率53.2%）結果について、インセンティブに対するイン
センティブ間のコミットメント合計評価の分析結果を表6-16、店舗に対するインセンティ
ブ間のコミットメント合計評価の分析結果を表6-17に示す。 
 
表6-16 インセンティブに対するコミットメント合計評価の分析結果 
    計算的  感情的 合計 
コミットメント コミットメント コミットメント 
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 回答者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
現金割引 1,447 8.42 2.20 8.91 1.90 17.33 3.26 
クーポン 57 8.77 1.95 8.98 1.59 17.75 3.06 
ポイント 676 8.74 2.05 9.17 1.78 17.91 3.07 
合計 2,180 8.53 2.15 9.00 1.86 17.52 3.21 
F 値 5.54 4.60 7.84 
自由度 2 2 2 
有意確率   0.004 0.010 0.000 
 
 
 
4.70
5.00
5.30
5.60
現金割引 ポイント クーポン
不必要購買影響度
130 
 
表6-17 店舗に対するコミットメント合計評価の分析結果 
    計算的  感情的 合計 
コミットメント コミットメント コミットメント 
ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 回答者数 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
現金割引 1,447 8.31 2.38 8.95 2.01 17.27 3.41 
クーポン 57 8.67 2.20 8.84 1.86 17.51 3.43 
ポイント 676 8.63 2.25 9.17 2.04 17.81 3.45 
合計 2,180 8.42 2.34 9.02 2.02 17.44 3.43 
F 値 4.62 2.95 5.70 
自由度 2 2 2 
有意確率   0.010 0.053 0.003 
 
インセンティブ間のコミットメント評価を比較するため分散分析を行った。インセンテ
ィブに対するコミットメント分析結果より、計算的コミットメント、感情的コミットメン
ト、合計コミットメントにおいて 5％水準で有意となり、インセンティブ間の主効果が認
められた。Tukey の HSD 法による多重比較の結果、計算的コミットメント、感情的コミッ
トメント、合計コミットメントにおいてポイント利用者（N=676）の評価は、現金割引利用
者（N=1,447）の評価に対し、5％水準で有意に高いことが認められた。これらよりインタ
ーネットショッピングにおいて、消費者の態度的な概念であるブランド・コミットメント
は、プロモーション手段の利用するインセンティブにより相違することを明らかにした。 
 また店舗に対するコミットメント分析結果より、計算的コミットメント、感情的コミッ
トメント、合計コミットメントにおいて5％水準で有意となり、TukeyのHSD法による多重
比較の結果、計算的コミットメント、合計コミットメントにおいてポイント利用者（N=676）
の評価は、現金割引利用者（N=1,447）の評価に対し、インセンティブに対するコミットメ
ント分析結果と同様5％水準で有意に高いことが認められた。図6-12を示す。これらイン
センティブに対するコミットメントと店舗に対するコミットメント分析結果より、インタ
ーネットショッピングにおいて、店舗より提供されるプロモーション手段により消費者の
評価が相違し、購買行動における消費者態度に影響を与えることを検証した。 
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図6-12 インセンティブ間のインセンティブおよび店舗に対するコミットメント 
 
 
インセンティブ間（現金割引、クーポン、ポイント）の知覚価値の分析結果について表
6-18、図6-13に示す。 
 
表6-18 インセンティブ間の知覚価値記述統計結果 
インセンティブ 回答者数 知覚価値平均値 標準偏差 
現金割引 1,447 13.81  2.82  
クーポン 57 12.63  3.07  
ポイント 676 13.29  2.85  
合計 2,180 13.62  2.85  
 
現金割引
クーポン
ポイント
17.00
17.40
17.80
18.20
17.00 17.40 17.80 18.20
店舗に対するコミットメント
インセンティブに対するコミットメント
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図6-13 インセンティブ間の知覚価値 
 
インセンティブ間の知覚価値記述統計結果（F値＝11.34、自由度2、有意確率＝0.000）
より、 5％水準で有意に差があり、インセンティブに対する知覚価値については現金割引
（13.70）を選択し利用する消費者が、前章の店頭購買におけるインセンティブに対する知
覚価値と同様に高い評価であった。これら結果よりインターネットショッピングにおいて、
知覚価値が、セールス・プロモーション手段ごとに相違し、店頭購買における評価と同じ
であることを明らかにした。 
 
6.4.2 インセンティブに対する消費者態度の消費者属性間の結果 
 
総合計（N=2,180）のインセンティブに対するコミットメントの消費者属性間の調査分析
結果について、性別（F値＝10.80、自由度1、有意確率＝0.001）において5％水準で有意
に差があり、消費者属性において、男性に比べ女性（17.76、N=1,021）が、高い評価であ
った。またインセンティブに対する知覚価値の消費者属性間の調査分析結果についても、
性別（F 値＝6.51、自由度 1、有意確率＝0.011）において 5％水準で有意に差があり、消
費者属性において、コミットメントと同様に男性に比べ女性（13.78、N=1,021）が高い評
価であった。インセンティブに対するコミットメントおよび知覚価値の結果を表6-19、表
6-20、図6-14に示す。 
 
 
 
 
12.50
13.00
13.50
14.00
現金割引 クーポン ポイント
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表6-19 性別間のインセンティブに対するコミットメント平均値 
  回答者数 コミットメント 標準偏差 
男性 1,159 17.31 3.37  
女性 1,021 17.76 3.00  
 
表6-20 性別間のインセンティブに対する知覚価値平均値 
  回答者数 知覚価値 標準偏差 
男性 1,159 13.47 2.86  
女性 1,021 13.78 2.82  
 
 
図6-14 性別間のコミットメント平均値および知覚価値平均値 
 
年代属性については、インセンティブに対するコミットメント平均値（N=2,180、F値＝
1.97、自由度4、有意確率＝0.097）およびインセンティブに対する知覚価値平均値（N=2,180、
F 値＝0.46、自由度 4、有意確率＝0.766）において 5％水準で有意に差が認められなかっ
た。年代間、性別間の相違を分析するため、インセンティブに対するコミットメントの男
性（N=1,159）と女性（N=1,021）をそれぞれ分散分析した。 
男性女性の年代に関するインセンティブに対するコミットメント評価は、男性（F 値＝
2.51、自由度 4、有意確率＝0.040）、女性（F 値＝4.62、自由度 4、有意確率＝0.001）に
おいてそれぞれ 5％水準で有意に差があった。表 6-21、図 6-15 に示す。男性は、20 歳代
（17.69）と 40 歳代（17.63）の 2年代が高い評価となり、女性は30歳代（18.03）と 50
歳代（18.29）の2年代が高い評価となり、男性女性とも、年代により評価が相違する結果
17.31
17.76
13.47
13.78
13.00
14.00
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16.00
17.00
18.00
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となった。男性と女性に大きな相違がなく高齢の年代に進むほど評価が低くなる傾向示し
た前節の不必要購買影響度とは相違する結果であった。 
 
表6-21 男性と女性の年代間回答者数とインセンティブに対するコミットメント平均値 
    男性     女性   
  回答者数 コミットメント 標準偏差 回答者数 コミットメント 標準偏差 
20 歳代 68 17.69 3.98 103 17.26 2.96 
30 歳代 183 16.72 3.69 286 18.03 2.86 
40 歳代 363 17.63 3.28 324 17.33 3.16 
50 歳代 290 17.27 3.06 198 18.29 2.89 
60 歳以上 255 17.22 3.35 110 17.85 2.88 
合計 1,159 17.31 3.37 1,021 17.76 3.00 
 
 
図6-15 男性と女性の年代間インセンティブに対するコミットメント平均値 
 
正規雇用、非正規雇用、主婦・学生、自営その他、に区分した働き方属性（F値＝3.42、
自由度 3、有意確率＝0.017）については、5％水準で有意に差が認められた。前節の不必
要購買影響度とは相違し、主婦学生が最も高く、つぎに非正規雇用、正規雇用、自営その
他の順序のインセンティブに対するコミットメントは評価であった。Tukey の HSD 法によ
る多重比較の結果、最も高い評価であった主婦・学生（17.90、N=501）と正規雇用（17.38、
N=861）、自営その他（17.36、N=559）の組み合わせにおいて 5％水準で有意に差があるこ
とが認められた。これらの検証結果より、働き方の属性相違により、インセンティブに対
17.69
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するコミットメントが相違することを明らかにした。表 6-22、図 6-16 に、働き方属性間
評価をに示す。 
 
表6-22 働き方属性間の回答者数とインセンティブに対するコミットメント平均値 
  回答者数 コミットメント 標準偏差 
正規雇用 861 17.38 3.30 
非正規雇用 259 17.61 2.82 
主婦学生 501 17.90 3.22 
自営その他 559 17.36 3.20 
合計 2,180 17.52 3.21 
 
 
図6-16 働き方属性間インセンティブに対するコミットメント平均値 
 
本節で検証したインセンティブに対するコミットメント平均値のこれまでの消費者属性
間の傾向について図6-17に示す。これらの検証結果より、インターネットショッピングに
おいて、消費主体自体の属性である性別、年代、就業の状態の消費者属性間よりインセン
ティブに対するコミットメントである消費者態度特性が相違することが明らかになった。
インセンティブに対するコミットメントは性別では、男性に比べ女性が、年代では性別ご
とに評価が高い年代が相違し、働き方である就業の状態では、正規雇用にくらべ主婦学生
がインセンティブに対するコミットメントにおいて高い結果となり、性別および就業の状
態を含めた消費者属性間で評価が相違することを明らかにした。 
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コミットメント 小    コミットメント 大 
  男性 ＜ 女性   
  年代は性別により相違
男性 20 歳、40 歳代
女性 30 歳、50 歳代 
  
 
 
  
 正規雇用 ＜ 主婦学生   
          
図6-17 消費者属性間のインセンティブに対するコミットメント平均値の結果 
 
6.5 インターネットショッピングにおける消費者態度評価のまとめ  
 
インターネット利用そのものの消費者間の相違および消費生活相談においても消費者属
性間に相違がみられることより、消費者属性間の相違にフォーカスし、インターネットシ
ョッピングにおける不必要な購買について分析検証した。 
不必要な購買に関して、「不必要な購買の多さ」および「購入に対する後悔の多さ」の購
買行動状況を不必要購買影響度と定義し実証分析した。不必要購買影響度が高い消費者層
ほど、インセンティブに対するコミットメント評価が高いこと、また不必要購買への影響
は、現金割引利用者に比べ、クーポン利用者、ポイント利用者が高く、これら分析検証結
果より、インターネットショッピングで常態化しているセールス・プロモーションにおい
て、プロモーション手段の利用するインセンティブにより、不必要な購買への影響が相違
するといえる。また不必要購買影度の消費者属性間の傾向についての検証結果より、イン
ターネットショッピングにおいて、購買対象とする商品･サービス（業種）間、消費主体自
体の属性や、就業の状態の消費者属性間より不必要な購買消費者特性が相違することが明
らかになった。不必要購買影響度は性別間では、男性に比べ女性が、年代間では、高齢年
代に比べ若齢年代が、働き方である就業の状態では、主婦学生にくらべ正規雇用が不必要
購買影響度において高い結果となり、購買対象の商品・サービス（業種）間、および就業
の状態を含めた消費者属性間で評価が相違することを明らかにした。 
インターネットショッピングにおけるインセンティブに対するコミットメントの分析結
果は、店頭購買の分析結果と同様に現金割引に比べポイントが高い評価であり、インセン
ティブ間で相違することを明らかにした。インセンティブに対する知覚価値の分析結果は、
店頭購買におけるインセンティブに対する知覚価値と同様に現金割引を選択し利用する消
費者が、高い評価であった。インターネットショッピングにおいても、知覚価値が、セー
ルス・プロモーション手段ごとに相違し、店頭購買における評価と同じであることを明ら
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かにした。 
コミットメントの消費者属性において、男性に比べ女性が高い評価であった。またイン
センティブに対する知覚価値分析結果についても、性別属性において、コミットメントと
同様に男性に比べ女性が高い評価であった。働き方属性については、主婦学生が最も高く、
インターネットショッピングにおける不必要購買影響度とは相違する結果となった。これ
らよりインターネットショッピングにおいて、消費主体自体の属性である性別、年代、就
業の状態の消費者属性間よりインセンティブに対するコミットメントである消費者態度特
性が相違することが明らかになった。インセティブに対する消費者態度はインターネット
ショッピングにおいても、店頭購買における評価と同じであり、ポイントは、現金割引に
比べ心理的効果となり購買行動に影響を与えていることを明らかにした。 
 
 
【注：第6章】 
 
（注6-1）行政機関による消費者被害の未然防止・拡大防止等を目的に、独立行政法人国民生
活センターが、全国の消費生活センターをネットワークで結び、全国の消費生活センタ
ーに寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生活相談情報）の収集を行ってい
るシステム。 
 
（注 6-2）調査は、株式会社ボーダーズ（本社東京都新宿区）にて登録している会員を対
象に実施した。 
 
（注6-3）不必要購買影響度を調査した2設問は、つぎのとおりである。 
＜不必要購買影響度2設問＞ 
① あなたにとって「不必要な商品を購入すること」について多いですか少ないですか。 
②「買いすぎ等商品購入を後ほど後悔すること」について、多いですか少ないですか。 
 
（注6-4）よく利用するインセンティブを選択する設問は、つぎのとおりである。 
＜よく利用するインセンティブを選択する設問＞ 
WEB サイトを訪れて 「よく利用する店舗」でのインターネットショッピングに     
おいて、商品を購入、サービスの提供を受けるにあたり、店舗から次の3つのプロモ
ーションのインセンティブ（現金割引、クーポン、ポイント）が提供される場合あな
たは、どのインセンティブを選んで利用しますか。選んで利用する「インセンティブ」
をひとつお答えください。 
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＜提供される各プロモーションのインセンティブ＞ 
現金割引：商品代金の 10％分が 現金割引 されます。 
クーポン ：商品代金の 10％分の クーポン  がもらえます。 
ポイント：商品代金の 10％分の ポイント  がもらえます。 
 
（注6-5）インセンティブに対するコミットメント6設問、店舗に対するコミットメント6
設問、インセンティブに対する知覚価値4設問は次のとおりである。 
＜インセンティブに対する計算的コミットメント3設問＞ 
① 利用するのは、「他のインセンティブを検討するのが面倒」だからですか。 
② 利用しているインセンティブから「他のインセンティブに切り替えて失敗したくな
い」からですか。 
③ 利用についてあまり深く考えていない。「何となくこのインセンティブを利用してい
る」からですか。 
＜インセンティブに対する感情的コミットメント3設問＞ 
① 利用するのは、「インセンティブを信頼している」からですか。 
② 利用するのは、インセンティブに対して「愛着や親しみをいだいている」からで   
すか。 
③ 他のインセンティブより、「多少条件が悪くても、このインセンティブを利用したい」        
ですか。 
 
＜店舗に対する計算的コミットメント3設問＞ 
① 利用するのは、 他の店舗を検討するのが面倒だからですか。 
② 利用している店舗から 他の店舗に切り替えて失敗したくないからですか。 
③ 店舗利用についてあまり深く考えていない。何となく店舗を利用しているからですか。 
＜店舗に対する感情的コミットメント3設問＞ 
① 利用するのは、 店舗を信頼しているからですか。 
② 利用するのは、店舗に対して愛着や親しみをいだいているからですか。 
③ 他の店舗より、多少高くてもこの「店舗」を利用したいですか。 
 
＜インセンティブに対する知覚価値4設問＞ 
① 利用するインセンティブに、高い価値を感じますか 
② 利用するインセンティブは、あなたにとって魅力があるものですか 
③ 利用するインセンティブは、期待できるものですか 
④ 利用するインセンティブは、簡単に利用できるものですか 
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第7章 結論 
7.1 本研究の結論 
 
 企業が発行するポイントは、高い購入頻度の消費者や、購入金額が大きい優良顧客に対
して顧客維持や拡大を目的として特典を与えるしくみであるロイヤルティ・プログラムと
してマーケティングに寄与している。広く消費者に認知されているポイントは、購買行動
を誘引し、顧客を囲い込むための企業通貨、疑似通貨として、さらに政府の「エコポイン
ト」等による経済政策として消費者社会に影響を与えている。 
成熟期の市場において、顧客に適合させたサービスや店舗展開を行うマーケティングの
重要性が示されており、顧客動向を把握する仕組みを構築し、利益をもたらす優良顧客を
把握選別する必要性が求められ情報を収集する手段としてポイントプログラムは、注目さ
れている。 
しかしながら、ポイントを提供する企業においては、ポイントで収集した顧客情報をマ
ーケティングに効率的に活用できていない状況にある。企業にとってカスタマー・リレー
ションシップマネジメントが有効性を発揮しえない理由として、顧客データベースの構築
維持に多大なコストと、スキルを備えた人材に多大な投資が必要なこと等多大なコスト面
の課題や、競合他社のポイントプログラム導入の状況より、金銭的利得を強調したポイン
トのみで競合先との差別化は困難な状況であり、ポイントプログラムの効率化が求められ
ている。 
一方でポイントプログラム等のセールス･プロモーションは、消費者を囲い込むため、消
費者へのベネフィットの提供することにより、消費者との絆を形成している。これらセー
ルス・プロモーションによる消費者とのリレーションシップの形成は、データベース・マ
ーケティングにおける効果であり、競合先との差別化の源泉となる。 
ポイントに対する消費者の行動は、金銭的利得を追求するだけではなく、ポイント貯め
ることに執着し固執するなどの購買行動をとり、必ずしも経済合理性に基づく行動ではな
い。消費者はポイントを貯めることにより、企業に対するロイヤリティを形成し、ポイン
トを貯める喜びを感じるなどの心理的効果は、企業と消費者の双方に共有される価値であ
り、積極的に評価されるべきである。 
これまでポイントプログラムの有効性等の先行研究は、消費者の行動誘因として主に経
済合理性が仮定され、ポイントプログラムの効用が検証されてきた。ポイントプログラム
の効率化をはかるために、ポイントそのものがもつ心理的効果を解明することが求められ
る。心理的効果を解明するために、消費者行動に対するポイントの影響を分析することが
必要である。 
そこで、本研究は、効率化に向けてポイントに対する心理的効果解明の基礎となるべく、
これまでの先行研究では取り上げてこられなかったポイントに対する消費者の心理的効果
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について、行動経済学、感情心理学、消費者行動論の視点より、第一にポイントに対する
認識と、ポイントの購買行動への影響の分析、第二にインセンティブに対する快楽的価値
と功利的価値および感情要因の分析、第三にインセンティブに対する消費者態度の分析、
第四にインターネットショッピングにおける消費者態度の分析より、現金割引、クーポン
等と対比しながら消費者行動を検証しポイントに対する消費者行動を解明した。 
インタ―ネットショッピングにおける消費者態度分析の取り上げについては、価格訴求
型セールス・プロモーションが店頭購買と同様にインターネットショッピングにおいても
常態化の状況にあり、これらインターネットショッピングが消費者に浸透するに従い、商
品、サービス購入後に買いすぎた購買に対して後悔する事象や、その利便性から不必要な
商品、サービスの購入が消費生活のうえで課題となっている。そこで店頭購買と同様に常
態化したセールス・プロモーションのもとでの消費者心理や行動の分析を、インターネッ
トショッピングにおけるインセンティブに対する消費者態度として取り上げ検証したもの
である。 
第一にポイントに対する認識の検証より、ポイントに対する損失回避性の影響、賦存効
果の存在があることを実証分析した。ポイント制度への選好については、ポイント制度を
構成する4項目に対する選好を、消費者が商品やサービスを総合評価する場合おいて、商
品の構成する要素の最適な組み合わせを検証する分析手法であるコンジョイント分析の調
査手法により検証した。ポイント有効期間、ポイント交換単位、ポイント還元率、ポイン
ト金額換算のポイント制度4項目を分析結果より、ポイント有効期間の重要度が一番高く、
取得したポイント価値が、失効回避することを評価しており、損失回避性の選好を示した。
消費者が取得したポイントは、ポイント行使できる期間が定められており、ポイント有効
期間を超えると権利が失効する制度に起因するものであり、貯めているポイントが割引等
と交換できないまま無駄にならないように、また取得したポイントを失効しないように損
失回避性の影響を受けている。これらより損失回避性が、ポイントに執着し、固執するポ
イントに対する消費者行動に影響を与えていることを明らかにした。 
多くの消費者は、ポイントを企業通貨・疑似通貨として重要な価値だと思い、貨幣の役
割の一部を担っていると認識している。また他方では商品購買やサービス利用のインセン
ティブ（おまけ、割引など）として認識している。これらポイントを重要な価値だと思い
ながら、貨幣と同様ではないというポイントに対する認識が、心理的効果となり購買行動
に影響を与えていると考えられる。そこでポイントに対する賦存効果の存在を仮想評価法
により分析しポイントにおける賦存効果の存在を明らかにした。損失回避性の影響より、
消費者はポイントに対して、貨幣、疑似通貨として認識する傾向はあるが貨幣とは異なり、
貯めているポイントを手放そうとせず、貯めて保有すること自体に執着が生じ追求する傾
向があることを明らかにした。 
ポイントの購買行動への影響の検証より、利用可能性ヒューリスティックの購買行動へ
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の影響を実証分析した。購買行動意思決定時における消費者の属性に対する状況依存性を
検証するため、消費者が意識をして貯めているポイント業種数（ポイントに対する主観的
経験）を尺度とするポイントに対する関与、利用経験の消費者属性を定義し分析した。イ
ンターネット購買を除く日用品、買回り品の店頭の購買行動において、現金割引に比べポ
イント利用購買の購買度が高く、ポイントを貯めることに執着、追求する傾向があること
を検証した。 
これらより利用可能性ヒューリスティックが、消費者の購買行動に影響を与えることを
実証分析より明らかにした。またその影響はポイントに対する関与、利用経験の属性に依
存し、高い関与、高い利用経験の消費者ほど、購買度に対する影響が大きいことを明らか
にした。日用品、買回り品の店頭の購買行動において、価格割引よりポイント利用による
プロモーションが消費者に対してより影響を与え、またポイントに対する高い関与、高い
利用経験の消費者ほど、購買行動に対する影響は大きいことを示した。 
消費者の購買時の態度に影響を与える「ポイントの記述表現」についてのフレーミング
効果について実証分析した。フレーミング効果とは、意思決定において、言語表現の相違
による質問や問題の提起のされ方により、選好が逆転し意思決定の結果が相違する現象で
あり、論理的には同一のことを記述していると考えられる選択肢において、選択肢の記述、
表現方法により、意思決定に様々な影響を及ぼすのがフレーミング効果である。 
分析結果より、第一に経済的に同じ利得、購買特典となるポイント付与記述表現におい
て、「ポイント 5 倍」の購買度が、「ポイント 5％分」より高く、ポイント付与におけるフ
レーミング効果を明らかにした。また消費者のポイントに対する属性（消費者が意識して
貯めているポイント発行業種）によるフレーミング効果への影響は、業種により購買度が
相違し、消費者が意識して貯めているポイント発行業種により、影響が相違することを明
らかにした。これらポイントにおけるフレーミング効果が、消費者のポイントに対する不
合理な行動（ポイント付与に対する執着した行動等）の一因であることが示された。 
 
第二にインセンティブに対する感情要因の検証より、快楽的価値と功利的価値の消費者
評価を実証分析した。インセンティブに対する快楽的価値を「製品やサービスが一般消費
者に対して喜びを与えられる程度」と定義し、功利的価値は「一般消費者の抱える日常的
な問題の解決において製品やサービスが有用である程度」と定義し検証した。「現金割引」、
「ポイント」、「クーポン」、「おまけ商品」のインセンティブ手段に対する分析結果より、
これらインセンティブ間では快楽的価値と功利的価値の消費者評価が相違することを検証
した。 
ポイントを含め各インセンティブにおいて、功利的価値に比べ快楽的価値の消費者評価
が高く、快楽的価値と功利的価値には、正の相関関係があることを実証した。消費者属性
においては、女性の消費者評価が高く、性別属性により評価が相違することを明らかにし
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た。また顧客とのリレーションシップ評価に着目し、「顧客維持の関係を強化し固執する傾
向（顧客の粘着性）の程度」をリテンション価値と定義し、リテンション価値に対する快
楽的価値および功利的価値の影響を検証した。 
インセンティブにより顧客とのリレーションシップを構築、強化するには、功利的価値
の消費者評価が高く、顧客維持の関係を強化し固執する傾向（顧客の粘着性）を高めるに
は、快楽的価値に比べ功利的価値が有効であることを明らかにした。現金割引とポイント
間では、現金割引に比べポイントの功利的価値合計重要度が高い評価であった。これらよ
り短期即効性において価格訴求する現金割引に比べ、ポイントは、長期的な視点により購
買金額に応じて割引が適用される価格訴求インセンティブであることが示された。 
また感情要因評価の検証より、消費者のポイントに対する心理的効果において感情要因
に着目し、実践的な戦略モデル構築にむけて解明のため、インセンティブに関する刺激要
因が感情要因を介して購買行動に与える影響について、インセンティブ利用に関する刺激
要因と感情要因（快楽と覚醒）の分析枠組み、および感情要因（快楽と覚醒）と反応要因
である非計画購買の分析枠組みの2つの分析枠組みで実証分析した。 
インセンティブ間感情要因（快楽覚醒因子得点）の評価より、現金割引、つぎにポイン
トが他のインセンティブに比べ快楽、覚醒とも得点平均値が高い結果であった。現金割引
は、消費者の知覚する感情要因において高い評価であり、他のインセンティブに比べ感情
要因への影響が高いことを明らかにした。 
消費者のインセンティブに対する感情状態が、非計画購買である反応行動に与える影響
の構造については、インセンティブに対する感情要因の覚醒次元と、非計画購買の予定外
機会（予定外購買時間、予定外購買頻度）に正の相関があることを明らかにした。現金割
引とポイントのインセンティブ間では、現金割引の反応行動と感情要因の相関分析結果に
ついて、強い相関は認められなかったが、ポイントにおいては、予定外単価、予定外機会
と覚醒合計においてやや強い相関が認められた。これは、ポイント利用に対する感情要因
（覚醒合計）が、現金割引に比べ反応行動である非計画購買へ影響しやすい傾向があると
いえる。性別属性による相関の相違について、男性に比べ女性は、インセンティブに対す
る感情状態が、非計画購買である反応行動に与える影響を受けやすい傾向であることを明
らかにした。 
刺激要因と感情要因の相関分析結果より、功利的刺激要因と快楽合計に強い正の相関が、
功利的刺激要因と覚醒合計にやや強い正の相関が認められた。インセンティブ本来の機能
に対する認知的な評価に基づく功利、機能面の刺激要因である功利的刺激要因が、インセ
ンティブに対する感情要因と正の相関があることを明らかにした。これらより、インセン
ティブに対する消費者の感情要因に訴えるには、現金割引、ポイントをはじめとするイン
センティブの本来の功利的価値や、機能面を消費者に訴求することが、愛着や感情面を訴
求するより、インセンティブの感情要因に影響を与えることを明らかにした。現金割引と
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ポイントのインセンティブ間の相違については、ポイントのみに快楽合計とやや強い相関
が認められ、インセンティブにより感情要因に影響を与える刺激要因が相違することを示
している。ポイントにおける感情的刺激要因が感情要因（快楽合計、覚醒合計）に相関が
認められることから、ポイントは、現金割引に比べ、消費者に訴求するには、功利的刺激
要因とともに、感情的刺激要因も有効である傾向を示しているものである。性別属性によ
る評価については、性別により相違がないことが明らかにした。 
 
第三に消費者の態度的概念であるブランド・コミットメントおよび知覚価値についてセ
ールス・プロモーション手段ごとの影響を検証した。購買対象となる商品・サービスに対
する消費者の関与にも着目し、業種間および消費者属性間の視点よりプロモーション手段
であるインセンティブに対する消費者態度を分析した。 
購買対象とする商品に対する関与とインセンティブに対する知覚価値の影響構造につい
て、相関分析結果より、関与と知覚価値に正の相関が認められた。これらより業種店舗で
購入する商品・サービスに対する関与が低ければ、店舗より提供されるインセンティブに
対する知覚価値も低い評価傾向であることを明らかにした。ポイント利用者の業種間の知
覚価値については、ホームセンターと企業体によれば同一のマーケティングが実行される
ドラッグストア、食品スーパー、総合スーパーの3業種の知覚価値の評価は、ホームセン
ターに比べ高い評価であり、業種間で評価が相違することを明らかにした。これら4業種
においては共通ポイントによる価格訴求型プロモーションも浸透しており、業種間でのイ
ンセンティブに対する知覚価値の消費者評価が相違することを把握したプロモーション戦
略が必要であるといえる。 
企業とのリレーションシップ形成に結び付くコミットメントや知覚価値の消費者態度に
つき、セールス・プロモーション手段ごとの影響について検証した。インセンティブに対
する知覚価値については現金割引を選択し利用する消費者が高い評価であり、知覚価値が
セールス・プロモーション手段ごとに相違することを明らかにした。また働き方属性につ
いては、主婦・学生が最も高い評価であり、これらの検証結果より、消費主体自体の家族
や世帯構成、および働き方の属性相違により、インセンティブに対する知覚価値評価が相
違することを明らかにした。 
つぎにコミットメントに関しては、現金割引に比べポイント、クーポンが高い評価であ
り、インセンティブ間で相違することを明らかにした。インセンティブに対するコミット
メントと店舗に対するコミットメントに正の相関が認められ、これらより利用者において
商品・サービスを購入する店舗に対する関与が高ければ、店舗より提供されるインセンテ
ィブに対するコミットメントも高い評価傾向であることを明らかにした。またこれら消費
者属性の年代においてコミットメントに対する評価に際立った評価差はなく、年代による
傾向は示されなかった。 
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インセンティブ自体に対する消費者の知覚価値は、現金割引がいちばん高い評価結果で
あり、ポイント、クーポンは、店舗に対するコミットメント及びセールス・プロモーショ
ンの手段であるインセンティブに対するコミットメントにおいて、現金割引に比べ高い評
価であることを明らかにした。これらより現金割引は、消費者を誘引し購買行動へ訴求す
る「お買い得感」は高いが、コミットメントについてはポイント、クーポンに比べ低いこ
とが明らかになった。現金割引は、短期的な売上増加には効果を発揮するが、長期的な視
点にたった消費者との情緒的ないし心理的な愛着の関係を構築するには、ポイント、クー
ポンが、現金割引に比べ消費者の態度に影響を与えているといえる。 
 
第四にインタ―ネットショッピングに対する消費者態度を検証した。利便性が拡大し急
速に消費者に浸透しているインターネットショッピングにおいて、商品・サービスの価格
を訴求する価格訴求型セールス・プロモーションは店頭購買と同様に常態化しており、消
費者はセールス・プロモーションの影響を受けインターネットショッピング行動に至って
いる。一方インターネットショッピングが消費者に浸透するに従い、商品・サービス購入
後に買いすぎた購買に対して後悔する事象や、その利便性から不必要な商品・サービスの
購入が消費生活のうえで課題となっている。合理的な意思決定を行うために、常態化した
セールス・プロモーションのもとでのインターネットショッピングにおける消費者心理や
行動の特徴を、消費者の態度的概念であるブランド・コミットメントとプロモーションの
影響のもとでの不必要な購買にフォーカスし、消費者属性間に着目し実証分析した。イン
センティブが提供された場合の「不必要な購買の多さ」および「購入に対する後悔の多さ」
の消費者購買行動状況を不必要購買影響度と定義し分析した。 
実証分析よりインターネットショッピングにおいて、不必要購買影響度が高い消費者層
ほど、インセンティブに対する消費者の態度的な概念であるコミットメント評価が高いこ
とを明らかにした。不必要購買影響度の利用する商品・サービス間での分析検証結果より、
不必要な購買は衣服・アクセサリーが最も評価が高く、購入に対する後悔は生活家電の評
価が最も高く、利用する商品・サービス（業種間）で不必要購買に関する消費者評価が相
違することを示した。また消費者属性間において男性に比べ女性が高い評価であり、働き
方である就業の状態では、主婦学生にくらべ正規雇用が不必要購買影響度において高い結
果であった。 
年代においては、20 歳代と 30 歳代の不必要購買影響度が高く、高齢の年代になるほど
不必要購買影響度の評価が低くなる傾向を示した。これらより購買対象の商品・サービス
（業種）間、および就業の状態を含めた消費者属性間で評価が相違することを明らかにし
た。インセンティブ間による不必要購買影響度は、不必要購買への影響は、現金割引利用
者に比べ、クーポン利用者、ポイント利用者が高く、利用するインセンティブにより、不
必要な購買への影響が相違するといえる。 
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インターネットショッピングにおけるインセンティブに対するコミットメントの分析結
果は、店頭購買の分析結果と同様に現金割引に比べポイントが高い評価であり、インセン
ティブ間で相違することを明らかにした。インセンティブに対する知覚価値の分析結果は、
店頭購買におけるインセンティブに対する知覚価値と同様に現金割引を選択し利用する消
費者が、高い評価であった。インターネットショッピングにおいても、知覚価値が、セー
ルス・プロモーション手段ごとに相違し、店頭購買における評価と同じであることを明ら
かにした。 
コミットメントの消費者属性において、男性に比べ女性が高い評価であった。またイン
センティブに対する知覚価値分析結果についても、性別属性において、コミットメントと
同様に男性に比べ女性が高い評価であった。働き方属性については、主婦学生が最も高く、
インターネットショッピングにおける不必要購買影響度とは相違する結果となった。これ
らよりインターネットショッピングにおいて、消費主体自体の属性である性別、年代、就
業の状態の消費者属性間よりインセンティブに対するコミットメントである消費者態度特
性が相違することが明らかになった。インセティブに対する消費者態度はインターネット
ショッピングにおいても、店頭購買における評価と同じであり、ポイントは、現金割引に
比べ心理的効果となり購買行動に影響を与えていることを明らかにした。 
 
7.2 総括 
 
本研究は、ポイントプログラムの効率化にむけ、行動経済学、感情心理学、消費者行動
論の視点よりポイントそのものがもつ心理的効果を解明した。行動経済学の視点よりポイ
ントに対する合理的でない消費者行動については損失回避性、利用可能性ヒューリスティ
ックおよびフレーミング効果が、消費者の購買行動に影響を与えることを実証分析より明
らかにした。消費者は、ポイントを企業通貨・疑似通貨として重要な価値だと思い、貨幣
の役割の一部を担っていると認識し、また一方では商品購買やサービス利用のインセンテ
ィブとして認識している。これらポイントを重要な価値だと思いながら、貨幣と同様では
ないというポイントに対する認識が、心理的効果となり購買行動に影響を与えていること
を明らかにした。利用可能性ヒューリスティックにより現金割引に比べポイント利用購買
の購買度が高く、ポイントを貯めることに執着、追求する傾向があることを明らかにした。
またその影響はポイントに対する関与、利用経験の属性に依存し、高い関与、高い利用経
験の消費者ほど、購買度に対する影響が大きく、心理的効果となり購買行動に影響を与え
ていることを明らかにした。フレーミング効果への影響は、業種により購買度が相違し、
これらポイントにおけるフレーミング効果が、消費者のポイントに対する執着した行動等
の不合理な行動に影響を与えていることを明らかにした。 
 感情要因の検証より、インセンティブにより顧客とのリレーションシップを構築、強化
146 
 
するには、功利的価値の消費者評価が高く、顧客維持の関係を強化し固執する傾向を高め
るには、快楽的価値に比べ功利的価値が有効であることを明らかにした。現金割引に比べ
ポイントの功利的価値合計重要度が高く、これらより短期即効性において価格訴求する現
金割引に比べ、長期的な視点により消費者とのリレーションシップを強化するには、ポイ
ントが有効であることを明らかにした。非計画購買と感情要因の相関分析より、現金割引
には強い相関は認められなかったが、ポイントにおいては、非計画購買と覚醒合計におい
てやや強い相関が認められ、ポイント利用に対する感情要因（覚醒合計）が、現金割引に
比べ反応行動である非計画購買へ影響しやすい傾向があることを明らかにした。またポイ
ントにおける感情的刺激要因が感情要因（快楽合計、覚醒合計）に相関が認められること
から、ポイント利用にて消費者への訴求は、功利的刺激要因とともに、感情的刺激要因も
有効である傾向を明らかにした。これら感情要因の視点、検証よりポイントは、現金割引
に比べ心理的効果となり購買行動に影響を与えていることを明らかにした。 
 消費者行動論の視点の消費者態度の検証より、インセンティブ自体に対する消費者の知
覚価値は、現金割引がいちばん高い評価結果であり、ポイントは、コミットメントにおい
て、現金割引に比べ高い評価であった。現金割引は、消費者を誘引し購買行動へ訴求する
「お買い得感」は高いが、コミットメントはポイントに比べ低く、これらより現金割引は、
短期的な売上増加には効果を発揮するが、長期的な視点にたった消費者との情緒的ないし
心理的な愛着の関係を構築するには、コミットメントにおいて高い評価であるポイントが
心理的な影響を与えていることを明らかにした。また消費主体自体の属性相違により、イ
ンセンティブに対する消費者態度評価が相違することを明らかにし、これらを把握したプ
ロモーション戦略の必要性を示した。これら消費者行動論の視点、消費者態度の検証より
ポイントは、現金割引に比べ心理的効果となり購買行動に影響を与えていることを明らか
にした。 
 店頭購買と同様に常態化したセールス・プロモーションのもとでの消費者心理や行動の
分析を、インターネットショッピングにおけるインセンティブに対する消費者態度として
取り上げ検証した。インターネットショッピングにおいて、不必要購買影響度が高い消費
者層ほど、インセンティブに対する消費者の態度的な概念であるコミットメント評価が高
いであった。。コミットメントおよび知覚価値の分析結果は、現金割引に比べポイントが高
い評価であり、店頭購買の分析結果と同様にインセンティブ間で相違することを明らかに
した。インセティブに対する消費者態度はインターネットショッピングにおいても、店頭
購買における評価と同じであり、ポイントは、現金割引に比べ心理的効果となり購買行動
に影響を与えていることを明らかにした。 
 これらより、これまでの先行研究では探求されなかったポイントに対する消費者の心理
的効果について、現金割引、クーポンと対比しポイントに対する消費者の行動、消費者態
度より検証し解明した。本研究はポイントに対する心理的な効果を、行動経済学、感情心
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理学、消費者行動論の視点より、効率化をはかる戦略モデル構築にむけた基盤となる研究
として明らかにした。 
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おわりに 
 
ポイントは、購買行動を誘引し、顧客を囲い込むための企業通貨として、また政府の経
済政策として消費者社会に影響を与え消費者に浸透している。成熟期の市場において、顧
客に適合したマーケティングの重要性から、顧客動向の把握や優良顧客を選別する仕組み
として、ポイントは、必要とされている。しかしながら、競合他社のポイントプログラム
導入により、金銭的利得を強調したポイントのみでの差別化は困難な状況であり、またシ
ステム構築維持管理のコスト面の課題にもあり効率化が求められている。 
一方でポイントに対する消費者の行動は、金銭的利得を追求するだけではなく、ポイン
トを貯めることに執着し固執するなどの購買行動をとり、必ずしも経済合理性に基づく行
動ではない。消費者はポイントを貯めることにより、企業に対するロイヤリティを形成し、
ポイントを貯める喜びを感じるなどの心理的効果は、企業と消費者の双方に共有される価
値であり、積極的に評価されるべきである。これまでポイントの有効性等の先行研究は、
消費者の行動誘因として主に経済合理性が仮定され検証されてきた。ポイントプログラム
の効率化にむけ、ポイントそのものがもつ心理的効果を解明することが求められる。 
本研究は、企業と消費者の双方に共有され、評価されるべき価値であるポイントがもつ
心理的効果を解明するため、現金割引、クーポンと対比し、ポイントに対する消費者の行
動、消費者態度を検証した。実践的な戦略モデル構築にむけ、これまで先行研究において
探求されなかったポイントそのものがもつ心理的効果を行動経済学、感情心理学、消費者
行動論の視点より実証分析した。 
セールス・プロモーションの実践的なモデル構築にむけて、消費者に身近であるセール
ス・プロモーションの業種である流通業における商品・サービスを対象として主に実証分
析し、ポイントに対する心理的な効果を、行動経済学、感情心理学、消費者行動論の視点
より、効率化をはかる戦略モデル構築にむけた基盤となる研究として明らかにした。 
しかしながらセールス・プロモーションに対する消費者の購買行動は、商品・サービス
に対する消費者の関与により消費者態度、行動が相違することが、本研究や、先行研究に
おいても示されている。また消費者の購買対象とする購買単価、購買頻度、購買時期より
も消費者態度、行動が相違することが、先行研究においても示されている。利便性の拡大
より消費者に浸透するインターネットショッピングにおける消費者態度について本研究に
おける実証分析の結果、店頭購買分析の結果に比べ一部の消費者属性間の消費者態度の相
違が確認できたが、常態化するセールス・プロモーションのもとでのインセンティブに対
する消費者態度、行動に関する店頭購買との詳細の比較検証が必要である。 
ポイントに対する消費者行動、ポイントに対する心理的効果な解明に向けて、これらの
消費者関与、購買状況を包括したさらなるインセンティブ間の比較した実証分析を主とす
る検証が課題である。ポイントに対する消費者行動のさらなる探求により、ポイントを利
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用した施策・政策に対して、心理的効果という要因を解明することにより新たなセールス・
プロモーションにおける戦略の構築や発展性に貢献致したい。 
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